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第１ 制度のあらまし 

 

当市では、春日井市情報公開条例に基づき、市民の行政への参画の促進と開かれ

た市政の実現をめざして、総合的な情報公開の推進に努めています。 

  総合的な情報公開の推進とは、公文書の開示を行うだけでなく、情報提供、会議

公開等を整備充実することにより市が保有する情報の公開を総合的に進めていく

もので、おおむね次の制度があげられます。 

(1) 情報公開制度 市民からの開示請求に応じて公文書の開示を行う制度 

(2) 個人情報保護制度 自分の情報を確認する権利や適正な個人情報の取扱い

を定める制度 

(3) 情報提供制度 市政に関する情報を積極的に市民に提供する制度 

(4) 文書管理制度 文書管理システム等により適正な文書の管理を行う制度 

(5) 会議公開制度 会議の公開や公募による委員の選出を実施する制度 

総合的な情報公開 

情報公開制度 

個人情報保護制度 

文書管理制度 

会議公開制度 

会議の公開 

【総合的な情報公開のイメージ】 

委員の公募 

情報提供制度 
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１ 情報公開制度 

 

当市では、春日井市情報公開条例を 

平成 12 年 9 月 29 日に公布し、平成 

13 年 4 月 1 日から施行しています。 

情報公開制度とは、市民等からの請 

 求により、公文書を公開する制度です。 

条例の概要は、次のとおりです。 

(1) 目的 

市民の知る権利を尊重し、公文書の開示を請求する権利を明らかにするととも

に、総合的な情報公開を推進します。 

また、市の行政運営の公開性の向上と公正の確保を図ることにより、行政活動

を市民に説明する責任を果たし、市民の行政への参画の促進と開かれた市政の実

現をめざしています。 

(2)  実施機関 

情報公開を実施する機関は、市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、

監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、消防長及び議会です。 

(3) 対象文書 

対象となる公文書は、実施機関の職員が平成 13 年４月１日（施行日）以後に

職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録で、職員が組織的に用い

るものとして、保有しているものです。また、施行日前の公文書も申出があれば、

応じていきます。 

(4) 請求できる方 

市内に在住、在勤又は在学の方、市内に事務所又は事業所がある法人その他の

団体、市と具体的利害関係がある方や法人その他の団体の方が請求できます。ま

た、上記以外の人からも申出があれば、応じていきます。 

【情報公開制度のイメージ】  
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法令や条例で不開示とされている情報 

個人識別情報、個人の正当な権利利益を害するおそれがある情報 

法人などの正当な利益を害するおそれがある情報など 

事務・事業の情報で適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

審議検討等の情報で特定の者に利益を与えるおそれがあるものなど 

国等との協力関係又は信頼関係が損なわれると認められる情報 

犯罪の予防など公共の安全を害するおそれがある情報 

(5) 公文書の開示義務 

公文書は原則公開ですが、条例第 7 条の各号に掲げる不開示情報に該当する 

次の場合には不開示となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(6) 開示請求の手続 

ア 開示の決定等は、原則、請求があった日から起算して 15 日以内に行います。 

イ 公文書に第三者に関する情報が記載されているときは、この第三者に意見書を

提出する機会を付与できます。 

(7) 不服申立て 

開示決定等に不満があるときは、実施機関に対して不服申立てをすることがで

きます。実施機関は、第三者機関である情報公開・個人情報保護審査会に諮問し、

その答申を尊重して裁決又は決定を行います。 

(8) その他 

ア 公文書の検索資料を作成し、市ホームページに掲載します。 

 イ 市が一定の出資をしている法人等に対し、この条例の趣旨に基づき出資法人等

が保有する情報を公開するよう協力を要請します。 

 ウ 平成 27 年８月１日以降の請求から公文書の開示の実施に係る手数料を導入し

ました。 

ホームページ掲載場所  ホーム › 市政情報 › 行政 › 情報公開・個人情報保護 › 情

報公開制度 › 手数料の内容について 

法令秘情報 （１号） 

個人情報 （２号） 

法人情報 （３号） 

（５号） 

公共安全情報 （４号） 

事務事業情報 （７号） 

審議検討情報 （６号） 
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２ 個人情報保護制度 

 

当市では、春日井市個人情報保護条例を平成 14 年 9 月 30 日に公布し、平成 15

年 4 月 1 日から施行しています。 

    個人情報保護制度とは、個人の人格尊重の理念に基づき、プライバシーを始めと

する個人の権利利益の保護を図るため、自分の個人情報の内容を確認する権利や個

人情報の適正な取扱いの基本原則などを定める制度です。 

条例の概要は、次のとおりです。 

(1) 目的 

ア 個人の権利・利益の保護 

個人の人格尊重の理念に基づき、プライバシーを始めとする個人の権利・利益

の保護を図ること。 

 イ 個人情報の適正な取扱いの確立 

   本人取得の原則、利用・提供の制限、安全確保など個人情報の適正な取扱いの

基本原則を定めること。 

   ウ 自分の情報を確認する権利の保障 

自分の個人情報の公開、訂正、利用の停止などを求めることができる権利を保

障すること。 

(2)  個人情報の定義 

   個人に関する情報で、氏名、生年月日その他の記述などにより特定の個人を識

別することができるものです。 

   （例） 氏名、住所、電話番号、メールアドレス、生年月日、職業、役職、収入、財産、口

座情報、成績、健康状態、信教、趣味、意見や苦情内容、など 

(3)  個人情報の適正な取扱いの基本原則 

ア 保有の制限 

個人情報は、必要な場合に限り、利用目的を特定して取り扱います。 

イ 適正で適法な方法による取得 

個人情報は、適正で公正な手段で取得します。 

ウ 本人取得の原則 

個人情報は、原則として本人から取得します。 
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エ 利用目的の明示 

個人情報の利用目的を明らかにします。 

オ 思想・信条などに関する情報の取得の制限 

思想、信条、信教に関する個人情報や社会的差別の原因となるおそれのある

個人情報は、原則として取得しません。 

カ 正確性確保 

市が持っている個人情報が事実と合致するよう努めます。 

キ 安全確保 

個人情報の漏えい、き損の防止など適正な管理をします。 

  ク 利用・提供の制限 

個人情報の利用・提供は、一定の制限をします。 

ケ 受領者に対する措置要求 

個人情報を提供する場合は、利用制限や安全措置を求めます。 

コ 高度情報通信ネットワークによる提供の制限 

インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて個人情報を提供

するときは、必要な保護措置をとります。 

 (4)  開示、訂正及び利用停止請求 

ア 個人情報の本人開示 

市が保有している個人情報について、本人開示の請求ができます。 

なお、未成年者又は成年被後見人の法定代理人は本人に代わって、死者の遺

族などは一定の死者に関する情報について開示請求することができます。 

イ 個人情報の訂正等 

開示を受けた自分の個人情報が事実でないときは、事実とその根拠を示して、

その個人情報の訂正、追加、削除の請求をすることができます。 

  ウ 個人情報の利用停止等 

開示を受けた自分の個人情報が適法に取り扱われていないことを理由とし

て、利用の停止、消去、提供の停止の請求をすることができます。 

 (5) 罰則 

 ア 実施機関の職員等が、正当な理由なく、電子計算機処理に係る個人情報ファ

イルを提供した場合、処罰されます。 
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イ 実施機関の職員等が、保有個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を図

る目的で提供し、又は盗用した場合、処罰されます。 

ウ 実施機関の職員がその職権を濫用し、専らその職務の用以外の用に供する目

的で個人の秘密に属する事項が記録された文書等を収集した場合、処罰されま

す。 

エ 開示請求権の適正な行使を担保するため、偽りその他不正の手段により保有

個人情報の開示を受けた者に対し、過料を科します。 

 (6) 民間事業者に対する規制 

   民間事業者の個人情報の取扱いについて苦情があったときは、市から民間事業

者に対し、必要に応じて説明・資料の提出を求め、助言・勧告を行うことができ

ます。 
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３ 総合的な情報公開の推進のための関連制度 

 

(1)  情報提供制度 

春日井市情報提供の推進に関する指針を定め、市政に関する情報を積極的に市民

に提供するように努めています。 

指針では、市政運営の基本方針に関する事項、環境、福祉、健康、防災、教育そ

の他市民生活に密接な関係がある事項など 13 項目について提供すべき事項を定め

ています。 

市役所２階の情報コーナーでは、予算・決算書、統計資料、交際費、旅費、食糧

費の一覧、審議会の議事録、計画書、報告書などの行政資料の閲覧をすることがで

きます。 

 

(2) 文書管理制度 

文書管理制度は、情報公開制度の円滑な運用を図るため、車の両輪にあたる重要

な制度です。当市では文書管理システムを導入するとともに、春日井市文書取扱規

程に基づき、適正な文書の管理に努めています。 

 

(3) 会議公開制度 

春日井市附属機関等の設置等に関する要綱 

を定め、公募による委員の選出に努めるとと 

もに、附属機関などの会議を原則公開とし、 

公正で透明性のある市政の推進を図ります。 

公開の会議は、広報、ホームページで周知 

し、どなたでも傍聴いただけます。 
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第２ 情報公開制度の施行状況 

 

１ 開示請求件数 

  平成 27 年度（平成 27 年４月 1日から 

平成 28 年３月 31 日まで）の公文書の開 

示請求の件数は、1,053 件（請求 986 件、 

申出 67 件）です。 

市全体に対する一律的な開示請求が減 

 少したことにより、昨年度と比較して約 

42％減少しました。 

 

 

 

 

２ 国、地方公共団体 

(1)  国、主な都府県 

  国と主な都府県における平成 22 年度から 

26 年度までの開示請求の件数の推移は、図２ 

のとおりです。 

 平成 26 年度の請求件数は、愛知県を除き 

おおむね昨年度と同程度です。 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 当市の開示請求件数の推移 

 

193 169

896

1,820

1,053

0

500

1000

1500

2000

H23 H24 H25 H26 H27

開示請求件数

図２ 国等の開示請求件数の推移 
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103,457104,939
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25,106

37,196 36,078

65,783

40,590
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H22 H23 H24 H25 H26

国 

大阪府 

 

東京都 

 H22 H23 H24 H25 H26 

国 86,034 96,677 100,286 103,457 104,939 

大阪府 1,708 2,101 1,752 1,686 1,793 

愛知県 25,106 37,196 36,078 65,783  40,590 

東京都 10,638 11,635 11,314 11,122 10,527 

（備考）平成27年度の状況は、まだ公表されていないため、

平成26年度までの状況です。 

愛知県 
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(2)  愛知県内の主な市 

  県内の主な市における平成 22 年度 

から 26 年度までの開示請求の件数の 

推移は、図３のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 開示決定等の件数 

  平成 27 年度の開示決定等の件数は、 

次のとおりで、公開率は 43％となって 

います。 

 

           

   

 

 

 

  

 

 

開示

43.4%

不開示

41.7%

不存在

15.0%
処理区分 件数 

開示 490 

（うち全部開示） 383 

（うち一部開示） 107 

不開示 471 

不存在 169 

※取下げ ２件 
開示 

公開率＝            ×１００ 

開示＋不開示＋不存在 

図３ 県内他市の開示請求件数の推移 
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  H22 H23 H24 H25 H26 

豊橋市 299 316 464 476 244 

一宮市 89 92 71 99 98 

豊田市 999 654 285 449 536 

春日井市 152 193 169 896 1,820 

岡崎市 221 253 438 485 278 

   

（備考）平成 27 年度の状況は、まだ公表されてい

ないため、平成 26 年度までの状況です。 

豊田市 

一宮市 

豊橋市 

岡崎市 

春日井市 

図４ 公開率 
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４ 開示決定等の件数の推移 

平成 23 年度から 27 

年度までの開示決定等  

の件数の推移は右表の 

とおりです。 

 

 

 

   
（備考）請求件数と決定件数が異なるのは、１つの請求で２種類の決定等があることによります。 

 

５ 部局別の処理状況 

平成 27 年度における部局別の請求件数及び処理状況は、次のとおりです。 

部局名 
請求 
件数 

処 理 状 況 

全部開示 一部開示 不開示 不存在 取下げ 公開率 

上下水道部 140 55 3 53 32   41% 

消防本部 106 10 2 50 45   11% 

教育委員会事務局 97 38 13 42 17   46% 

環境部 80 22 14 39 12   41% 

総務部 79 27 14 48 2   45% 

建設部 76 40 9 23 8   61% 

健康福祉部 66 36 8 30    59% 

財政部 60 25 12 25 10   51% 

市民病院 57 12  27 18   21% 

文化スポーツ部 49 11 4 24 12   29% 

まちづくり推進部 49 27 9 15 2 2 68% 

企画政策部 45 20 6 20 2   54% 

産業部 39 15 6 16 4   51% 

市民生活部 38 19 3 19     54% 

青少年子ども部 24 11 3 12     54% 

議会事務局 19 7   12 1   35% 

監査事務局 16 2 1 9 4   19% 

会計管理者 11 6   5     55% 

公平委員会 2     2     0% 

選挙管理委員会            0% 

農業委員会            0% 

固定資産評価審査委員会            0% 

合     計 1053 383 107 471 169 2 43% 

年度 
請求 
件数 

処   理   状   況 

公開
率 全部 

開示 
一部 
開示 

不開
示 

不存
在 

取下げ 

H23 193 94 106 10 36 4 81% 

H24 169 98 107 1 37 3 84% 

H25 896 661 383 22 223 1 81% 

H26 1820 1254 458 10 513 0 77% 

H27 1053 383 107 471 169 2 43% 
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６ 開示請求の内容別件数の推移 

  平成 23 年度から 

27 年度までの請求 

内容の上位３は右 

表のとおりです。 

平成 27 年度は、 

市全体に対する一 

律的な開示請求に 

より、所管課の多 

い部に対する請求  

が多くを占めています。 

 

７ 不開示情報の理由 

  不開示とした理由は、図５のとおりです。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 1 2 3 

H23 
教育委員会 総務部 まちづくり推進部 

(48 件、25％） （33 件、17％） （22 件、11％） 

H24 
教育委員会 上下水道部 総務部 

(54 件、32％） （21 件、12％） （19 件、11％） 

H25 
上下水道部 環境部 教育委員会 

(123 件、13.7％） （83 件、9.3％） （79 件、8.8％） 

H26 
消防本部 上下水道部 健康福祉部 

(212 件、11.6％） （194 件、10.7％） （143 件、7.9％） 

H27 
上下水道部 消防本部 教育委員会 

(140 件、13.3％） （106 件、10.1％） （97 件、9.2％） 

不開示情報 件数 

法令秘情報 第 7条 (1 号) 0 

個人情報 第 7条 (2 号) 94 

法人情報 第 7条 (3 号) 24 

公共の安全情報 7 条 (4 号） 16 

国等協力関係情報 第 7条（5号） 0 

審議・検討情報 第 7条 (6 号） 0 

事務・事業情報 第 7条 (7 号） 12 

不存在 169 

存否応答拒否 第 10 条 1 

申出要件に該当しない 1 

権利濫用 468 

（備考）条数及び号数は、春日井市情報公開条例の各条及び各号を指しています。（３頁参照） 

 

 

 

 

 

図５ 不開示情報別割合 

 

法令秘情報

第7条 (1号)
0.0%

個人情報

第7条 (2号)

12.0%

法人情報

第7条 (3号)

3.1%

公共の安全情

報第7条 (4

号）
2.0%

国等協力関係

情報 第7条（5

号）
0.0%

審議・検討情

報 第7条 (6

号）
0.0%

事務・事業情報

第7条 (7号）
1.5%

不存在

21.5%

存否応答拒否

第10条
0.1%

申出要件に該当しない

0.1%

権利濫用

59.6%
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８ 不服申立て・審査会答申の状況 

平成 23年度から 27年度までの不服申立て・審査会答申状況は下表のとおりです。 

  平成 27 年度は、市長に対して２件、公平委員会、議会、監査委員に対してそれ

ぞれ１件、教育委員会に対して２件の不服申立てがありました。 

なお、答申の詳細は、本報告書の 163 ページ以降及び市のホームページを参照し

てください。 

年度 

不服 

申立て 

件数 

諮問 

された 

件数 

諮問され 

なかった 

件数 

処理 未処理 

決定 

取下げ 審議中 

棄却 認容 
一部 

認容 
その他 

H23 3 2 0 0 0 2 0 1 0 

H24 6 6 0 4 0 0 0 2 0 

H25 3 3 0 3 0 0 0 0 0 

H26 8 9 0 1 0 1 2 4 2 

H27 6 7 0 4 0 0 0 0 6 

 

 

 

 

第３ 個人情報保護制度の施行状況 

 

１ 開示等請求件数 

 

 平成 23 年度から 27 年度までの開示 

等請求の状況は右表のとおりです。 

平成 27 年度の本人開示請求件数は 

16 件で、訂正請求、利用停止請求は 

ありませんでした。 

 

年度 開示 訂正 
利用 

停止 
合計 

H23 13 0 0 13 

H24 30 0 0 30 

H25 18 0 0 18 

H26 17 0 0 17 

H27 16 0 0 16 



         13 

２ 開示決定等 

  平成 23 年度から 27 年度までの開示決定等の状況は、下表のとおりです。 

年度 
請求 

件数 

処   理   状   況 

全部 

開示 

一部 

開示 
不開示 不存在 不訂正 取下げ 

訂正 

却下 

H23 13 7 4 0 9 0 0 0 

H24 30 15 12 0 12 0 1 0 

H25 18 8 11 0 5 0 0 0 

H26 17 4 9 0 6 0 0 0 

H27 16 5 9 0 2 0 0 0 

 

（備考）請求件数と決定件数が異なるのは、１つの請求で２種類の決定等があることによります。 

 

 

３ 不服申立て・審査会答申の状況 

平成 23 年度から 27 年度までの不服申立て・審査会答申の状況は下表のとおりで

す。 

年度 

不服 

申立て 

件数 

諮問 

された 

件数 

諮問され 

なかった 

件数 

処理 未処理 

決定 

取下げ 審議中 
棄却 認容 

一部 

認容 
その他 

H23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

H24 2 2 0 2 0 0 0 0 0 

H25 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

H26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

H27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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第４ 情報提供制度の施行状況 

 

１ 行政資料の登録件数 

市がとりまとめる統計書、報告書等の 

各種行政資料を市民の皆さんが閲覧でき 

るよう市役所２階の情報コーナーに配置 

しています。 

平成 23 年度から 27 年度までの行政資 

料の登録件数の推移は、図６のとおりです。 

 

２ 部局別の登録状況 

平成 27 年度の部局別の登録状況は、右表 

のとおりです。 

 行政資料の一覧は、ホームページをご覧 

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

部局名 件数 

議会事務局  335 

総務部  318 

教育委員会  286 

健康福祉部  221 

企画政策部  144 

市民生活部  108 

産業部  99 

環境部  84 

文化スポーツ部  83 

まちづくり推進部  81 

青少年子ども部  46 

上下水道部  45 

財政部  32 

監査事務局  19 

建設部  13 

市民病院（事務局）  13 

消防本部  3 

総合計 1930 

図６ 行政資料の登録件数の推移 
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第５ 会議公開制度の施行状況 

 

１ 会議公開の実施状況 

 平成 23 年度から 27 年度までに 

公開（一部公開を含む）で行われ 

た延べ会議数、傍聴人数の推移は、 

図７のとおりです。 

  

 

 

 

 

２ 公開・非公開の決定状況 

 平成 27 年度における会議の公開・非公開の 

決定状況は、59 の附属機関等のうち公開 28、 

一部公開１、非公開 14 で、未開催が 16 です。 

  開催した会議のうち、公開率（一部公開 

を含む。）は、67％です。 

 

 

３ 非公開の理由 

  非公開の主な理由は、個人情報を扱うため（表彰審査委員会、介護認定審査会（合

議体）、建築審査会等）となっています。 

 

 

 

図７ 公開数・傍聴人数の推移 
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図８ 公開・非公開の決定状況 
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資料１　平成27年度情報公開実施状況一覧表

整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

1 4月3日 申出
上下水道部
水道工務課

平成26年度春日井市発注の以下の物件の金入り設計書を開示願
います｡(鑑・内訳書・明細書･代価表)
・上水道送水管布設工事(その４)
PDF等の電子媒体による交付を希望｡

平成26年度金入り設計書・上水道送水管布設工事(その4) 4月15日 全開示

2 4月2日 申出
上下水道部
水道工務課

春日井市が平成26年度公共工事で発注した｢上水道送水管布設
工事(その4)/開札:3月12日」代価表を含む金入り設計書一式及
び､入札公告時に配布される金抜き設計書､特記仕様書一式。
CD-Rﾒﾃﾞｨｱ希望。

平成26年度金入り設計書､金抜き設計書及び特記仕様書･上水道送水間布設
工事(その4)

4月15日 全開示

3 4月2日 申出
建設部
道路課

春日井市が平成26年度公共工事で発注した｢廻間線交差点改良
工事/開札:2月6日｣代価表を含む金入り設計書一式及び､入札公
告時に配布される金抜き設計書・特記仕様書。CD-Rﾒﾃﾞｨｱ希望。

金抜き設計書､及び金入り設計書一式及び特記仕様書(廻間線交差点改良工
事）

4月13日 全開示

4 4月2日 申出
建設部

河川排水課

春日井市平成26年度公共工事で発注した｢町屋地区外1地区排水
路整備工事｣の代価表を含む金入り設計書一式。CD-Rﾒﾃﾞｨｱ希
望。

設計書(町屋地区外1地区排水路整備工事) 4月10日 全開示

5 4月9日 申出
上下水道部
企画経営課

最低制限価格の算出方法
対象：水道工事に関するもの

最低制限価格の設定について
最低制限価格設定基準

4月23日 全開示

6 4月9日 申出
上下水道部
水道工務課

下記工事の金入設計書
記
①H25.7.30公告
桃山配水場外1施設監視制御設備等設置工事
②H22.4.1公告
町屋送水場築造工事(機械）以上

金入り設計書
①平成25年度桃山配水場外1施設監視制御設備等設置工事
②平成22年度町屋送水場築造工事(機械)

4月23日 全開示

7 4月9日 請求
企画政策部

秘書課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望し
ます.）

愛知県市長会東尾張ﾌﾞﾛｯｸ各会議の日程調整について(依頼) 4月23日 全開示

8 4月9日 請求
企画政策部

秘書課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

愛知県市長会東尾張ﾌﾞﾛｯｸ各会議の日程調整について(依頼) 4月23日 全開示

9 4月9日 請求
企画政策部
企画政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

①市町可否通知文他2件 4月23日 全開示

各市町担当者さま平成27年度愛知県地域県民活動表彰事業計画書について
(通知)

全開示

行財政ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ会員窓口あて 一部開示 個人の氏名 条例第7条第2号

11 4月9日 請求
企画政策部

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

地(知)の拠点整備事業ｱﾝｹｰﾄ項目 4月21日 全開示

12 4月9日 請求
企画政策部

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

地(知)の拠点整備事業に係るｱﾝｹｰﾄについて 4月21日 一部開示 個人の氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

10 4月9日 請求
企画政策部
企画政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

4月23日

16



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

13 4月9日 請求
企画政策部
広報広聴課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､広報広聴課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

【依頼】ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの「県政お届け講座」の紹介について他3件 4月23日 全開示

14 4月9日 請求
企画政策部
広報広聴課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､広報広聴課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

【依頼】ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの[県政お届け講座」の紹介について他3件 4月23日 全開示

15 4月9日 請求
総務部
総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

岩手県知事選挙及び岩手県議会議員選挙の執行について他2件 4月23日 全開示

16 4月9日 請求
総務部
総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

岩手県知事選挙及び岩手県議会議員選挙の執行について他2件 4月23日 全開示

平成27年度尾張部都市人事担当課長会議の開催について他24件 全開示

【重要】市町村職員研修用教材(平成27年度版)の購入の斡旋について 一部開示 担当者氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

18 4月9日 請求
総務部
人事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

【重要】市町村職員研修教材(平成27年度版)の購入の斡旋について 4月23日 一部開示 担当者氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

【春日井市】平成27年度防災・危機管理研修会の開催について(回答)(小川翔
子)他69件

全開示

｢災害警戒本部態勢｣週間当番表について(送付)(中倉孝太朗他3件 一部開示 電話番号 条例第7条第2号

【春日井市】平成27年度防災・危機管理研修会の開催について(回答)(小川翔
子)他90件

全開示

[すぐﾒｰﾙ]先月分〝登録者数ﾚﾎﾟｰﾄ〝ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞについてのご連絡他1件 一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

21 4月9日 請求
総務部

交通対策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､交通対策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

交通事故日報(4/6現在)の送付について他1件 4月22日 全開示

請求

19 4月9日 請求
総務部

市民安全課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民安全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

5月25日

20 4月9日
総務部

市民安全課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民安全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

5月25日

4月9日 請求17
総務部
人事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

4月23日

17



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

22 4月9日 請求
総務部

交通対策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､交通対策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

交通事故日報(4/6現在)の送付について他1件 4月22日 全開示

23 4月9日 請求
総務部

情報ｼｽﾃﾑ課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

基幹系住民情報ｼｽﾃﾑの利用時間の変更について 4月20日 全開示

SSLｻｰﾊﾞｰ証明書の更新作業をﾗｸにｵﾄｸにする5つのTIPS～いつまでも更新､ま
とめて更新､便利なｻｰﾋﾞｽ活用法～他11件

全開示

Windows　Server　2003ｻﾎﾟｰﾄ終了間近! 一部開示 個人の氏名 条例第7条第2号

25 4月9日 請求
財政部
財政課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

平成27年度の国民健康保険繰出金について(通知) 4月22日 全開示

26 4月9日 請求
財政部
財政課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

平成27年度の国民健康保険繰出金について(通知) 4月22日 全開示

27 4月9日 請求
財政部

管財契約課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月21日
不開示

(不存在)
不存在

28 4月9日 請求
財政部

管財契約課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月21日
不開示

(不存在)
不存在

確定申告閲覧準備作業進捗状況について他26件 全開示

転出2月分USBｽﾃｯｸ送付について他2件 一部開示
氏名､パスワード､ID､職員番号､単価､通勤回数､振
込先口座情報

条例第7条第2号､3号､
4号､7号

確定申告閲覧準備作業進捗状況について他40件 全開示

【eLTAX】平成27年度eLTAX利用料の契約書について他2件 一部開示 氏名、メールアドレス 条例第7条第2号

請求
総務部

情報ｼｽﾃﾑ課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

4月20日

29 4月9日 請求
財政部

市民税課

30 4月9日 請求
財政部

市民税課

24 4月9日

4月23日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対

象として､市民税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと

して開示できないもの

4月23日

18



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

31 4月9日 請求
財政部

資産税課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､資産税課^ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室を対象として､資産税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

32 4月9日 請求
財政部

資産税課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として資産税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

NOMA中部本部行政管理講座のご案内ご案内 4月23日 全開示

33 4月9日 請求
財政部
収納課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室を対象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す.）

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

34 4月9日 請求
財政部
収納課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できないもの

NOMA中部本部行政管理講座のご案内 4月23日 全開示

35 4月9日 請求
市民生活部

市民活動推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､市民活動推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

【各市町村消費者行政ご担当者様】消費者ﾄﾗﾌﾞﾙ情報<あいちｸﾘｵ通信(平成27
年3月号)>について他2件

4月23日 全開示

36 4月9日 請求
市民生活部

市民活動推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民活動推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

【各市町村消費者行政ご担当者様】消費者ﾄﾗﾌﾞﾙ情報<あいちｸﾘｵ通信(平成27
年3月号)>について他1件

4月23日 全開示

37 4月9日 請求
市民生活部

男女共同参画課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､男女共同参画課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

【各市町村男女共同参画推進担当者様】平成27年度愛知県男女共同参画人材
育成ｾﾐﾅｰ受講候補者の推薦について他2件

4月23日 全開示

38 4月9日 請求
市民生活部

男女共同参画課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､男女共同参画課^ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

【各市町村男女共同参画推進担当者様】平成27年度愛知県男女共同参画人材
育成ｾﾐﾅｰ受講候補者の推薦について他2件

4月23日 全開示

郵便料金の支出更正について(依頼)他1件 全開示

再:勤務割り表の送信について 一部開示 職員番号 条例第7条第2号

40 4月9日 請求
市民生活部

市民課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

郵便料金の支出更正について(依頼)他2件 4月22日 全開示

4月9日 4月22日請求39
市民生活部

市民課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

41 4月9日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月21日
不開示

(不存在)
不存在

42 4月9日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月21日
不開示

(不存在)
不存在

43 4月9日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月22日
不開示

(不存在)
不存在

44 4月9日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月22日
不開示

(不存在)
不存在

45 4月9日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部
生涯学習課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生涯学習課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

広報春日井5月15日号校正依頼について 4月23日 全開示

46 4月9日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部
生涯学習課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生涯学習課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

農学基礎講義(6/17及び7/15)の広報原稿の確認について他３件 4月23日 一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

47 4月9日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

こんにちは愛知県図書館です3月号他2件 4月21日 全開示

48 4月9日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

こんにちは愛知県図書館です3月号他7件 4月21日 全開示

49 4月9日 請求
健康福祉部
健康増進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､健康増進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

Ｆｗ：健康危機管理情報1感染症流行情報】愛知県感染症情報他1件 4月21日 全開示

50 4月9日 請求
健康福祉部
健康増進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､健康増進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

Ｆｗ：健康危機管理情報1感染症流行情報】愛知県感染症情報他1件 4月21日 全開示

【社会福祉法人担当者様】平成27年度担当者名簿の作成について他1件 全開示

51 4月9日 請求
健康福祉部
高齢福祉課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高齢福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

4月22日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

RE　管理職員の交通安全街頭指導活動について 一部開示 職員番号 条例第7条第2号

平成27年度事務担当者名簿について他2件 全開示

【出欠のお伺い】4月10日開催理事会について 一部開示 氏名 条例第7条第2号

53 4月9日 請求
健康福祉部
介護保険課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､介護保険課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

介護保険最新情報vol.452の送付他9件 4月23日 全開示

54 4月9日 請求
健康福祉部
介護保険課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､介護保険課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

WAMNET新着情報配信ｻｰﾋﾞｽ第[774]号平成27年4月7日掲載他11件 4月23日 全開示

55 4月9日 請求
健康福祉部

障がい福祉課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､障がい福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

平成27年度市町村障害福祉事務担当者名簿の作成について他2件 4月23日 全開示

56 4月9日 請求
健康福祉部

障がい福祉課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､障がい福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年度市町村障害福祉事務担当者名簿の作成について他2件 4月23日 全開示

57 4月9日 請求
健康福祉部
生活援護課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生活援護課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

学校における献血に触れ合う機会の受入について他11件 4月23日 全開示

58 4月9日 請求
健康福祉部
生活援護課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生活援護課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

学校における献血に触れ合う機会の受入について他11件 4月23日 全開示

Re:平成27年度第1回民生委員児童委員全員協議会に係る関係各課の主な事
業概要の提出等について他17件

全開示

管理職員の交通安全街頭指導活動について他1件 一部開示 職員番号 条例第7条第2号

60 4月9日 請求
健康福祉部

保険医療年金課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､保険医療年金課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年度第1回民生委員児童委員全員協議会に係る関係各課の主な事業概
要等の提出等について他29件

4月22日 全開示

61 4月9日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､子ども政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

【通知】放課後児童健全育成事業（放課後児童ｸﾗﾌﾞ)における事故の報告につい
て他1件

4月23日 全開示

51 4月9日 請求
健康福祉部
高齢福祉課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高齢福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

4月22日

52 4月9日 請求
健康福祉部
高齢福祉課

健康福祉部
保険医療年金課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､保険医療年金課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

4月22日59 4月9日 請求

4月22日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高齢福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

21



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

62 4月9日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､子ども政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

【通知】放課後児童健全育成事業（放課後児童ｸﾗﾌﾞ)における事故の報告につい
て他1件

4月23日 全開示

63 4月9日 請求
青少年子ども部

保育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

平成27年3月分及び平成27年度福祉行政報告例（第54､第54の2）について他8
件

4月23日 全開示

【柴田様】平成27年春叙勲の内示にかかる依頼について他13件 全開示

【柴田様】内定に伴う調査について他2件 一部開示 個人の住所､氏名､生年月日､職歴､管理番号 条例第7条第2号

65 4月9日 請求
環境部

環境政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

｢愛知県依頼｣平成27年度流域ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ一斉調査の参加者募集に係る広報への
掲載について他7件

4月23日 全開示

｢愛知県依頼｣平成27年度流域ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ一斉調査の参加者募集に係る広報への
掲載について他9件

全開示

ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ推進ﾏﾆｭｱﾙ(第3版)のご提供につきまして他１件 一部開示 氏名 条例第7条第2号

[春日井市]H27年度担当者名簿の作成について(回答)他37件 全開示

再:交通安全街頭指導活動(環境保全課）修正をお願いします。他5件 一部開示
職員番号､職員の住所に関する情報､職員自宅及び
携帯電話番号

条例第7条第2号

[春日井市]H27年度担当者名簿の作成について(回答)他54件 全開示

【ご依頼】イベントの広報について 一部開示 担当者氏名 条例第7条第2号

69 4月9日 請求
環境部

ごみ減量推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ごみ減量推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

3月搬入ﾃﾞｰﾀ送付他1件 4月22日 全開示

70 4月9日 請求
環境部

ごみ減量推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

3月搬入ﾃﾞｰﾀ送付他1件 4月22日 全開示

71 4月9日 請求
環境部

清掃事業所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､清掃事業所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

人事異動に伴う勤務割の変更ﾃﾞｰﾀの送信について他1件 4月23日 一部開示 職員番号 条例第7条第2号

請求
青少年子ども部

保育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境保全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

環境部
環境保全課

66 4月9日 請求
環境部

環境政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

4月23日

請求

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

4月23日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境保全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

5月25日

5月25日

64

環境部
環境保全課

4月9日

4月9日

67 4月9日

請求68
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

72 4月9日 請求
環境部

清掃事業所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として清掃事業所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

勤務割ﾃﾞｰﾀの送信について他1件 4月23日 全開示

73 4月9日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

74 4月9日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

75 4月9日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月21日
不開示

(不存在)
不存在

76 4月9日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月21日
不開示

(不存在)
不存在

77 4月9日 請求
産業部

経済振興課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

平成27年度ふるさと融資制度改正に係る説明会資料の送付について他3件 4月23日 全開示

Myじちたいﾆｭｰｽ2015年3月20日号他7件 全開示

行政財産目的外使用許可申請について他1件 一部開示 個人の氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ､郵便番号､住所､電話番号 条例第7条第2号

79 4月9日 請求
産業部

企業活動支援課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

「平成27年度春日井市の概要」の原稿提出について(依頼） 4月21日 全開示

80 4月9日 請求
産業部

企業活動支援課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ更新について(依頼)他1件 4月21日 全開示

81 4月9日 請求
産業部
農政課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

【情報提供依頼/期限3月18日】ため池ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝの情報提供について他17件 4月23日 全開示

78
産業部

経済振興課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

4月23日4月9日 請求

23



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

82 4月9日 請求
産業部
農政課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

【情報提供依頼/期限3月18日】ため池ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝの情報提供について他17件 4月23日 全開示

83 4月9日 請求
まちづくり推進部

都市政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､都市政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

文書取扱主任者の報告について(送付) 4月23日 全開示

84 4月9日 請求
まちづくり推進部

都市政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､都市政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

文書取扱主任者の報告について(送付) 4月23日 全開示

85 4月9日 請求
まちづくり推進部

都市整備課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､都市整備課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

【まち交】H27年度都市再生整備計画事業担当者名簿の作成について(依頼) 4月23日 全開示

86 4月9日 請求
まちづくり推進部

都市整備課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､都市整備課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

【まち交】H27年度都市再生整備計画事業担当者名簿の作成について(依頼) 4月23日 全開示

87 4月9日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､建築指導課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

【住宅金融支援機構】工事審査手数料の請求事務について(平成26年第4四半
期分)

4月23日 全開示

【住宅金融支援機構】工事審査手数料の請求事務について(平成26年第4四半
期分)他1件

全開示

【ﾎｰﾑｽﾞ君】｢耐震診断Pro｣｢構造EX｣操作ｾﾐﾅｰのお知らせ 一部開示 法人の印影 条例第7条第3号､4号

89 4月9日 請求
建設部
道路課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

【通知】ﾗｳﾝﾄﾞｱﾊﾞｳﾄ普及促進協議会入会のご案内について 4月23日 全開示

90 4月9日 請求
建設部
道路課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

【通知】ﾗｳﾝﾄﾞｱﾊﾞｳﾄ普及促進協議会入会のご案内について 4月23日 全開示

91 4月9日 請求
建設部

公園緑地課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

平成27年度公園緑地担当者会議の開催について他1件 4月23日 全開示

4月9日
まちづくり推進部

建築指導課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､建築指導課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

4月23日88 請求

24



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

92 4月9日 請求
建設部

公園緑地課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

平成27年度公園緑地担当者会議の開催について他1件 4月23日 全開示

93 4月9日 請求
建設部

河川排水課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､河川排水課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

訴訟係属等案件調査について他2件 4月23日 全開示

94 4月9日 請求
建設部

河川排水課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､河川排水課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

つり銭の貸付について(回答)他4件 4月23日 全開示

95 4月9日 請求
建設部

住宅施設課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､住宅施設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

保全ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの利用状況(3/20)他1件 4月23日 全開示

公共建築のFMと保全ﾈｯﾄﾜｰｸﾆｭｰｽ(公共ｴﾌｴﾑﾆｭｰｽ)第87号 全開示

保全ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ利用状況(3/20） 一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

97 4月9日 請求
市民病院
管理課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

【情報提供】ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ警報を解除しました(記者発表資料）他2件 4月23日 全開示

98 4月9日 請求
市民病院
管理課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

【情報提供】ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ警報を解除しました(記者発表資料）他2件 4月23日 全開示

99 4月9日 請求
市民病院
医事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

【健康危機管理情報1感染症流行情報】ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ警報を解除しました(記者発
表資料)他1件

4月23日 全開示

100 4月9日 請求
市民病院
医事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

【健康危機管理情報1感染症流行情報】集団かぜ情報他3件 4月23日 全開示

101 4月9日 請求
市民病院

栄養管理室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

96 4月9日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､住宅施設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

建設部
住宅施設課

請求 4月23日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

102 4月9日 請求
市民病院

栄養管理室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

103 4月9日 請求
市民病院

医療連携室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

104 4月9日 請求
市民病院

医療連携室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

105 4月9日 請求
市民病院

病院安全推進室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

106 4月9日 請求
市民病院

病院安全推進室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

107 4月9日 請求
上下水道部
企画経営課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画経営課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

【業務連絡】｢発注関係事務の運用に関する指針｣による適切な工事等の発注に
ついて他20件

4月23日 全開示

【事務連絡】｢発注関係事務の運用に関する指針｣による適正な工事等の発注に
ついて他26件

全開示

中部地方支部平成27年度技術技能研修の開催について(日本水道協会愛知県
支部）

一部開示 氏名 条例第7条第2号

109 4月9日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､
本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月22日
不開示

(不存在)
不存在

110 4月9日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､
本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月22日
不開示

(不存在)
不存在

111 4月9日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月21日
不開示

(不存在)
不存在

4月9日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画経営課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

4月23日108
上下水道部
企画経営課

請求
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

112 4月9日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月21日
不開示

(不存在)
不存在

113 4月9日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

114 4月9日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

115 4月9日 請求
上下水道部

業務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

【課長通知】水質基準に関する省令の一部改正等について(施行通知)他2件 4月22日 全開示

116 4月9日 請求
上下水道部

業務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

【課長通知】水質基準に関する省令の一部改正等について(施行通知)他2件 4月22日 全開示

117 4月9日 請求
上下水道部
水道工務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

118 4月9日 請求
上下水道部
水道工務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

【3/13正午〆】4月1日号広報原稿(44次実施計画)の校正について他1件 4月23日 全開示

119 4月9日 請求
上下水道部

配水管理事務所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

120 4月9日 請求
上下水道部

配水管理事務所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

121 4月9日 請求
上下水道部
下水建設課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月21日
不開示

(不存在)
不存在

122 4月9日 請求
上下水道部
下水建設課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月21日
不開示

(不存在)
不存在
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

123 4月9日 請求
消防本部

消防総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

｢放射性物質事故等対応資機材に関する検討会報告書｣の公表について(通知)
他2件

4月23日 全開示

124 4月9日 請求
消防本部

消防総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

｢放射性物質事故等対応資機材に関する検討会報告書｣の公表について(通知)
他2件

4月23日 全開示

125 4月9日 請求
消防本部
予防課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

平成27年度防火管理講習及び防災管理講習の開催予定一覧について他2件 4月23日 全開示

平成27年度防火管理講習及び防災管理講習の開催予定一覧について他2件 全開示

【全国消防長会予防委員会】防火･防災管理者講習ﾃｷｽﾄ編集委員の書面会議
ついて

一部開示 全国消防長会会長印影 条例第7条第3号､4号

127 4月9日 請求
消防本部

通信指令室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

128 4月9日 請求
消防本部

通信指令室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

129 4月9日 請求
消防本部
消防署

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す.）

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

130 4月9日 請求
消防本部
消防署

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

131 4月9日 請求
消防本部
東出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します.）

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

132 4月9日 請求
消防本部
東出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

4月9日 請求
消防本部
予防課

4月23日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

126
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

133 4月9日 請求
消防本部
西出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します.）

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

134 4月9日 請求
消防本部
西出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

135 4月9日 請求
消防本部
南出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します.）

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

136 4月9日 請求
消防本部
南出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

137 4月9日 請求
消防本部
北出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

138 4月9日 請求
消防本部
北出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

139 4月9日 請求
消防本部

高蔵寺出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年
3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

140 4月9日 請求
消防本部

高蔵寺出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年
3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

141 4月9日 請求
教育委員会
教育総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月20日
不開示

(不存在)
不存在

142 4月9日 請求
教育委員会
教育総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3
月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月20日
不開示

(不存在)
不存在

143 4月9日 請求
教育委員会
学校教育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します.）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室を対象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

29



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

144 4月9日 請求
教育委員会
学校教育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室を対象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月
11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月23日
不開示

(不存在)
不存在

145 4月9日 請求
教育委員会
文化財課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､文化財課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望し
ます.）

【事務連絡】愛史協会報24号の送付について他11件 4月22日 全開示

146 4月9日 請求
教育委員会
文化財課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､文化財課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できないもの

【事務連絡】愛史協会報24号の送付について他14件 4月22日 全開示

147 4月9日 請求
教育委員会
学校給食課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､学校給食課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

【健康危機管理情報1感染症流行情報】愛知県感染症情報他３件 4月23日 全開示

148 4月9日 請求
教育委員会
学校給食課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､学校給食課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

【健康危機管理情報1感染症流行情報】愛知県感染症情報他4件 4月23日 全開示

公共施設における緑のｶｰﾃﾝの設置について他2件 全開示

Re:退職､人事異動及び採用に伴う辞令交付式の欠席報告について(依頼)他5件 一部開示 職員番号､住所､電話番号､備考欄 条例第7条第2号

150 4月9日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､野外教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できないもの

平成27年度AELﾈｯﾄ環境学習ｽﾀﾝﾌﾟﾗﾘｰの記念品について(照会)他9件 4月23日 全開示

151 4月9日 請求
議会事務局

議事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､議事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀ
の本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開
示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す.）

議会事務局長就退任のご挨拶について 4月21日 全開示

152 4月9日 請求
議会事務局

議事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､議事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀ
の本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開
示できないもの

議会事務局長就退任のご挨拶について 4月21日 全開示

153 4月9日 請求
監査事務局

監査課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀ
の本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開
示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す.）

平成27年度監査計画に基づく監査日程について 4月23日 全開示

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､野外教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します.）

4月23日149 4月9日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

154 4月9日 請求
監査事務局

監査課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀ
の本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開
示できないもの

平成27年度監査計画に基づく監査日程について 4月23日 全開示

155 4月9日 請求
会計管理者

会計課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､会計課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀ
の本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開
示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す.）

証紙出納計算書(春日井市3月分)他6件 4月22日 全開示

156 4月9日 請求
会計管理者

会計課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と、春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象と
して､会計課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年3月11日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀ
の本文と添付ﾌｧｲﾙで本年4月8日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開
示できないもの

証紙出納計算書(春日井市3月分)他10件 4月22日 全開示

157 4月10日 請求
教育委員会
学校教育課

岩成台小学校2015年度4月学年だより(4年生） 岩成台小学校4年学年通信第1号2015･4･7 4月22日 全開示

支出負担行為決議書(平成25年度の教職員研修事業費で､書籍費以外を負担し
た小学校23校及び中学校11校分)

全開示

支出負担行為決議書(平成25年度支出負担行為番号70736､81680､78195､
46834､37214)

一部開示 口座情報 条例第7条第3号､4号

159 4月10日 請求
環境部

環境保全課
潮見坂平和公園における苦情申立に関わる公害状況調査報告書 潮見坂平和公園における苦情申立に関わる公害状況調査報告書 4月24日 一部開示

申立人の住所､氏名､連絡先､自宅周辺地図､地図番
号及び地図の町名
発生源の所在地､名称､事業内容､連絡先､写真､事
業内容の詳細､URL､周辺地図地図番号及び地図の
町名

条例第7条第2号､3号

160 4月15日 請求
上下水道部
下水建設課

平成26年度
公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第5工区〕管渠築造に伴う農
水管移設工事金入設計書のうち､図面､特記仕様書､標準図を除く
すべて

平成26年度公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第5工区〕管渠築造工事に伴う
農水管移設工事金入り設計書のうち､図面､特記仕様書､標準図を除くすべて

4月24日 全開示

161 4月15日 請求
上下水道部
下水建設課

平成26年度公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第5工区〕管渠築
造工事金入設計書のうち､図面､特記仕様書､標準図を除くすべて

平成26年度公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第5工区〕管渠築造工事金入り
設計書のうち､図面､特記仕様書､標準図を除くすべて

4月24日 全開示

162 4月16日 請求
建設部

河川排水課

町屋地区外１地区排水路整備工事に係る
金入設計書
数量計算書

町屋地区外1地区排水路整備工事に係る金入り設計書､数量計算書 4月23日 全開示

163 4月23日 申出
上下水道部
水道工務課

平成27年度春日井市発注の以下の物件の金入り設計書を開示願
います.
上水道配水管布設替工事(町屋町外1町)PDF等の電子媒体による
交付を希望

平成27年度金入り設計書
・上水道配水管布設替工事〔町屋町外1町〕

5月1日 全開示

164 4月28日 申出
上下水道部
水道工務課

請求する文書:　金入設計書(特記､図面､数量計算書は除く）
発　注工事名:　①町屋送水場築造工事(機械)
開　　札　　日:　①平成22年5月25日
入札方式:一般競争入札
工種区分:機械器具設置工事

平成22年度町屋送水場築造工事(機械）金入り設計書 5月12日 全開示

165 5月1日 申出
教育委員会
教育総務課

春日井市が平成27年度公共工事で発注した「西部中学校外1校
ﾌﾟｰﾙ塗装修繕(開札:H27/04/14)」の公告時に配布された設計図書
(金抜き設計書及び特記仕様書等）と､代価表を含む金入り設計書
一式。CD-Rﾒﾃﾞｨｱ希望。

西部中学校他1項ﾌﾟｰﾙ塗装修繕に係る設計書(金抜き及び代価表を含む金入
り)､突起仕様書等

5月14日 全開示

166 5月1日 申出
まちづくり推進部

建築指導課
H07認建春建002246号の建築計画概要書 H07認建春建002246号の建築計画概要書 5月12日 全開示

167 5月8日 請求
教育委員会
学校教育課

2015.4月の各小中学校の校長､教頭の｢労働時間等の記録」 小中学校の校長､教頭の｢労働時間等の記録」（2015年4月分） 6月19日 全開示

168 5月8日 請求
教育委員会
学校教育課

2014.5.1～2015.4.30の春日井市教職員研修員会に関するすべて
の文書.
2015年度､各小中学校から提出された補助教材使用届.

1.平成26年度第3回教職員検収委員会要項及び添付資料外11件 5月22日 全開示

4月10日 請求
教育委員会
学校教育課

4月23日
2013年度の各小中学校の教職員研修事業費の内訳が分かる文
書(支出負担行為決議書）.ただし、書籍購入関係は除く.

158
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

169 5月11日 申出
財政部

管財契約課

入札制度に関して､最低制限価格の設定方法について開示をお願
いします｡
※平成27年3月10日以後､建設工事は設計金額130万円を超える
ものは事後公表となる変更にともない､建設工事に関して最低制
限価格がどのような根拠(算定式等)で設定されるかを開示お願い
します｡

｢最低制限価格の設定について｣及び｢最低制限価格設定基準｣ 5月25日 全開示

170 5月14日 請求
企画政策部

秘書課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

･【愛知県市長会】幹事会議開催のお知らせについて 5月28日 全開示

171 5月14日 請求
企画政策部

秘書課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

･【愛知県市長会】幹事会議開催のお知らせについて 5月28日 全開示

172 5月14日 請求
企画政策部
企画政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

全国移住ﾅﾋﾞﾛｸﾞｲﾝ方法案内(新） 5月28日 全開示

173 5月14日 請求
企画政策部
企画政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

【ﾘﾏｲﾝﾄﾞ】全国移住ﾅﾋﾞ｢お問合せ先｣登録について他1件 5月28日 全開示

174 5月14日 請求
企画政策部

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)

高蔵寺ﾆｭｰﾀｳﾝｳｫｰｸ2015ｺｰｽ図面 5月27日 全開示

175 5月14日 請求
企画政策部

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

高蔵寺ﾆｭｰﾀｳﾝｳｫｰｸ2015ｺｰｽ図面のﾃﾞｰﾀの送信 5月27日 一部開示 個人の氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

176 5月14日 請求
企画政策部
広報広聴課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､広報広聴課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

6月15日号広報掲載依頼について他7件 5月28日 全開示

【各市町村広報担当者様】平成27年6月広報計画について他5件 全開示

6月15日号広報掲載依頼について他1件 一部開示 個人の氏名 条例第7条第2号

178 5月14日 請求
総務部
総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

特定国外派遣組織の指定について他1件 5月28日 全開示

177 5月14日 請求

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､広報広聴課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

5月28日
企画政策部
広報広聴課
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179 5月14日 請求
総務部
総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

特定国外派遣組織の指定について他1件 5月28日 全開示

地方公共団体情報ｼｽﾃﾑ機構｢地方公務員採用試験案内｣への掲載情報につい
て【照会】他45件

全開示

【確認】平成27年度東日本大震災被災自治体への市街地整備事業に係る職員
派遣について他2件

一部開示 年齢､性別､担当者氏名 条例第7条第2号

181 5月14日 請求
総務部
人事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月28日
不開示

(不存在)
不存在

【各市町村安全なまちづくり担当課御中】自主防犯団体活発化･地域普及推進
事業の委託団体の募集について他47件

全開示

1【防災担当者様：5月15日締切】平成27年度防災啓発研修講演会について他２
件

一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

【各市町村安全なまちづくり担当課御中】自主防犯団体活発化･地域普及推進
事業の委託団体の募集について他54件

全開示

1【防災担当者様：5月15日締切】平成27年度防災啓発研修講演会について他1
件

一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

184 5月14日 請求
総務部

交通対策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､交通対策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

交通事故日報の送付について(4月17日～19日)他3件 5月28日 全開示

185 5月14日 請求
総務部

交通対策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､交通対策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

交通事故日報の送付について(4月17日～19日)他3件 5月28日 全開示

186 5月14日 請求
総務部

情報ｼｽﾃﾑ課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡)

Windows　ﾀﾌﾞﾚｯﾄのご案内他1件 5月27日 全開示

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民安全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

6月29日

5月14日 請求
総務部
人事課

182 5月14日 請求

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民安全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

5月28日

6月29日
総務部

市民安全課

183 5月14日 請求
総務部

市民安全課

180
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Excelの集計・ﾚﾎﾟｰﾃｨンｸﾞ業務を自動化!『Actionista!』ﾊﾝｽﾞｵﾝｾﾐﾅｰ他12件 全開示

日経BPｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・ﾒｰﾙ(2015/04/10)他４件 一部開示 個人の氏名、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

188 5月14日 請求
財政部
財政課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

図書のあっ旋について他11件 5月27日 全開示

図書のあっ旋について他11件 全開示

仕様書送付の件について 一部開示 相手方の氏名及びﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

190 5月14日 請求
財政部

管財契約課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月26日
不開示

(不存在)
不存在

191 5月14日 請求
財政部

管財契約課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月26日
不開示

(不存在)
不存在

所得税確定申告書等のﾃﾞｰﾀ連携に係る今後の送信ｽｹｼﾞｭｰﾙ等について他15
件

全開示

転出3月分､4月1日分USBｽﾃｯｸ送付について他1件 一部開示 氏名､ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ､ID､職員番号､単価､通勤回数
条例第7条第2号､3号､

4号､7号

【eLTAX】お知らせの更新他25件 全開示

平成27年度における税額通知ﾃﾞｰﾀの運用について他6件 一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ､印影 条例第7条第2号

5月27日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月14日

192

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希

望します｡)

5月28日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ

として開示できないもの

5月28日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

5月27日

請求
総務部

情報ｼｽﾃﾑ課

財政部
財政課

請求

187 5月14日

189

財政部
市民税課

193 5月14日 請求
財政部

市民税課

5月14日 請求
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

194 5月14日 請求
財政部

資産税課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､資産税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡)

受信：【愛知県】資産評価ｼｽﾃﾑ評価ｾﾝﾀｰが実施する研修会等への参加申し込
みについて(照会)他2件

5月28日 全開示

受信：NOMA中部本部行政管理講座のご案内他3件 全開示

平成27年度の研修会等への参加申し込みについて(お知らせ) 一部開示 個人名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

196 5月14日 請求
財政部
収納課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)

5月28日
不開示

(不存在)
不存在

197 5月14日 請求
財政部
収納課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

NOMA中部本部行政管理講座のご案内 5月28日 全開示

198 5月14日 請求
市民生活部

市民活動推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民活動推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)

【各市町村消費者行政ご担当者様】消費者ﾄﾗﾌﾞﾙ情報<あいちｸﾘｵ通信(平成27
年4月号)について他1件

5月26日 全開示

199 5月14日 請求
市民生活部

市民活動推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民活動推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

【PSﾏｶﾞｼﾞﾝvol.239】4月28日号｢自転車による子どもや中高生の事故｣他1件 5月26日 全開示

200 5月14日 請求
市民生活部

男女共同参画課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､男女共同参画課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)

平成27年度愛知男女共同参画人材育成ｾﾐﾅｰ開講式･ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝの出席につ
いて他1件

5月28日 全開示

201 5月14日 請求
市民生活部

男女共同参画課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､男女共同参画課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年度愛知男女共同参画人材育成ｾﾐﾅｰ開講式･ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝの出席につ
いて他１件

5月28日 全開示

郵便料金の支出更正について(提出)他2件 全開示

勤務ｶﾚﾝﾀﾞｰを送ります他1件 一部開示 職員番号 条例第7条第2号

請求
財政部

資産税課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､資産税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

5月28日5月14日195

202 5月14日 請求
市民生活部

市民課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

5月28日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

203 5月14日 請求
市民生活部

市民課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

勤務ｶﾚﾝﾀﾞｰを送ります他4件 5月28日 全開示

204 5月14日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月25日
不開示

(不存在)
不存在

205 5月14日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月25日
不開示

(不存在)
不存在

206 5月14日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月28日
不開示

(不存在)
不存在

207 5月14日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月28日
不開示

(不存在)
不存在

市町村における生涯学習推進状況調査について他1件 全開示

平成27年度第1回尾張地区家庭教育推進運営協議会に係る委員の推薦につい
て他2件

一部開示 氏名､住所､職員番号､所属名 条例第7条第2号

平成27年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金(防災拠点等への再生可
ｴﾈﾙｷﾞｰ等導入推進事業)の間接補助事業者の公募のご案内について他5件

全開示

平成27年度二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金(防災拠点等への再生可能
ｴﾈﾙｷﾞｰ等導入推薦事業)の間接補助事業者の公募に係る件について

一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

210 5月14日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

図書館協力担当者新任研修会の開催について他5件 5月28日 全開示

211 5月14日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

図書館協力担当者新任研修会の開催について他5件 5月28日 全開示

5月14日

208 5月14日 請求

請求

文化ｽﾎﾟｰﾂ部
生涯学習課

209

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生涯学習課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

5月28日

文化ｽﾎﾟｰﾂ部
生涯学習課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生涯学習課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

5月28日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

212 5月14日 請求
健康福祉部
健康増進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､健康増進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

《地域保健活動あいちﾎｯﾄﾗｲﾝ》2015年5月号他1件 5月26日 全開示

213 5月14日 請求
健康福祉部
健康増進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､健康増進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

《地域保健活動あいちﾎｯﾄﾗｲﾝ》2015年5月号他1件 5月26日 全開示

社会福祉法人制度見直しの円滑施行に向けた定点自治体の募集について他2
件

全開示

Re第5部(臨時職員)接遇研修の実施について 一部開示 職員番号 条例第7条第2号

Re第5部(臨時職員)接遇研修の実施について他1件 全開示

台風6号による被害報告について他1件 一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

216 5月14日 請求
健康福祉部
介護保険課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､介護保険課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

虐待により施設等に入所措置が採られている高齢者にかかる平成27年度臨時
福祉給付金関係通知について他6件

5月25日 全開示

217 5月14日 請求
健康福祉部
介護保険課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､介護保険課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

認知症初期集中支援ﾁｰﾑに関する連絡事項について他14件 5月25日 全開示

218 5月14日 請求
健康福祉部

障がい福祉課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､障がい福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡)

･【研修会のご案内】行政窓口担当者向け研修のご案内他2件 5月28日 全開示

219 5月14日 請求
健康福祉部

障がい福祉課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､障がい福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

【研修会のご案内】行政窓口担当者向け研修のご案内他2件 5月28日 全開示

220 5月14日 請求
健康福祉部
生活援護課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生活援護課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

【特別弔慰金ご担当者様】第10回特別弔慰金の様式について他13件 5月26日 全開示

215 5月14日

214 5月14日 請求

請求
健康福祉部
高齢福祉課

健康福祉部
高齢福祉課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対

象として､高齢福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を

希望します｡)

5月28日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対

象として､高齢福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ

ﾀとして開示できないもの

5月28日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

221 5月14日 請求
健康福祉部
生活援護課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生活援護課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

【特別弔慰金ご担当者様】第10回特別弔慰金の様式について他15件 5月26日 全開示

222 5月14日 請求
健康福祉部

保険医療年金課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､保健医療年課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡)

平成26年度特定調達物品の調達状況調査について(報告)他26件 5月27日 全開示

223 5月14日 請求
健康福祉部

保険医療年金課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､保健医療年課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成26年度特定調達物品の調達状況調査について(報告)他28件 5月27日 全開示

224 5月14日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､子ども政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡)

【通知】社会保障審議会推薦児童福祉文化財について 5月28日 全開示

225 5月14日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､子ども政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

にっぽん子育て応援団結成6周年記念ﾌｫｰﾗﾑ開催のご案内 5月28日 一部開示 氏名 条例第7条第2号

226 5月14日 請求
青少年子ども部

保育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

(5/20締切)｢待機児童解消加速化ﾌﾟﾗﾝの実施方針｣に基づく｢待機児童解消加
速化計画｣及び｢保育拡大計画｣の提出について(第4次依頼)他17件

5月28日 全開示

227 5月14日 請求
青少年子ども部

保育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

(5/20締切)｢待機児童解消加速化ﾌﾟﾗﾝの実施方針｣に基づく｢待機児童解消加
速化計画｣及び｢保育拡大計画｣の提出について(第4次依頼)他23件

5月28日 全開示

228 5月14日 請求
環境部

環境政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

H27ささえ愛ｾﾝﾀｰまつりの開催について(お知らせ)他5件 5月27日 全開示

229 5月14日 請求
環境部

環境政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

ささえ愛ｾﾝﾀｰまつりの開催について(お知らせ)他6件 5月27日 全開示

生物多様性ｲﾍﾞﾝﾄ情報について他41件 全開示

生物多様性自治体ﾈｯﾄﾜｰｸへの東京都稲城市の参加について他2件 一部開示 ID､ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ､職員個人携帯電話番号 条例第7条第2号､7号

請求5月14日230
環境部

環境保全課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境保全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

6月23日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

生物多様性ｲﾍﾞﾝﾄ情報について他50件 全開示

第134回登録審査専門委員会結果等について他3件 一部開示
担当者氏名､担当者氏名を含むﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ､ID､ﾊﾟｽ
ﾜｰﾄﾞ

条例第7条第2号､3号､
4号

232 5月14日 請求
環境部

ごみ減量推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ごみ減量推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)

4月搬入ﾃﾞｰﾀ送付他1件 5月27日 全開示

233 5月14日 請求
環境部

ごみ減量推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ごみ減量推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

4月搬入ﾃﾞｰﾀ送付他1件 5月27日 全開示

234 5月14日 請求
環境部

清掃事業所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､清掃事業所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

清掃事業所｢環境の日｣及び｢環境月間｣の行事の実施について(報告)他2件 5月26日 全開示

235 5月14日 請求
環境部

清掃事業所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､清掃事業所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

清掃事業所｢環境の日｣及び｢環境月間｣の行事の実施について(報告)他2件 5月26日 全開示

236 5月14日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月
9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月26日
不開示

(不存在)
不存在

237 5月14日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月
9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月26日
不開示

(不存在)
不存在

238 5月14日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月
9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月26日
不開示

(不存在)
不存在

239 5月14日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月
9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月26日
不開示

(不存在)
不存在

240 5月14日 請求
産業部

経済振興課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月25日
不開示

(不存在)
不存在

環境部
環境保全課

231 5月14日 請求

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境保全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

6月23日
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241 5月14日 請求
産業部

経済振興課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

【愛知県･商業統計】27年度市町村交付金について 5月25日 全開示

産業立地促進税制に係る調査について他8件 全開示

【愛知県産業立地推進協議会】企業立地情報ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ原稿作成依頼につい
て他1件

一部開示 氏名 条例第7条第2号

243 5月14日 請求
産業部

企業活動支援課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

【愛知県産業立地推進協議会】企業立地情報ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ原稿作成依頼につい
て他4件

5月27日 全開示

244 5月14日 請求
産業部
農政課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

再ｴﾈﾐﾆﾚﾀｰVo.2の送付について他9件 5月27日 全開示

245 5月14日 請求
産業部
農政課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

再ｴﾈﾐﾆﾚﾀｰVo.2の送付について他9件 5月27日 全開示

246 5月14日 請求
まちづくり推進部

都市政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､都市政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ研修生の受入れについて(回答) 5月27日 全開示

247 5月14日 請求
まちづくり推進部

都市政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､都市政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ研修生の受入れについて(回答) 5月27日 全開示

248 5月14日 請求
まちづくり推進部

都市整備課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､都市整備課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

【区画】第37回愛知県土地区画整理事業促進連絡会の総会について他1件 5月28日 全開示

249 5月14日 請求
まちづくり推進部

都市整備課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､都市整備課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

【区画】第37回愛知県土地区画整理事業促進連絡会の総会について他1件 5月28日 全開示

250 5月14日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､建築指導課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､建築指導課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡)

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

242 5月14日 請求
産業部

企業活動支援課
5月27日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)

40



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

251 5月14日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､建築指導課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､建築指導課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

252 5月14日 請求
建設部
道路課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

【通知】透光性遮音板のひび割れ事象について他5件 5月28日 全開示

【通知】透光性遮音板のひび割れ事象について他7件 全開示

【通知】透光性遮音板のひび割れ事象について他1件 一部開示 氏名､肩書 条例第7条第2号

254 5月14日 請求
建設部

公園緑地課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

市街地緑化防災対策推進事業制度要綱の改正について他4件 5月27日 全開示

市街地緑化防災対策推進事業制度要綱の改正について他4件 全開示

平成27年度宝くじ桜寄贈事業について 一部開示
①氏名､肩書､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
②印影

条例第7条第2号､3号､
4号

256 5月14日 請求
建設部

河川排水課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､河川排水課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

平成27年度春日井市水防訓練に係る時間外勤務の処理について(通知)他2件 5月21日 全開示

257 5月14日 請求
建設部

河川排水課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､河川排水課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

平成27年度春日井市水防訓練に係る時間外勤務の処理について(通知)他3件 5月21日 全開示

258 5月14日 請求
建設部

住宅施設課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､住宅施設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

【BIMMS】利用状況報告(H26年度3月･4月)及びお知らせ他 5月28日 全開示

【中部FM研究会】平成27年度FM研究会実施予定について 全開示

259 5月14日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対

象として､住宅施設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ

ﾀとして開示できないもの

5月28日

253 5月14日 請求

255 5月27日

建設部
道路課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

5月28日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

5月14日 請求
建設部

公園緑地課

請求
建設部

住宅施設課 41



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

【BIMMS】利用状況報告(H26年度3月･4月)及びお知らせ他 一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

260 5月14日 請求
市民病院
管理課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

･委員会等組織について(依頼)他1件 5月28日 全開示

261 5月14日 請求
市民病院
管理課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

･委員会等組織について(依頼)他1件 5月28日 全開示

262 5月14日 請求
市民病院
医事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

【健康危機管理情報1感染症流行情報】愛知県感染症情報他3件 5月28日 全開示

263 5月14日 請求
市民病院
医事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

【健康危機管理情報　1感染症流行情報】愛知県感染症情報他3件 5月28日 全開示

264 5月14日 請求
市民病院

栄養管理室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡)

5月28日
不開示

(不存在)
不存在

265 5月14日 請求
市民病院

栄養管理室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月28日
不開示

(不存在)
不存在

266 5月14日 請求
市民病院

医療連携室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月28日
不開示

(不存在)
不存在

267 5月14日 請求
市民病院

医療連携室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月28日
不開示

(不存在)
不存在

268 5月14日 請求
市民病院

病院安全推進室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月28日
不開示

(不存在)
不存在

269 5月14日 請求
市民病院

病院安全推進室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月28日
不開示

(不存在)
不存在

259 5月14日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対

象として､住宅施設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ

ﾀとして開示できないもの

5月28日請求
建設部

住宅施設課
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

270 5月14日 請求
上下水道部
企画経営課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画経営課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

RE:【事務連絡】高速道路と立体交差する誇道橋の点検等への対応について(依
頼）他8件

5月28日 全開示

271 5月14日 請求
上下水道部
企画経営課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画経営課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

RE:【事務連絡】高速道路と立体交差する誇道橋の点検等への対応について(依
頼）他8件

5月28日 全開示

272 5月14日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､
本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡)

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

273 5月14日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､
本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

274 5月14日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月26日
不開示

(不存在)
不存在

275 5月14日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月26日
不開示

(不存在)
不存在

276 5月14日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

277 5月14日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

278 5月14日 請求
上下水道部

業務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

【事務連絡】原子力損害への賠償の平成26年度分に係る請求の受付開始(6回
目)について

5月27日 全開示

279 5月14日 請求
上下水道部

業務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

【事務連絡】原子力損害への賠償の平成26年度分に係る請求の受付開始(6回
目)について

5月27日 全開示

別表(参加者及び車両手配)他4件 全開示

280 5月14日
上下水道部
水道工務課

請求

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

5月28日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

H27春季ｸﾘｰﾝ作戦従事者名簿(水道工務課) 一部開示 個人の電話番号 条例第7条第2号

281 5月14日 請求
上下水道部
水道工務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

平成27年度水防訓練参加者及び参加車両名の提出について他6件 5月28日 全開示

282 5月14日 請求
上下水道部

配水管理事務所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月26日
不開示

(不存在)
不存在

283 5月14日 請求
上下水道部

配水管理事務所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月26日
不開示

(不存在)
不存在

284 5月14日 請求
上下水道部
下水建設課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月25日
不開示

(不存在)
不存在

285 5月14日 請求
上下水道部
下水建設課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月25日
不開示

(不存在)
不存在

286 5月14日 請求
消防本部

消防総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､消防総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡)

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

287 5月14日 請求
消防本部

消防総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

平成27年度救急年報報告入力要領について他1件 5月27日 全開示

288 5月14日 請求
消防本部
予防課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

289 5月14日 請求
消防本部
予防課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

290 5月14日 請求
消防本部

通信指令室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

280 5月14日
上下水道部
水道工務課

請求

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

5月28日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

291 5月14日 請求
消防本部

通信指令室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

292 5月14日 請求
消防本部
消防署

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

293 5月14日 請求
消防本部
消防署

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

294 5月14日 請求
消防本部
東出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

295 5月14日 請求
消防本部
東出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

296 5月14日 請求
消防本部
西出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

297 5月14日 請求
消防本部
西出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

298 5月14日 請求
消防本部
南出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

299 5月14日 請求
消防本部
南出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

300 5月14日 請求
消防本部
北出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

301 5月14日 請求
消防本部
北出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

302 5月14日 請求
消防本部

高蔵寺出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年
4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

303 5月14日 請求
消防本部

高蔵寺出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年
4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月27日
不開示

(不存在)
不存在

304 5月14日 請求
教育委員会
教育総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月25日
不開示

(不存在)
不存在

305 5月14日 請求
教育委員会
教育総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月25日
不開示

(不存在)
不存在

306 5月14日 請求
教育委員会
学校教育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

5月25日
不開示

(不存在)
不存在

307 5月14日 請求
教育委員会
学校教育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4
月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月25日
不開示

(不存在)
不存在

308 5月14日 請求
教育委員会
文化財課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､文化財課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡)

文化財の防犯対策について(通知)他11件 5月27日 全開示

309 5月14日 請求
教育委員会
文化財課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､文化財課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

文化財の防犯対策について(通知)他15件 5月27日 全開示

310 5月14日 請求
教育委員会
学校給食課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､学校給食課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)

学校給食用食品検査の実施状況等について(回答)他8件 5月28日 全開示

学校給食用食品検査の実施状況について他10件 全開示

【SKYSEA　Client　View】保守契約ﾕｰｻﾞ様向けｻｰﾋﾞｽのご案内 一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､学校給食課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

5月28日311 5月14日 請求
教育委員会
学校給食課
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

312 5月14日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､野外教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡)

【AELﾒｰﾙ第1号(2015年4月)】他7件 5月28日 全開示

313 5月14日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

【AELﾒｰﾙ第1号(2015年4月)】他8件 5月28日 全開示

314 5月14日 請求
議会事務局

議事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､議事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

27.5月新旧正副議長　挨拶状他4件 5月25日 全開示

315 5月14日 請求
議会事務局

議事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､議事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

清洲市新旧議長・副議長挨拶状について他4件 5月25日 全開示

316 5月14日 請求
監査事務局

監査課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)

5月22日
不開示

(不存在)
不存在

317 5月14日 請求
監査事務局

監査課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月22日
不開示

(不存在)
不存在

318 5月14日 請求
会計管理者

会計課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､会計課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)

証紙出納計算書(春日井市4月分)他3件 5月28日 全開示

319 5月14日 請求
会計管理者

会計課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年4月9日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰ
ﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年5月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

NOMA中部本部行政管理講座のご案内他12件 5月28日 全開示

320 5月20日 申出
上下水道部
水道工務課

以下､工事件名の設計書(金入り)をお願いします｡
町屋送水場築造工事(機械)(平成22年4月1日公告)
CD-ROMでの提供を希望します｡

平成22年度町屋送水場築造工事(機械）金入り設計書 5月27日 全開示

321 5月26日 申出
まちづくり推進部

建築指導課
H13確認建築春日井市00767号 H13確認建築春日井市00767号の建築計画概要書 6月2日 全開示

322 5月26日 請求
環境部

環境保全課
平成27年度公害状況
調査報告書No.19

平成27年度公害状況調査報告書№19 6月8日 一部開示
申立人の住所､氏名､連絡先､発生源の所在地､名
称､事業内容

条例第7条第2号、3号

323 6月5日 申出
上下水道部

配水管理事務所
平成27年5月1日付公告の知多連絡ﾊﾞﾙﾌﾞ室更新工事の金入り設
計書

平成27年度金入り設計書
･知多連絡ﾊﾞﾙﾌﾞ室更新工事

6月17日 全開示

324 6月5日 申出
教育委員会
教育総務課

平成27年度東部中学校外1校空調機械設置工事(機械)
上記工事の金入り設計書但し､代価は最下層まで､経費内訳を含
む

平成27年度東部中学校外1校空調機会設置工事(機械)
上記工事の金入り設計書但し､代価は最下層まで､経費内訳を含む

6月19日 全開示
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

325 6月8日 申出
教育委員会
教育総務課

高蔵寺中学校他2校空調機設置工事(機械)上記金入り設計書 高蔵寺中学校他2校空調機設置工事(機械)に係る設計書(金入り） 6月15日 全開示

326 6月10日 申出
上下水道部
水道工務課

平成25年度9月20日付公告の東神明配水場電気計装設備工事の
金入り設計書

平成25年度　東神明配水場電気計装設備工事　金入り設計書 6月19日 全開示

327 6月10日 申出
上下水道部
水道工務課

平成25年度7月30日付公告の桃山配水場外1施設監視制御設備
等設置工事の金入り設計書

平成25年度 桃山配水場外1施設監視制御設備等設置工事 金入り設計書 6月19日 全開示

328 6月10日 請求
上下水道部
水道工務課

平成27年度
上水道配水管布設替工事(町屋町外1町)
上水道配水管橋架設工事(松本町)
上水道配水管仕切弁設置工事(桃山町)
上水道配水管布設替工事(柏原町)金入り設計書CD-R希望

平成27年度金入り設計書
上下水道配水管布設工事(町屋町外1町)
他３件

6月16日 全開示

329 6月10日 請求
教育委員会
教育総務課

平成27年度
上条小学校北館高架水槽取替修繕金入り設計書CD-R希望

平成27年度上条小学校北館高架水槽取替修繕設計書 6月24日 全開示

330 6月10日 請求
教育委員会
学校教育課

本年度開催された都市教育長会議に関するすべての文書｡県教
委から配布された文書も含む｡

第1回尾張部都市教育長会議の開催について（通知）他3件 6月24日 全開示

331 6月11日 請求
建設部

潮見坂平和公園
管理事務所

第6墓所に関する電話による回答文書 第6墓所に関する電話による応答記録(平成27年3月26日） 6月25日 一部開示 個人の氏名 条例第7条第2号

332 6月15日 請求
企画政策部
広報広聴課

平成27年6月12日の午後に広報広聴課が担当して記者向けに発
表した内容が記録された公文書(紙に記録されたものは当然とし
て､それ以外に､録音されて取得された情報を含む｡)のうち､最も詳
細な内容が記載されたもの

平成27年6月12日の午後に広報広聴課が担当して記者向けに発表した内容が
記録された公文書(紙に記録されたものは当然として､それ以外に､録音されて取
得された情報を含む｡)のうち､最も詳細な内容が記載されたもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

議会運営委員会会議録(5月15日午前開催分)他2件 全開示

平成27年度中に行われた議会運営委員会を録音し､取得された情報のうち最も
詳細な内容が記載されたもの

不開示
(不存在)

不存在

334 6月15日 請求
企画政策部

秘書課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

【愛知県市長会】7月幹事会のご案内他1件 6月26日 全開示

335 6月15日 請求
企画政策部

秘書課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室を対象と
して､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀ
の本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できないもの

【愛知県市長会】7月幹事会のご案内他1件 6月26日 全開示

336 6月15日 請求
企画政策部
企画政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

(春日井市)出席者名簿(参考様式)他2件 6月26日 全開示

337 6月15日 請求
企画政策部
企画政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

Ｒｅ：中部地整より【通知・出席確認】｢空家等対策の推進に関する特別措置法｣
等の説明会について他2件

6月26日 全開示

議会事務局
議事課

平成27年度中に行われた議会運営委員会の内容が記録された公
文書(紙に記録されたものは当然として、それ以外に録音されて取
得された情報を含む｡)のうち､最も詳細な内容が記載されたもの

6月29日333 6月15日 請求
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

338 6月15日 請求
企画政策部

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月26日
不開示

(不存在)
不存在

339 6月15日 請求
企画政策部

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室を対象と
して､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

・26日のお化粧直しについて他1件 6月26日 一部開示 個人の氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

340 6月15日 請求
企画政策部
広報広聴課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､広報広聴課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

定例知事記者会見における市町村PR用ﾎﾟｽﾀｰ及び衣服について(照会)他2件 6月25日 全開示

定例知事記者会見における市町村PR用ﾎﾟｽﾀｰ及び衣服について(照会)他2件 全開示

「春日井みっけ隊｣確認しました 一部開示 個人の氏名 条例第7条第2号

342 6月15日 請求
総務部
総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

特定国外派遣組織の指定について他2件 6月23日 全開示

343 6月15日 請求
総務部
総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

特定国外派遣組織の指定について他2件 6月23日 全開示

【愛知県】「人事院規則10-11の運用について」の一部改正等について他23件 全開示

都市7回｢市長部局における職位の状況調べ(2015年4月1日現在)ご回答のお願
い=地方行財政調査会

一部開示 担当者氏名 条例第7条第2号

345 6月15日 請求
総務部
人事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月23日
不開示

(不存在)
不存在

｢災害･避難ｶｰﾄﾞ｣ﾓﾃﾞﾙ地区の募集について(ご案内)他55件 全開示

6月23日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､広報広聴課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月25日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

総務部
人事課

企画政策部
広報広聴課

344 6月15日 請求

341 6月15日 請求

346 6月15日 請求
総務部

市民安全課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民安全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

6月29日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

1平成27年度の消防防災GISｻﾎﾟｰﾀｰの募集について他1件 一部開示 個人名 条例第7条第2号

｢災害･避難ｶｰﾄﾞ｣ﾓﾃﾞﾙ地区の募集について(ご案内)他68件 全開示

NEC電子自治体ﾆｭｰｽ(東海版)［2015-5-29］ 一部開示 氏名 条例第7条第2号

348 6月15日 請求
総務部

交通対策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､交通対策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

交通事故日報(6/10現在)の送付について他1件 6月26日 全開示

349 6月15日 請求
総務部

交通対策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､交通対策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

交通事故日報(6/10現在)の送付について他1件 6月26日 全開示

350 6月15日 請求
総務部

情報ｼｽﾃﾑ課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等等を
対象として､情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

ﾌﾟﾘﾝﾀの紙詰まり対策について 6月25日 全開示

NOMA中部本部行政管理講座のご案内他13件 全開示

迫る!ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ制度!あなたの会社の情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策は大丈夫ですか?外4件 一部開示 個人の氏名 条例第7条第2号

352 6月15日 請求
財政部
財政課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

【決算統計担当者様】普通建設事業費のうち｢既存更新」､｢新規設備等｣への計
上方法について(通知)他3件

6月25日 全開示

353 6月15日 請求
財政部
財政課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

【決算統計担当者様】普通建設事業費のうち｢既存更新｣､｢新規設備等｣への計
上方法について他3件

6月25日 全開示

354 6月15日 請求
財政部

管財契約課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月23日
不開示

(不存在)
不存在

総務部
情報ｼｽﾃﾑ課

6月25日

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

346 6月15日 請求
総務部

市民安全課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民安全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

6月29日

347 6月15日 請求
総務部

市民安全課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民安全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子

ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月29日

351 6月15日 請求
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

355 6月15日 請求
財政部

管財契約課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月23日
不開示

(不存在)
不存在

ふるさと納税の制度改正の周知及びﾎﾟｽﾀｰ送付について他7件 全開示

転出4月分USBｽﾃｯｸ送付について他1件 一部開示
氏名､ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ､ID､職員番号､単価､通勤回数､勤務
時間数

条例第7条第2号､3号､
7号

〔eLTAX〕お知らせの更新外26件 全開示

第27回総会の開催について他5件 一部開示 氏名､印影
条例第7条第2号､3号､

4号

358 6月15日 請求
財政部

資産税課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等等を
対象として､資産税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

受信：【再送】【愛知県】資産評価ｼｽﾃﾑ評価ｾﾝﾀｰが実施する研修会等への参加
申し込みについて他3件

6月29日 全開示

受信：NOMA中部本部行政管理講座のご案内 全開示

平成27年度の研修会等への参加申し込みについて(お知らせ) 一部開示 個人名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

360 6月15日 請求
財政部
収納課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡）

6月29日
不開示

(不存在)
不存在

361 6月15日 請求
財政部
収納課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

NOMA中部本部行政管理講座のご案内 6月29日 全開示

362 6月15日 請求
市民生活部

市民活動推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民活動推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

【通知】消費者安全法第38条第1項の規定に基づく情報提供について他1件 6月29日 全開示

363 6月15日 請求
市民生活部

市民活動推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民活動推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

【通知】消費者安全法第38条第1項の規定に基づく情報提供について他2件 6月29日 全開示

財政部
資産税課

請求

356

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､資産税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

6月29日

財政部
市民税課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

6月29日

財政部
市民税課

359 6月15日

6月29日

6月15日 請求

357 6月15日 請求

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

364 6月15日 請求
市民生活部

男女共同参画課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､男女共同参画課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

【ﾁﾗｼ送付】平成27年度　男女共同参画社会づくりに向けての全国会議(内閣府) 6月26日 全開示

365 6月15日 請求
市民生活部

男女共同参画課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､男女共同参画課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

【ﾁﾗｼ送付】平成27年度　男女共同参画社会づくりに向けての全国会議(内閣府)
他1件

6月26日 全開示

県証紙受払簿について(提出)他1件 全開示

勤務ｶﾚﾝﾀﾞｰを送ります 一部開示 職員番号 条例第7条第2号

367 6月15日 請求
市民生活部

市民課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

勤務ｶﾚﾝﾀﾞｰを送ります他３件 6月26日 全開示

368 6月15日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月24日
不開示

(不存在)
不存在

369 6月15日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月24日
不開示

(不存在)
不存在

370 6月15日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月24日
不開示

(不存在)
不存在

371 6月15日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月24日
不開示

(不存在)
不存在

372 6月15日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部
生涯学習課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生涯学習課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

平成27年度教職員著作権講習会の開催について(通知) 6月26日 全開示

373 6月15日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部
生涯学習課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生涯学習課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年度教職員著作権講習会の開催について他1件 6月26日 全開示

請求366 6月15日 6月26日
市民生活部

市民課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

374 6月15日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

愛知図書館協会:児童ｻｰﾋﾞｽ研修(連続講座)のご案内他6件 6月29日 全開示

375 6月15日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

愛知図書館協会:児童ｻｰﾋﾞｽ研修(連続講座)のご案内他5件 6月29日 全開示

376 6月15日 請求
健康福祉部
健康増進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､健康増進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

Ｆｗ：【健康危機管理情報　1感染症流行情報】愛知県感染症情報(2015年第22
週）

6月23日 全開示

377 6月15日 請求
健康福祉部
健康増進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､健康増進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

Ｆｗ：【健康危機管理情報　1感染症流行情報】愛知県感染症情報(2015年第22
週）

6月23日 全開示

378 6月15日 請求
健康福祉部
高齢福祉課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高齢福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

H27年度節電取組ｱﾝｹｰﾄ(高齢福祉課)他2件 6月29日 全開示

高齢者へのｱﾝｹｰﾄについて(再送)他1件 全開示

Fwd　Ⅰﾈｯﾄ記事(自転車運転者講習制度の対象となる危険行為)の送付 一部開示 氏名 条例第7条第2号

380 6月15日 請求
健康福祉部
介護保険課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､介護保険課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

【健康危機管理情報　2最新感染症情報】韓国における中東呼吸器症候群
（MERS)の発生について他5件

6月24日 全開示

381 6月15日 請求
健康福祉部
介護保険課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､介護保険課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

WAM　NET新着情報配信ｻｰﾋﾞｽ代[804]号_平成27年6月2日掲載他11件 6月24日 全開示

382 6月15日 請求
健康福祉部

障がい福祉課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､障がい福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

地域生活支援拠点等の整備にかかる留意事項について他2件 6月23日 全開示

383 6月15日 請求
健康福祉部

障がい福祉課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室を対象と
して､障がい福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

地域生活支援拠点等の整備にかかる留意事項について他2件 6月23日 全開示

379 6月15日 請求
健康福祉部
高齢福祉課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高齢福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月29日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

【各WO生活保護SV様】保護の実施要領等の改正に関する意見の提出について
他13件

全開示

【関係WO生活保護SV様】【国事務連絡】平成27年度生活保護担当ｹｰｽﾜｰｶｰ全
国研修会について他1件

一部開示 個人の氏名､性別､年齢､電話番号 条例第7条第2号

【関係WO生活保護SV様】【国事務連絡】平成27年度生活保護担当ｹｰｽﾜｰｶｰ全
国
研修会について他21件

全開示

意見書様式について 一部開示 個人の氏名 条例第7条第2号

386 6月15日 請求
健康福祉部

保険医療年金課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､保険医療年金課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

国民健康保険例月更正について(依頼）他14件 6月29日 全開示

387 6月15日 請求
健康福祉部

保険医療年金課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､保険医療年金課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国民健康保険例月更正について(依頼）他25件 6月29日 全開示

388 6月15日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､子ども政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

【照会】｢愛知県ご当地婚姻届｣ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽの実施及び婚姻届提出時におけ
る特典等の実施状況調査について他2件

6月26日 全開示

389 6月15日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､子ども政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

【照会】｢愛知県ご当地婚姻届｣ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽの実施及び婚姻届提出時におけ
る特典等の実施状況調査について他2件

6月26日 全開示

390 6月15日 請求
青少年子ども部

保育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

平成26年度保育所運営費国庫負担金の実績報告にかかる検収について①他
16件

6月29日 全開示

平成26年度保育運営費国庫負担金の実績報告にかかる検収について①他14
件

全開示

保育部会様◆愛知県福祉人材ｾﾝﾀｰ主催7月開催の研修のご案内他5件 一部開示 個人の氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

6月26日

391 6月15日 請求
青少年子ども部

保育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室を対象と
して､保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀ
の本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できないもの

385 6月15日 請求
健康福祉部
生活援護課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生活援護課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

384 6月15日 請求
健康福祉部
生活援護課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､生活援護課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

6月26日

6月29日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

392 6月15日 請求
環境部

環境政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

｢民間事業者等による下水熱利用の推進のための取組について｣の周知につい
て他4件

6月29日 全開示

393 6月15日 請求
環境部

環境政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

｢民間事業者等による下水熱利用の推進のための取組について｣の周知につい
て他1件

6月29日 全開示

(春日井市)平成26年度航空機騒音調査結果について(回答)他19件 全開示

(春日井市)平成26年度航空機騒音調査結果について(回答) 一部開示 個人宅住所 条例第7条第2号

(春日井市)平成26年度航空機騒音調査結果について(回答)他24件 全開示

●●●●●●●●●●様邸の既設浄化槽の写真他5件 一部開示
担当者氏名､携帯電話番号､個人の住所､氏名､ﾊﾟｽ
ﾜｰﾄﾞ､ID

条例第7条第2号､7号

396 6月15日 請求
環境部

ごみ減量推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ごみ減量推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

5月搬入ﾃﾞｰﾀ送付他1件 6月25日 全開示

397 6月15日 請求
環境部

ごみ減量推進課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ごみ減量推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

5月搬入ﾃﾞｰﾀ送付他1件 6月25日 全開示

398 6月15日 請求
環境部

清掃事業所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､清掃事業所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

勤務割ﾃﾞｰﾀの送信について 6月25日 一部開示 職員番号 条例第7条第2号

399 6月15日 請求
環境部

清掃事業所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､清掃事業所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

勤務割ﾃﾞｰﾀの送信について 6月25日 全開示

400 6月15日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

7月28日6月15日 請求
環境部

環境保全課

環境部
環境保全課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境保全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

7月28日394 6月15日 請求

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､環境保全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

395
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

401 6月15日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

402 6月15日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月24日
不開示

(不存在)
不存在

403 6月15日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰ
ﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月24日
不開示

(不存在)
不存在

404 6月15日 請求
産業部

経済振興課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月23日
不開示

(不存在)
不存在

405 6月15日 請求
産業部

経済振興課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

<全国商店街支援ｾﾝﾀｰ>平成27年度事業募集開始等のお知らせ他1件 6月23日 全開示

406 6月15日 請求
産業部

企業活動支援課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付
を希望します｡）

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

407 6月15日 請求
産業部

企業活動支援課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

408 6月15日 請求
産業部
農政課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

【農地中間管理事業担当者様】平成27年度における機構集積協力金の配分基
準について他10件

6月25日 全開示

409 6月15日 請求
産業部
農政課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

【農地中間管理事業担当者様】平成27年度における機構集積協力金の配分基
準について他11件

6月25日 全開示

平成27年度災害宅地危険度判定士講習会について(回答) 全開示

平成27年度災害宅地危険度判定士講習会について(回答) 一部開示 職員番号 条例第7条第2号

請求410 6月15日
まちづくり推進部

都市政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､都市政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

6月29日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

411 6月15日 請求
まちづくり推進部

都市政策課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室を対象と
して､都市政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

平成27年度災害宅地危険度判定士講習会について(回答) 6月29日 全開示

節電取組行動について 全開示

【常任参与各位】役員･常任参与合同会議の開催について 一部開示 個人名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

節電取組行動について 全開示

【常任参与各位】役員常任参与合同会議の開催について 一部開示 個人名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

414 6月15日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､建築指導課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

『公共建築工事積算基準(平成27年版』等新刊発売のご案内 6月29日 全開示

415 6月15日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､建築指導課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

BUS-5製品の更新のご連絡(2015/06/01)他１件 6月29日 全開示

416 6月15日 請求
建設部
道路課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

【依頼:6月12日17時〆切】平成27年度における木材の利用状況調査について他
4件

6月29日 全開示

417 6月15日 請求
建設部
道路課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

【依頼:6月12日17時〆切】平成27年度における木材の利用状況調査について他
2件

6月29日 全開示

418 6月15日 請求
建設部

公園緑地課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月29日
不開示

(不存在)
不存在

419 6月15日 請求
建設部

公園緑地課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月29日
不開示

(不存在)
不存在

412 6月15日 請求

413 6月15日 請求
まちづくり推進部

都市整備課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

6月29日

まちづくり推進部
都市整備課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､都市整備課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

6月29日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

420 6月15日 請求
建設部

河川排水課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､河川排水課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

【水防担当者様へ】平成27年防災功労者防災担当大臣表彰候補者の推薦につ
いて(依頼)他1件

6月29日 全開示

421 6月15日 請求
建設部

河川排水課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､河川排水課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

健康づくりに関する講座・ｲﾍﾞﾝﾄの実施状況の把握について(回答)他3件 6月29日 全開示

422 6月15日 請求
建設部

住宅施設課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､住宅施設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

【BIMMS】利用状況報告(H27年5月)他２件 6月29日 全開示

423 6月15日 請求
建設部

住宅施設課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室を対象と
して､住宅施設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

公共建築のFMと保全ﾈｯﾄﾜｰｸﾆｭｰｽ(公共ｴﾌｴﾑﾆｭｰｽ)号外第33号 6月29日 全開示

424 6月15日 請求
市民病院
管理課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民病院管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

･【健康危機管理情報　1感染症流行情報】ﾃﾞﾝｸﾞ熱情報他2件 6月29日 全開示

425 6月15日 請求
市民病院
管理課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民病院管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

･【健康危機管理情報　1感染症流行情報】ﾃﾞﾝｸﾞ熱情報他2件 6月29日 全開示

426 6月15日 請求
市民病院
医事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民病院医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

【健康危機管理情報　1感染症流行情報】ﾃﾞﾝｸﾞ熱情報他1件 6月25日 全開示

427 6月15日 請求
市民病院
医事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民病院医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

【健康危機管理情報　1感染症流行情報】ﾃﾞﾝｸﾞ熱情報他2件 6月25日 全開示

428 6月15日 請求
市民病院

栄養管理室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民病院栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送
受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写
しの交付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､市民病院栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
で､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月29日
不開示

(不存在)
不存在

429 6月15日 請求
市民病院

栄養管理室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室を対象と
して､市民病院栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室を対象として､市民病院栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､
本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月29日
不開示

(不存在)
不存在
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

430 6月15日 請求
市民病院

医療連携室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民病院医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送
受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写
しの交付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､市民病院医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
で､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

6月29日
不開示

（不存在)
不存在

431 6月15日 請求
市民病院

医療連携室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､市民病院医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送
受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､市民病院医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
で､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月29日
不開示

（不存在)
不存在

432 6月15日 請求
市民病院

病院安全推進室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付
を希望します｡）

6月29日
不開示

(不存在)
不存在

433 6月15日 請求
市民病院

病院安全推進室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月29日
不開示

(不存在)
不存在

434 6月15日 請求
上下水道部
企画経営課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画経営課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

下水道法の改正について他6件 6月25日 全開示

435 6月15日 請求
上下水道部
企画経営課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､企画経営課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

下水道法の改正について他8件 6月25日 全開示

436 6月15日 請求
上下水道部
下水建設課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月23日
不開示

(不存在)
不存在

437 6月15日 請求
上下水道部
下水建設課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月23日
不開示

(不存在)
不存在

438 6月15日 請求
上下水道部

業務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

平成27年度水道事業計画の調査について(通知) 6月25日 全開示

平成27年度水道事業計画の調査について(通知) 全開示

平成27年度水道事業計画の調査について(通知) 一部開示 氏名 条例第7条第2号

439 6月15日 請求
上下水道部

業務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

6月25日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

440 6月15日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月26日
不開示

(不存在)
不存在

441 6月15日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月26日
不開示

(不存在)
不存在

442 6月15日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月26日
不開示

(不存在)
不存在

443 6月15日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月26日
不開示

(不存在)
不存在

444 6月15日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､
本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

445 6月15日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､
本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

446 6月15日 請求
上下水道部
水道工務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月23日
不開示

(不存在)
不存在

447 6月15日 請求
上下水道部
水道工務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年国勢調査事務への市職員従事等について他1件 6月23日 全開示

448 6月15日 請求
上下水道部

配水管理事務所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付
を希望します｡）

6月29日
不開示

(不存在)
不存在

449 6月15日 請求
上下水道部

配水管理事務所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信
したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月29日
不開示

(不存在)
不存在
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

450 6月15日 請求
消防本部

消防総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

緊急消防援助隊愛知県大隊尾張ﾌﾞﾛｯｸ実働訓練への参加について(依頼) 6月25日 全開示

451 6月15日 請求
消防本部

消防総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

緊急消防援助隊愛知県大隊尾張ﾌﾞﾛｯｸ実働訓練への参加について(依頼） 6月25日 全開示

452 6月15日 請求
消防本部
予防課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

平成27年度防火対象物実態等調査の報告再開について 6月25日 全開示

453 6月15日 請求
消防本部
予防課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

平成27年度防火対象物実態等調査の報告再開について 6月25日 全開示

454 6月15日 請求
消防本部

通信指令室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

455 6月15日 請求
消防本部

通信指令室

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

456 6月15日 請求
消防本部
消防署

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡）

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

457 6月15日 請求
消防本部
消防署

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

458 6月15日 請求
消防本部
東出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

459 6月15日 請求
消防本部
東出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在
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460 6月15日 請求
消防本部
西出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

461 6月15日 請求
消防本部
西出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

462 6月15日 請求
消防本部
南出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

463 6月15日 請求
消防本部
南出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

464 6月15日 請求
消防本部
北出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

465 6月15日 請求
消防本部
北出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在
し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

466 6月15日 請求
消防本部

高蔵寺出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年
5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

467 6月15日 請求
消防本部

高蔵寺出張所

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月25日
不開示

(不存在)
不存在

468 6月15日 請求
教育委員会
教育総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡）

6月23日
不開示

(不存在)
不存在

469 6月15日 請求
教育委員会
教育総務課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月23日
不開示

(不存在)
不存在
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

470 6月15日 請求
教育委員会
学校教育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

6月29日
不開示

(不存在)
不存在

471 6月15日 請求
教育委員会
学校教育課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5
月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月29日
不開示

(不存在)
不存在

472 6月15日 請求
教育委員会
文化財課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､文化財課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

第13回登録有形文化財建造物担当者課題研修会について(通知)他9件 6月23日 全開示

473 6月15日 請求
教育委員会
文化財課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､文化財課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

第13回登録有形文化財建造物担当者課題研修会について(通知)他11件 6月23日 全開示

【健康危機管理情報1感染症流行情報】愛知県感染症情報(2015年第20週)他7
件

全開示

平成27年度第2学期分共同購入物資調理技術講習会の開催の件になります｡
他2件

一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

【健康危機管理情報1感染症流行情報】愛知県感染症情報(2015年第20週)他８
件

全開示

平成27年度第2学期分共同購入物資調理技術講習会の開催の件になります｡
他2件

一部開示 氏名､ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 条例第7条第2号

476 6月15日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､野外教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､野外教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付
を希望します｡）

6月26日
不開示

(不存在)
不存在

477 6月15日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､野外教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信し
たﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､野外教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年5月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月26日
不開示

(不存在)
不存在

478 6月15日 請求
議会事務局

議事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､議事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

27正副議長就任退任のあいさつ手紙文他2件 6月29日 全開示

474 6月15日 請求

6月26日

教育委員会
学校給食課

475 6月15日 請求

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､学校給食課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡）

6月26日

教育委員会
学校給食課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､学校給食課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信した
ﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

479 6月15日 請求
議会事務局

議事課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

沼津市議会正副議長交代について他2件 6月29日 全開示

480 6月15日 請求
監査事務局

監査課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校・保育園と､春日井市の課室等を対象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡）

6月24日
不開示

(不存在)
不存在

481 6月15日 請求
監査事務局

監査課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春日井市情報公
開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学
校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

6月24日
不開示

(不存在)
不存在

482 6月15日 請求
会計管理者

会計課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対
象として､会計課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希
望します｡）

証紙出納計算書(春日井市5月分）他1件 6月23日 全開示

483 6月15日 請求
会計管理者

会計課

国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法人と､春
日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営
む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対
象として､会計課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年5月14日以降送受信したﾒｰﾙ
ﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年6月14日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できないもの

NOMA中部本部行政管理講座のご案内他8件 6月23日 全開示

道路賠償責任保険被保険者証 一部開示 個人の氏名 条例第7条第2号

道路賠償責任保険の手引きの内､道路賠償責任保険特約書(資料1)及び賠償
責任保険普通保険約款(資料2)

全開示

485 6月17日 申出
上下水道部
下水建設課

公共下水道上条地区幹線実施設計業務委託金入り設計書
公共下水道地蔵ヶ池公園調整池実施設計業務委託金入り設計書
公共下水道堀ノ内雨水2号幹線実施設計業務委託金入り設計書

公共下水道上条地区幹線実施設計業務委託金入り設計書他２件 7月3日 全開示

486 6月17日 申出
財政部

管財契約課
最低制限価格算出に係る資料 ｢最低制限価格の設定について｣及び｢最低制限価格設定基準｣ 6月30日 全開示

487 6月19日 申出
消防本部
消防署

平成27年2月1日14時ごろ発生した火災にともなう火災調査書類 平成27年2月1日14時ごろ発生した火災に伴う火災調査書類 7月2日 一部開示

各書類に係る個人情報及び法人情報、り災状況報
告書の内容､
損害調査書及び査定書の金額､品名､数値､係数等、
火災原因判定書の判定経過、現場質問調書及び質

条例第7条第2号､3号､
7号

488 6月22日 申出
建設部

河川排水課
平成27年度南下原排水路実施設計業務委託金入り設計書 設計書(南下原排水路実施設計業務委託) 6月30日 全開示

489 6月24日 申出
建設部
道路課

JR高蔵寺駅付近に立てられた｢ﾁﾗｼ配り｣等に対する注意看板の
設置に関する要望から決裁までがわかるもの

JR高蔵寺駅付近に立てられた｢ﾁﾗｼ配り｣等に対する注意看板の設置に関する
要望から決裁までが分かるもの

7月6日
不開示

(不存在)
不存在

490 6月26日 申出
監査事務局

監査課

平成27年4月16日付けで､監査課が受け取った回答書
平成27年4月20日付けで､監査課が受け取った賠償責任に関する
回答
平成27年3月30日付けで請求のあった､監査結果の通知に関する
文書

回答書(平成27年4月16日付け収受)他2件 7月10日 一部開示 個人の氏名､所属課及び担当名 条例第7条第2号

491 6月30日 申出
上下水道部

配水管理事務所
平成26年9月1日付公告の上水道施設中央監視設備等更新工事
の金入り設計書

平成26年9月1日付公告の
上水道施設中央監視設備等更新工事の金入り設計書

7月14日 全開示

492 7月2日 申出
教育委員会
教育総務課

坂下中学校外2校空調機設置工事(機械)
上記金入り設計書(H27年度分)紙ﾍﾞｰｽ

坂下中学校外2校空調機設置工事(機械)に係る設計書(金入り) 7月15日 全開示

春日井市の加入する道路賠償責任保険の証書及び手引き6月16日 請求484
財政部

管財契約課
6月25日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

493 7月6日 申出
上下水道部
下水建設課

1公共下水道上条地区幹線実施設計業務委託H27年6月5日
2公共下水道堀ノ内雨水2号幹線実施設計業務委託H27年6月16
日
3公共下水道南部汚水12号幹線実施設計業務委託H27年6月23日
上記の金入り設計書(仕様書､図面は除く)紙ﾍﾞｰｽ

1公共下水道上条地区幹線実施設計業務委託金入り設計書(仕様書､図面は除
く)他2件

7月17日 全開示

494 7月6日 申出
上下水道部
水道工務課

1上水道配水管耐震化実施設計業務委託(鳥居松町外1町)平成26
年11月1日
上記の金入り設計書(仕様書・図面は不要)紙ﾍﾞｰｽ

平成25年度上水道配水管耐震化実施設計業務委託(鳥居松町外1町)金入り設
計書

7月17日 全開示

495 7月6日 請求
まちづくり推進部

建築指導課
指導要綱に基づく覚書(申請日H26.11.27） 春日井市開発行為等に関する指導要綱に基づく覚書 7月15日 一部開示 法人の印影 条例第7条第3号､4号

496 7月14日 請求
教育委員会
学校教育課

各校長から提出された､2015年4月～6月の｢長時間労働による健
康障害防止のための報告書｣

長時間労働による健康障害防止のための報告書(各校長から提出された平成
27年4月～6月分)

8月27日 一部開示

当該職員の年齢､当該職員の自己診断ﾁｪｯｸﾘｽﾄの
評価､当該職員の居住に関する情報､当該職員の休
暇の種類､当該職員の傷病治療及び症状に関する
情報､当該職員の心情及び意向に関する情報､当該
職員の家族及び婚姻に関する情報､当該職員の勤

条例第7条第2号､7号

平成27年度学校安全計画(全校分) 全開示

2014年度における教頭の学校経営視察に関するすべての文書
不開示

(不存在)
不存在

498 7月14日 請求
上下水道部
水道工務課

平成27年6月16日開札の「東神明配水場配水池改修工事｣金入り
設計書(CD・ROM）

平成27年6月16日開札の「東神明配水場配水池改修工事｣金入り設計書 7月24日 全開示

春日井市開発行為等に関する指導要綱に基づく申入れについて 全開示

回答書 一部開示 法人の印影､設計担当者氏名
条例第7条第2号､3号､

4号

500 7月16日 請求
議会事務局

議事課
春日井市議会申合せ要綱・要領集の最新のもの 春日井市議会申合せ要綱・要領集の最新のもの 8月28日 不開示

憲法第12条､民法第1
条第3項

501 7月16日 請求
総務部
総務課

弁護士が任期付きで採用されたことに伴って行われた法律相談に
伴って作製された文書

弁護士が任期付きで採用されたことに伴って行われた法律相談に伴って作製さ
れた文書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

502 7月16日 請求
企画政策部

秘書課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B秘書課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C秘書課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る｡

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､秘書課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B秘書課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C秘書課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る｡

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

503 7月16日 請求
企画政策部

秘書課

秘書課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B秘書課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C秘書課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

秘書課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、秘書課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B秘書課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C秘書課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

7月30日499 7月16日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

1．2015年度の小中学校の安全計画｡(始業前、休憩時間等におけ
る

児童生徒管理を､管理職が行なう旨の記載をしている学校の安全
計画)

2．2014年度における教頭の学校経営視察に関するすべての文
書｡

7月28日497 7月14日 請求
教育委員会
学校教育課

開発指導要綱に基づく申入れ及び回答書(H27.6.11付)
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

504 7月16日 請求
企画政策部
企画政策課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､企画政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B企画政策課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C企画政策課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る｡

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､企画政策課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B企画政策課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C企画政策課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る｡

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

505 7月16日 請求
企画政策部
企画政策課

企画政策課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、企画政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企画政策課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C企画政
策課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

企画政策課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、企画政策
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企画政策課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C企画政策課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

506 7月16日 請求
企画政策部

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Bﾆｭｰﾀｳﾝ創生課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Cﾆｭｰﾀｳﾝ創
生課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提
供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る｡

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Bﾆｭｰﾀｳﾝ創生課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Cﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付
を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る｡

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

507 7月16日 請求
企画政策部

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bﾆｭｰﾀｳﾝ
創生課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C
ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できない
もの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は
除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、ﾆｭｰﾀｳﾝ
創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bﾆｭｰﾀｳﾝ創
生課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Cﾆｭｰﾀｳﾝ創生課
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

508 7月16日 請求
企画政策部
広報広聴課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､広報広聴課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B広報広聴課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C広報広聴課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る｡

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､広報広聴課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B広報広聴課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C広報広聴課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る｡

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

509 7月16日 請求
企画政策部
広報広聴課

広報広聴課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、広報広聴課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B広報広聴課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C広報広
聴課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

広報広聴課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、広報広聴
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B広報広聴課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C広報広聴課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

510 7月16日 請求
総務部
総務課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B総務課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C総務課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る｡

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､総務課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B総務課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C総務課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る｡

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

511 7月16日 請求
総務部
総務課

総務課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B総務課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C総務課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

総務課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、総務課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B総務課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C総務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

512 7月16日 請求
総務部
人事課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B人事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C人事課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る｡

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､人事課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B人事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C人事課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る｡

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

513 7月16日 請求
総務部
人事課

人事課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B人事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C人事課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

人事課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、人事課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B人事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C人事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

514 7月16日 請求
総務部

市民安全課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､市民安全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B市民安全課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C市民安全課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る｡

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､市民安全課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B市民安全課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C市民安全課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る｡

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

515 7月16日 請求
総務部

市民安全課

市民安全課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、市民安全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民安全課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C市民安
全課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

市民安全課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、市民安全
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民安全課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C市民安全課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
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た根拠規定

516 7月16日 請求
総務部

交通対策課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､交通対策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B交通対策課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C交通対策課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､交通対策課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B交通対策課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C交通対策課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

517 7月16日 請求
総務部

交通対策課

交通対策課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、交通対策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B交通対策課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C交通対
策課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

交通対策課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、交通対策
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B交通対策課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C交通対策課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

518 7月16日 請求
総務部

情報ｼｽﾃﾑ課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B情報ｼｽﾃﾑ課のﾗ
ｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C情報ｼｽﾃﾑ課
ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供し
たCD-Rによる写しの交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､情報ｼｽﾃﾑ課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B情報ｼｽﾃﾑ課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C情報ｼｽﾃﾑ課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望し
ます｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

519 7月16日 請求
総務部

情報ｼｽﾃﾑ課

情報ｼｽﾃﾑ課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B情報ｼｽﾃﾑ課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C情報ｼｽ
ﾃﾑ課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

情報ｼｽﾃﾑ課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除
く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、情報ｼｽﾃ
ﾑ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､
本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B情報ｼｽﾃﾑ課の
ﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C情報ｼｽﾃﾑ課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

520 7月16日 請求
財政部
財政課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B財政課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C財政課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､財政課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B財政課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C財政課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

521 7月16日 請求
財政部
財政課

財政課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B財政課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C財政課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

財政課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、財政課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B財政課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C財政課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
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等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

522 7月16日 請求
財政部

管財契約課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B管財契約課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C管財契約課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､管財契約課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B管財契約課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C管財契約課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

523 7月16日 請求
財政部

管財契約課

管財契約課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B管財契約課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C管財契
約課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

管財契約課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、管財契約
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B管財契約課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C管財契約課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

524 7月16日 請求
財政部

市民税課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､市民税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B市民税課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C市民税課ｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のい
ずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､市民税課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月
13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B市民税課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C市民税課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)C
については､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

525 7月16日 請求
財政部

市民税課

市民税課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転
日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、市民税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民税課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C市民税課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

市民税課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で
支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、市民税課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民税課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C市民税課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

526 7月16日 請求
財政部

資産税課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､資産税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B資産税課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C資産税課ｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のい
ずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､資産税課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月
13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B資産税課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C資産税課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)C
については､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

527 7月16日 請求
財政部

資産税課

資産税課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転
日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、資産税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B資産税課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C資産税課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

資産税課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で
支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、資産税課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B資産税課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C資産税課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

69



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

528 7月16日 請求
財政部
収納課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B収納課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C収納課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､収納課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B収納課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C収納課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

529 7月16日 請求
財政部
収納課

収納課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B収納課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C収納課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

収納課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、収納課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B収納課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C収納課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

530 7月16日 請求
市民生活部

市民活動推進課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､市民活動推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B市民活動推進
課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C市民活
動推進課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日
に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作
成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､市民活動推
進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､
本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B市民活動推進課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C市民活動推進課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

531 7月16日 請求
市民生活部

市民活動推進課

市民活動推進課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、市民活動推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民活
動推進課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
C市民活動推進課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できな
いもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

市民活動推進課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は
除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、市民活動
推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民活動推
進課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C市民活動推進課
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

532 7月16日 請求
市民生活部

男女共同参画課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､男女共同参画課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B男女共同参画
課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C男女共
同参画課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日
に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作
成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､男女共同参
画課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､
本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B男女共同参画課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C男女共同参画課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

533 7月16日 請求
市民生活部

男女共同参画課

男女共同参画課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、男女共同参画課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B男女共
同参画課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
C男女共同参画課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できな
いもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

男女共同参画課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は
除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、男女共同
参画課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B男女共同参
画課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C男女共同参画課
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

70



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

534 7月16日 請求
市民生活部

市民課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B市民課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C市民課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､市民課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B市民課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C市民課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

535 7月16日 請求
市民生活部

市民課

市民課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C市民課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

市民課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、市民課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C市民課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

536 7月16日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B文化課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C文化課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､文化課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B文化課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C文化課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

537 7月16日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

文化課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B文化課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C文化課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

文化課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、文化課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B文化課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C文化課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

538 7月16日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Bｽﾎﾟｰﾂ課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Cｽﾎﾟｰﾂ課ｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のい
ずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Bｽﾎﾟｰﾂ課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Cｽﾎﾟｰﾂ課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cにつ
いては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧ
ｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

539 7月16日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

ｽﾎﾟｰﾂ課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転
日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bｽﾎﾟｰﾂ課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Cｽﾎﾟｰﾂ課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

ｽﾎﾟｰﾂ課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で
支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、ｽﾎﾟｰﾂ課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bｽﾎﾟｰﾂ課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Cｽﾎﾟｰﾂ課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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540 7月16日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部
生涯学習課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､生涯学習課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B生涯学習課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C生涯学習課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､生涯学習課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B生涯学習課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C生涯学習課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

541 7月16日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部
生涯学習課

生涯学習課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、生涯学習課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B生涯学習課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C生涯学
習課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

生涯学習課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、生涯学習
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B生涯学習課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C生涯学習課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

542 7月16日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B図書館のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C図書館ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､図書館ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B図書館のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C図書館ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

543 7月16日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

図書館(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B図書館のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C図書館のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

図書館(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、図書館ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B図書館のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C図書館のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

544 7月16日 請求
健康福祉部
健康増進課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､健康増進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B健康増進課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C健康増進課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､健康増進課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B健康増進課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C健康増進課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

545 7月16日 請求
健康福祉部
健康増進課

健康増進課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、健康増進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B健康増進課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C健康増
進課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

健康増進課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、健康増進
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B健康増進課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C健康増進課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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546 7月16日 請求
健康福祉部
高齢福祉課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､高齢福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B高齢福祉課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C高齢福祉課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､高齢福祉課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B高齢福祉課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C高齢福祉課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

547 7月16日 請求
健康福祉部
高齢福祉課

高齢福祉課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、高齢福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高齢福祉課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C高齢福
祉課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

高齢福祉課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、高齢福祉
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高齢福祉課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C高齢福祉課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

548 7月16日 請求
健康福祉部
介護保険課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､介護保険課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B介護保険課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C介護保険課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､介護保険課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B介護保険課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C介護保険課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

549 7月16日 請求
健康福祉部
介護保険課

介護保険課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、介護保険課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B介護保険課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C介護保
険課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

介護保険課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、介護保険
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B介護保険課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C介護保険課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

550 7月16日 請求
健康福祉部

障がい福祉課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､障がい福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B障がい福祉課のﾗ
ｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C障がい福祉課
ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供し
たCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるい
は更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに
限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､障がい福祉
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B障がい福祉課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C障がい福祉課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26
年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

551 7月16日 請求
健康福祉部

障がい福祉課

障がい福祉課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、障がい福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年
6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月
13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B障がい福
祉課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C障
がい福祉課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないも
の｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

障がい福祉課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除
く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、障がい福
祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､
本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B障がい福祉課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C障がい福祉課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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552 7月16日 請求
健康福祉部
生活援護課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､生活援護課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B生活援護課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C障がい福祉課生活
援護課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に
提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作成
あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付の
ﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､生活援護課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B生活援護課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C障がい福祉課生活援護課ｻｰﾊﾞ-内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

553 7月16日 請求
健康福祉部
生活援護課

生活援護課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、生活援護課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B生活援護課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C生活援
護課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

生活援護課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、生活援護
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B生活援護課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C生活援護課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

554 7月16日 請求
健康福祉部

保険医療年金課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､保険医療年金課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B保険医療年金
課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C保険医
療年金課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日
に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作
成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､保険医療年
金課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､
本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B保険医療年金課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C保険医療年金課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

555 7月16日 請求
健康福祉部

保険医療年金課

保険医療年金課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、保険医療年金課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B保険医
療年金課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
C保険医療年金課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できな
いもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

保険医療年金課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は
除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、保険医療
年金課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B保険医療年
金課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C保険医療年金課
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

556 7月16日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､子ども政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B子ども政策課のﾗ
ｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C子ども政策課
ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供し
たCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるい
は更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに
限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､子ども政策
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B子ども政策課のﾗｲﾌﾞ
ﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C子ども政策課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望
します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度
中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

557 7月16日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

子ども政策課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、子ども政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年
6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月
13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B子ども政
策課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C子
ども政策課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないも
の｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

子ども政策課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除
く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、子ども政
策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､
本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B子ども政策課の
ﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C子ども政策課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

74



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

558 7月16日 請求
青少年子ども部

保育課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B保育課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C保育課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､保育課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B保育課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C保育課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

559 7月16日 請求
青少年子ども部

保育課

保育課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B保育課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C保育課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

保育課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、保育課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B保育課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C保育課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

560 7月16日 請求
環境部

環境政策課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､環境政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B環境政策課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C環境政策課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､環境政策課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B環境政策課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C環境政策課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

561 7月16日 請求
環境部

環境政策課

環境政策課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、環境政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B環境政策課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C環境政
策課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

環境政策課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、環境政策
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B環境政策課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C環境政策課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

562 7月16日 請求
環境部

環境保全課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､環境保全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B環境保全課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C環境保全課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､環境保全課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B環境保全課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C環境保全課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

563 7月16日 請求
環境部

環境保全課

環境保全課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、環境保全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B環境保全課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C環境保
全課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

環境保全課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、環境保全
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B環境保全課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C環境保全課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

75



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

564 7月16日 請求
環境部

ごみ減量推進課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､ごみ減量推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Bごみ減量推進
課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Cごみ減
量推進課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日
に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作
成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､ごみ減量推
進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､
本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Bごみ減量推進課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Cごみ減量推進課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

565 7月16日 請求
環境部

ごみ減量推進課

ごみ減量推進課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、ごみ減量推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bごみ減
量推進課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cごみ減量推進課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できな
いもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

ごみ減量推進課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は
除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、ごみ減量
推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bごみ減量推
進課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Cごみ減量推進課
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

566 7月16日 請求
環境部

清掃事業所

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､清掃事業所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B清掃事業所のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C清掃事業所ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､清掃事業所
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B清掃事業所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C清掃事業所ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

567 7月16日 請求
環境部

清掃事業所

清掃事業所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、清掃事業所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B清掃事業所
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C清掃事
業所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

清掃事業所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、清掃事業
所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B清掃事業所のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C清掃事業所のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

568 7月16日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Bｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰのﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Cｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Bｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡Cｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

569 7月16日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転
日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Cｸﾘｰﾝｾﾝ
ﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、ｸﾘｰﾝｾﾝ
ﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰのﾗｲﾌﾞ
ﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Cｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

76



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

570 7月16日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B衛生ﾌﾟﾗﾝのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C衛生ﾌﾟﾗﾝｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のい
ずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月
13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B衛生ﾌﾟﾗﾝのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C衛生ﾌﾟﾗﾝｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀと
して開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cに
ついては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付の
ﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

571 7月16日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転
日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B衛生ﾌﾟﾗﾝﾄのﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C衛生ﾌﾟﾗﾝﾄの
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で
支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B衛生ﾌﾟﾗﾝﾄのﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C衛生ﾌﾟﾗﾝﾄのｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

572 7月16日 請求
産業部

経済振興課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B経済振興課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C経済振興課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､経済振興課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B経済振興課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C経済振興課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

573 7月16日 請求
産業部

経済振興課

経済振興課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B経済振興課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C経済振
興課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

経済振興課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、経済振興
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B経済振興課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C経済振興課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

574 7月16日 請求
産業部

企業活動支援課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B企業活動支援
課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C企業活
動支援課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日
に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作
成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､企業活動支
援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､
本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B企業活動支援課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C企業活動支援課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

575 7月16日 請求
産業部

企業活動支援課

企業活動支援課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企業活
動支援課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
C企業活動支援課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できな
いもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

企業活動支援課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は
除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、企業活動
支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企業活動支
援課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C企業活動支援課
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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576 7月16日 請求
産業部
農政課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B農政課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C農政課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､農政課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B農政課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C農政課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

577 7月16日 請求
産業部
農政課

農政課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B農政課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C農政課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

農政課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、農政課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B農政課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C農政課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

578 7月16日 請求
まちづくり推進部

都市政策課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､都市政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B都市政策課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C都市政策課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､都市政策課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B都市政策課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C都市政策課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

579 7月16日 請求
まちづくり推進部

都市政策課

都市政策課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、都市政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B都市政策課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C都市政
策課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

都市政策課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、都市政策
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B都市政策課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C都市政策課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

580 7月16日 請求
まちづくり推進部

都市整備課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､都市整備課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B都市整備課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C都市整備課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､都市整備課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B都市整備課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C都市整備課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

581 7月16日 請求
まちづくり推進部

都市整備課

都市整備課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、都市整備課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B都市整備課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C都市整
備課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

都市整備課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、都市整備
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B都市整備課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C都市整備課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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582 7月16日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､建築指導課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B建築指導課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C建築指導課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､建築指導課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B建築指導課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C建築指導課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

583 7月16日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

建築指導課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、建築指導課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B建築指導課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C建築指
導課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

建築指導課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、建築指導
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B建築指導課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C建築指導課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

584 7月16日 請求
建設部
道路課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B道路課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C道路課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､道路課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B道路課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C道路課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

585 7月16日 請求
建設部
道路課

道路課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B道路課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C道路課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

道路課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、道路課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B道路課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C道路課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

586 7月16日 請求
建設部

公園緑地課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B公園緑地課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C公園緑地課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､公園緑地課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B公園緑地課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C公園緑地課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

587 7月16日 請求
建設部

公園緑地課

公園緑地課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B公園緑地課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C公園緑
地課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

公園緑地課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、公園緑地
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B公園緑地課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C公園緑地課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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588 7月16日 請求
建設部

河川排水課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､河川排水課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B河川排水課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C河川排水課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､河川排水課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B河川排水課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C河川排水課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

589 7月16日 請求
建設部

河川排水課

河川排水課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、河川排水課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B河川排水課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C河川排
水課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

河川排水課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、河川排水
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B河川排水課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C河川排水課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

590 7月16日 請求
建設部

住宅施設課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､住宅施設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B住宅施設課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C住宅施設課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､住宅施設課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B住宅施設課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C住宅施設課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

591 7月16日 請求
建設部

住宅施設課

住宅施設課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、住宅施設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B住宅施設課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C住宅施
設課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

住宅施設課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、住宅施設
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B住宅施設課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C住宅施設課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

592 7月16日 請求
市民病院
管理課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B管理課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C管理課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､管理課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B管理課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C管理課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

593 7月16日 請求
市民病院
管理課

管理課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B管理課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C管理課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

管理課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、管理課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B管理課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C管理課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

80



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

594 7月16日 請求
市民病院
医事課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B医事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C医事課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､医事課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B医事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C医事課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

595 7月16日 請求
市民病院
医事課

医事課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B医事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C医事課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

医事課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、医事課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B医事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C医事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

596 7月16日 請求
市民病院

栄養管理室

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B栄養管理室のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C栄養管理室ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､栄養管理室
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B栄養管理室のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C栄養管理室ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

597 7月16日 請求
市民病院

栄養管理室

栄養管理室(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、栄養管理室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B栄養管理室
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C栄養管
理室のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

栄養管理室(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、栄養管理
室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B栄養管理室のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C栄養管理室のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

598 7月16日 請求
市民病院

医療連携室

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B医療連携室のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C医療連携室ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､医療連携室
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B医療連携室のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C医療連携室ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

599 7月16日 請求
市民病院

医療連携室

医療連携室(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B医療連携室
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C医療連
携室のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

医療連携室(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、医療連携
室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B医療連携室のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C医療連携室のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

81



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

600 7月16日 請求
市民病院

病院安全推進室

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B病院安全推進
室のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C病院安
全推進室ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日
に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作
成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､病院安全推
進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､
本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B病院安全推進室
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C病院安全推進室ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

601 7月16日 請求
市民病院

病院安全推進室

病院安全推進室(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B病院安
全推進室のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
C病院安全推進室のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できな
いもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

病院安全推進室(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は
除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、病院安全
推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B病院安全推
進室のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C病院安全推進室
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

602 7月16日 請求
上下水道部
企画経営課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､企画経営課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B企画経営課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C企画経営課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､企画経営課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B企画経営課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C企画経営課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

603 7月16日 請求
上下水道部
企画経営課

企画経営課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、企画経営課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企画経営課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C企画経
営課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

企画経営課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、企画経営
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企画経営課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C企画経営課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

604 7月16日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年
6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月
13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B高蔵寺浄化
ｾﾝﾀｰのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C高蔵
寺浄化ｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過
日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､
作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､高蔵寺浄化ｾ
ﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰの
ﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞ-内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交
付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

605 7月16日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令
簿(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､
本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高蔵寺
浄化ｾﾝﾀｰのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
C高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示でき
ないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は
除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、高蔵寺浄
化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高蔵寺浄化
ｾﾝﾀｰのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C高蔵寺浄化ｾﾝ
ﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

82



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

606 7月16日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B勝西浄化ｾﾝﾀｰ
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C勝西浄化ｾ
ﾝﾀｰｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提
供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あ
るいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲ
ﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､勝西浄化ｾﾝ
ﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B勝西浄化ｾﾝﾀｰのﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C勝西浄化ｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付
を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

607 7月16日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

勝西浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B勝西浄
化ｾﾝﾀｰのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C
勝西浄化ｾﾝﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できない
もの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

勝西浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除
く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、勝西浄化
ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B勝西浄化ｾﾝ
ﾀｰのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C勝西浄化ｾﾝﾀｰの
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

608 7月16日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B南部浄化ｾﾝﾀｰ
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C南部浄化ｾ
ﾝﾀｰｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提
供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あ
るいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲ
ﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､南部浄化ｾﾝ
ﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B南部浄化ｾﾝﾀｰのﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C南部浄化ｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付
を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

609 7月16日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

南部浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B南部浄
化ｾﾝﾀｰのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C
南部浄化ｾﾝﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できない
もの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

南部浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除
く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、南部浄化
ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B南部浄化ｾﾝ
ﾀｰのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C南部浄化ｾﾝﾀｰの
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

610 7月16日 請求
上下水道部

業務課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B業務課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C業務課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､業務課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B業務課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C業務課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

611 7月16日 請求
上下水道部

業務課

業務課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B業務課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C業務課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

業務課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、業務課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B業務課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C業務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

83



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

612 7月16日 請求
上下水道部
水道工務課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B水道工務課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C水道工務課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､水道工務課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B水道工務課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C水道工務課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

613 7月16日 請求
上下水道部
水道工務課

水道工務課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B水道工務課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C水道工
務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

水道工務課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、水道工務
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B水道工務課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C水道工務課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

614 7月16日 請求
上下水道部

配水管理事務所

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B配水管理事務
所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C配水管
理事務所ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日
に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作
成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､配水管理事
務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､
本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B配水管理事務所
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C配水管理事務所ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの
交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

615 7月16日 請求
上下水道部

配水管理事務所

配水管理事務所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B配水管
理事務所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
C配水管理事務所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できな
いもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

配水管理事務所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は
除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、配水管理
事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B配水管理事
務所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C配水管理事務所
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

616 7月16日 請求
上下水道部
下水建設課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B下水建設課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C下水建設課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､下水建設課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B下水建設課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C下水建設課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

617 7月16日 請求
上下水道部
下水建設課

下水建設課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B下水建設課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C下水建
設課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

下水建設課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、下水建設
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B下水建設課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C下水建設課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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618 7月16日 請求
消防本部

消防総務課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､消防総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B消防総務課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C消防総務課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､消防総務課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B消防総務課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C消防総務課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

619 7月16日 請求
消防本部

消防総務課

消防総務課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、消防総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B消防総務課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C消防総
務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

消防総務課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、消防総務
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B消防総務課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C消防総務課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

620 7月16日 請求
消防本部
予防課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B予防課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C予防課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､予防課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B予防課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C予防課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

621 7月16日 請求
消防本部
予防課

予防課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B予防課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C予防課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

予防課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、予防課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B予防課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C予防課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

622 7月16日 請求
消防本部

通信指令室

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B通信指令室のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C通信指令室ｻｰ
ﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供した
CD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるい
は更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに
限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､通信指令室
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B通信指令室のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C通信指令室ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望し
ます｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度
中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

623 7月16日 請求
消防本部

通信指令室

通信指令室(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B通信指令室
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C通信指
令室のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

通信指令室(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、通信指令
室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B通信指令室のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C通信指令室のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

85



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

624 7月16日 請求
消防本部
消防署

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B消防署のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C消防署ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､消防署ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B消防署のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C消防署ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

625 7月16日 請求
消防本部
消防署

消防署(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B消防署のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C消防署のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

消防署(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、消防署ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B消防署のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C消防署のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

626 7月16日 請求
消防本部
東出張所

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B東出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C東出張所ｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のい
ずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､東出張所ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月
13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B東出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C東出張所ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)C
については､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

627 7月16日 請求
消防本部
東出張所

東出張所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転
日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B東出張所のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C東出張所の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

東出張所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で
支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、東出張所
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B東出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C東出張所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

628 7月16日 請求
消防本部
西出張所

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B西出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C西出張所ｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のい
ずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､西出張所ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月
13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B西出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C西出張所ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)C
については､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

629 7月16日 請求
消防本部
西出張所

西出張所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転
日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B西出張所のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C西出張所の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

西出張所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で
支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、西出張所
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B西出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C西出張所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

86



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

630 7月16日 請求
消防本部
南出張所

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B南出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C南出張所ｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のい
ずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､南出張所ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月
13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B南出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C南出張所ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)C
については､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

631 7月16日 請求
消防本部
南出張所

南出張所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転
日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B南出張所のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C南出張所の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

南出張所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で
支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、南出張所
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B南出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C南出張所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

632 7月16日 請求
消防本部
北出張所

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B北出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C北出張所ｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のい
ずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､北出張所ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B北出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C北出張所ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)C
については､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

633 7月16日 請求
消防本部
北出張所

北出張所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転
日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B北出張所のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C北出張所の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

北出張所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で
支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、北出張所
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B北出張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C北出張所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

634 7月16日 請求
消防本部

高蔵寺出張所

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B高蔵寺出張所のﾗ
ｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C高蔵寺出張所
ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供し
たCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるい
は更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに
限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､高蔵寺出張
所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B高蔵寺出張所のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C高蔵寺出張所ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26
年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

635 7月16日 請求
消防本部

高蔵寺出張所

高蔵寺出張所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年
6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月
13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高蔵寺出
張所のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C高
蔵寺出張所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないも
の｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

高蔵寺出張所(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除
く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、高蔵寺出
張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､
本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高蔵寺出張所
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C高蔵寺出張所のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

87



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

636 7月16日 請求
教育委員会
教育総務課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B教育総務課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C教育総務課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､教育総務課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B教育総務課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C教育総務課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

637 7月16日 請求
教育委員会
教育総務課

教育総務課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B教育総務課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C教育総
務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

教育総務課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、教育総務
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B教育総務課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C教育総務課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

638 7月16日 請求
教育委員会
学校教育課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B学校教育課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C学校教育課ｻｰ
ﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供した
CD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるい
は更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに
限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､学校教育課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B学校教育課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C学校教育課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望し
ます｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度
中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

639 7月16日 請求
教育委員会
学校教育課

学校教育課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B学校教育課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C学校教
育課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

学校教育課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、学校教育
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B学校教育課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C学校教育課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

640 7月16日 請求
教育委員会
文化財課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､文化財課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B文化財課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C文化財課ｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のい
ずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､文化財課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月
13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B文化財課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C文化財課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀ
として開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)C
については､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付
のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

641 7月16日 請求
教育委員会
文化財課

文化財課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転
日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、文化財課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月
15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B文化財課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C文化財課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

文化財課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で
支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、文化財課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年
7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B文化財課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C文化財課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

88
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た根拠規定

642 7月16日 請求
教育委員会
学校給食課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､学校給食課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B学校給食課のﾗｲﾌﾞﾗ
ﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C学校給食課ｻｰﾊﾞ-
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-R
による写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新
のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､学校給食課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B学校給食課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C学校給食課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望しま
す｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中
の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

643 7月16日 請求
教育委員会
学校給食課

学校給食課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運
転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、学校給食課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B学校給食課
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C学校給
食課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

学校給食課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)
で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、学校給食
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B学校給食課のﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C学校給食課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

644 7月16日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､野外教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6
月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B野外教育ｾﾝﾀｰ
のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C野外教育ｾ
ﾝﾀｰｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提
供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについては､作成あ
るいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲ
ﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､野外教育ｾﾝ
ﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本
年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B野外教育ｾﾝﾀｰのﾗｲ
ﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C野外教育ｾﾝﾀｰｻｰﾊﾞ-内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付
を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

645 7月16日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ

野外教育ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿
(運転日誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、野外教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本
年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B野外教
育ｾﾝﾀｰのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C
野外教育ｾﾝﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できない
もの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

野外教育ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除
く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、野外教育
ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙ
で､本年7月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B野外教育ｾﾝ
ﾀｰのﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C野外教育ｾﾝﾀｰの
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

646 7月16日 請求
議会事務局

議事課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､議事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B議事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C議事課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､議事課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B議事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C議事課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

647 7月16日 請求
議会事務局

議事課

議事課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、議事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B議事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C議事課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

議事課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、議事課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B議事課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C議事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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648 7月16日 請求
監査事務局

監査課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B監査課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C監査課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､監査課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B監査課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C監査課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

649 7月16日 請求
監査事務局

監査課

監査課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B監査課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C監査課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

監査課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、監査課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B監査課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C監査課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

650 7月16日 請求
会計管理者

会計課

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室を対象として､会計課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚで､本年6月15日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B会計課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C会計課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付を希望します｡)Cについては､作成あるいは更新のいずれ
かのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､会計課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡B会計課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡C会計課ｻｰﾊﾞ-内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの｡(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を希望します｡)Cについて
は､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日付のﾌｧｲﾙ
に限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

651 7月16日 請求
会計管理者

会計課

会計課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日
誌は除く)で支給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び
地方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定
する法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校・保育園と､
春日井市の課室等を対象として、会計課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7月13日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B会計課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C会計課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年度中の日付のﾌｧｲﾙに限る。

会計課(平成26年度以前は従前の相当課)の旅行命令簿(運転日誌は除く)で支
給日時点で存在するものすべて
次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政
法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個
人と､春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室等を対象として、会計課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年6月15日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､本年7
月13日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B会計課のﾗｲﾌﾞﾗﾘ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡C会計課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの｡
Cについては､作成あるいは更新のいずれかのﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年度中の日
付のﾌｧｲﾙに限る。

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

652 7月17日 申出
上下水道部
下水建設課

1.公共下水道高蔵寺処理区出川地区実施設計業務委託
入札日H27.7.14
上記の金入り設計書(仕様書・図面は不要)紙ﾍﾞｰｽ

公共下水道高蔵寺処理区出川地区実施設計業務委託
上記の金入り設計書(仕様書､図面は除く)

7月31日 全開示

653 7月23日 請求
上下水道部
下水建設課

平成27年度公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第1工区〕管渠築
造工事上記工事の金額の入った設計書
CD-Rでの交付希望

平成27年度公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第1工区〕管渠築造工事上記
工事の金額の入った設計書
CD-Rでの交付希望

8月6日 全開示

654 7月24日 請求
上下水道部
下水建設課

管理番号2015001286
公共下水道高蔵寺処理区出川地区実施設計業務委託
(平成27年7月14日開札)
に関する金入り設計書(表紙から代価表まで）

公共下水道高蔵寺処理区出川地区実施設計業務委託
に関する金入り設計書(表紙から代価表まで）

8月7日 全開示

655 7月24日 請求
上下水道部
下水建設課

管理番号2015001074
公共下水道堀ノ内雨水2号幹線実施設計業務委託
(平成27年6月16日開札)
に関する金入り設計書(表紙から代価表まで)

公共下水道堀ノ内雨水2号幹線実施設計業務委託
に関する金入り設計書(表紙から代価表まで)

8月7日 全開示

建物総合損害共済事業の概要と事務取引の手引き中｢1.事業の対象｣他7件 全開示

建物総合損害共済委託申込承認証他1件 一部開示 法人の印影 条例第7条第3号､4号

春日井市が加入する年間契約している損害保険の証券の写し､ま
たは保障内容､保険料がわかるもの(自賠責は除く）
上記のものであれば､入札時の仕様書
期間は平成27年度に契約のもの

8月7日656 7月24日 申出
財政部

管財契約課
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

657 7月27日 申出
まちづくり推進部

都市政策課

平成27年1月1日から6月30日までに付定のあった春日井市住居
表示に関する条例第3条･同規則に基づく住居表示実施地区の新
築届､付番通知書等､新設物件の受付日(付定日)･町名・住居番
号・地番の明記されている資料(氏名部分は必要ありません｡)

建物等異動届出書(平成27年1月1日～平成27年6月30日) 8月7日 一部開示 届出人の住所､氏名､電話番号 条例第7条第2号

658 7月28日 申出
上下水道部
水道工務課

平成27年度5月25日付公告の知多配水場築造工事(電気)の金入
り設計書

平成27年度知多配水場築造工事(電気)金入り設計書 8月5日 全開示

659 7月29日 請求
総務部

公平委員会
平成13年度以降の索引目次に登録されている文書全部 平成13年度以降の索引目次に登録されている文書全部 8月28日 不開示

憲法第12条､民法第1
条第3項

平成26年度全国学力・学習状況調査に関する準備のための学校基本情報の確
認について(依頼)他25件

全開示

平成26年度全国学力・学習状況調査に係る
･実施状況(春日井市)他２件

一部開示

･各学校の平均正答数､平均正答率､中央値､標準偏
差
・各学校の回答結果
･解除ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ

条例第7条第7号

平成26年度全国学力・学習状況調査に係る
･調査結果概況(各学校)他7件

不開示 条例第7条第7号

661 7月30日 請求
教育委員会
学校教育課

1．2015.5，6月分の市立小中学校各教職員の｢労働時間等の記
録｣
2．各校長から提出された、2015年6月分の｢長時間労働による健
康障害防止のための報告書｣

市立小中学校各教員の｢労働時間等の記録｣(2015年5月､6月分) 9月11日 一部開示 休暇の種類及び職面の理由 条例第7条第2号

662 7月30日 請求
教育委員会
学校教育課

1．2014(H26)年度春日井市立各小学校において､『春日井市立小
中学校特定事業主行動計画』に関する学習会等を行ったことが分
かるすべての文書(例:職員会議録､学習会年間計画表等)．及び､
当該学習会等において､使用された資料（ただし､右『行動計画』を
除く)．

1平成27年度学校日誌(春日井市小､篠原小)
2平成27年度打合せ記録(山王小､神屋小)

9月7日 一部開示 当該校職員の休暇の種類､婚姻情報 条例第7条第2号

663 7月31日 請求
総務部
総務課

平成13年以降に春日井市が当事者となった､訴訟、和解､和解､示
談の経緯から最終段階に至るまでの経緯がわかる文書(弁護士と
の協議､訴状､証拠､判決文等)

平成13年以降に春日井市が当事者となった､訴訟、和解､和解､示談の経緯から
最終段階に至るまでの経緯がわかる文書(弁護士との協議､訴状､証拠､判決文
等)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

664 7月31日 申出
総務部
総務課

平成12年以前に春日井市が当事者となった､訴訟、和解､和解､示
談の経緯から最終段階に至るまでの経緯がわかる文書(弁護士と
の協議､訴状､証拠､判決文等)

平成12年以前に春日井市が当事者となった､訴訟、和解､和解､示談の経緯から
最終段階に至るまでの経緯がわかる文書(弁護士との協議､訴状､証拠､判決文
等)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

665 7月31日 請求
総務部
総務課

春日井市情報公開･個人情報保護審査会において作成・取得され
た文書(異議申立人あるいは諮問実施機関から提出を受けた異議
申立書､不開示理由説明書､資料､審査会が調査することによっ
て､作成､取得された文書､審査会の議事録など)(諮問第26号につ
いて､異議申立人から提出を受けた異議申立書、資料は除く｡)

春日井市情報公開･個人情報保護審査会において作成・取得された文書(異議
申立人あるいは諮問実施機関から提出を受けた異議申立書､不開示理由説明
書､資料､審査会が調査することによって､作成､取得された文書､審査会の議事
録など)(諮問第26号について､異議申立人から提出を受けた異議申立書、資料
は除く｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

666 7月31日 請求
総務部
総務課

春日井市情報公開･個人情報保護審査会答申(諮問第27号)にお
いて本件工場と表現されている工場についての公害指導に伴って
作成､取得された文書全部

春日井市情報公開･個人情報保護審査会答申(諮問第27号)において本件工場
と表現されている工場についての公害指導に伴って作成､取得された文書全部

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

667 7月31日 申出 公平委員会
文書件名目録あるいは､相当の資料に登録されている､公平委員
会の平成12年度以前の文書で､残っているものすべて

文書件名目録あるいは､相当の資料に登録されている､公平委員会の平成12年
度以前の文書で､残っているものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

668 7月31日 請求
総務部
人事課

人事課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配
布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

人事課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布された資料
を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

669 7月31日 請求
総務部
人事課

次のABの文書A人事課のLAPISのﾏﾆｭｱﾙB人事課で受けた職員
等(特別職､ｱﾙﾊﾞｲﾄ､非常勤等を含む､市が労働に対する対価を支
払っているすべての労働者)の苦情について記録された文書で､平
成24年度以降に作成､取得されたもの

次のABの文書A人事課のLAPISのﾏﾆｭｱﾙB人事課で受けた職員等(特別職､ｱﾙ
ﾊﾞｲﾄ､非常勤等を含む､市が労働に対する対価を支払っているすべての労働者)
の苦情について記録された文書で､平成24年度以降に作成､取得されたもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

670 7月31日 請求
環境部

環境政策課
環境政策課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等
で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

環境政策課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布された
資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

671 7月31日 請求
環境部

環境保全課
環境保全課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等
で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

環境保全課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布された
資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

672 7月31日 請求
環境部

環境保全課

平成13年度から請求日までに作成・取得された次のABCDEFの文
書A公害苦情処理簿B水質汚濁防止関係法関係綴C騒音･振動・
悪臭関係の例規集D粉塵関係の例規集E東海ﾌﾞﾛｯｸ騒音･振動･悪
臭連絡協議会の関連文書F電算処理に係る保護ﾃﾞｰﾀ利用申請関
連文書

平成13年度から請求日までに作成・取得された次のABCDEFの文書A公害苦情
処理簿B水質汚濁防止関係法関係綴C騒音･振動・悪臭関係の例規集D粉塵関
係の例規集E東海ﾌﾞﾛｯｸ騒音･振動･悪臭連絡協議会の関連文書F電算処理に
係る保護ﾃﾞｰﾀ利用申請関連文書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

660 7月30日 請求
教育委員会
学校教育課

1.2014(H26）年度｢全国学力･学習状況調査｣に関するすべての文
書(個人情報部分を除く)．

9月14日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

673 7月31日 請求
環境部

ごみ減量推進課

平成13年度から請求日までに作成・取得された､廃棄物処理法､あ
るいは､愛知県か春日井市が制定した条例の廃棄物に関する規
定についての解釈･運用が記載された関係綴・例規集のような文
書

平成13年度から請求日までに作成・取得された､廃棄物処理法､あるいは､愛知
県か春日井市が制定した条例の廃棄物に関する規定についての解釈･運用が
記載された関係綴・例規集のような文書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

674 7月31日 請求
建設部

公園緑地課
公園のCADﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供した
CD-Rによる写しの交付をお願いします。)

公園のCADﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付をお願いします。)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

675 7月31日 請求
建設部

河川排水課
河川排水課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等
で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

河川排水課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布された
資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

676 7月31日 請求
上下水道部
企画経営課

企画経営課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等
で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

企画経営課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布された
資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

677 7月31日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会
議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべ
て

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布さ
れた資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

678 7月31日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ
勝西浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議
等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

勝西浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布され
た資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

679 7月31日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ
南部浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議
等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

南部浄化ｾﾝﾀｰ(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布され
た資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

680 7月31日 請求
上下水道部

業務課
業務課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配
布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

業務課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布された資料
を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

681 7月31日 請求
上下水道部
水道工務課

水道工務課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等
で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

水道工務課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布された
資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

682 7月31日 請求
上下水道部

配水管理事務所

配水管理事務所(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会
議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべ
て

配水管理事務所(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布さ
れた資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

683 7月31日 請求
上下水道部
下水建設課

下水建設課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等
で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

下水建設課(平成26年度以前は従前の相当課)の復命書(会議等で配布された
資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

684 7月31日 申出
教育委員会
教育総務課

平成12年以前に教育委員会が当事者となった､訴訟､和解､示談
の経緯から最終段階に至るまでの経緯がわかる文書(弁護士との
協議､訴状､準備書面､証拠､判決文等)で残っているもの

平成12年以前に教育委員会が当事者となった､訴訟､和解､示談の経緯から最
終段階に至るまでの経緯がわかる文書(弁護士との協議､訴状､準備書面､証
拠､判決文等)で残っているもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

685 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

平成13年以降に春日井市教育委員会が当事者となった､訴訟､和
解､示談の経緯から最終段階に至るまでの経緯がわかる文書(弁
護士との協議､訴状､準備書面､証拠､判決文等)で残っているもの

平成13年以降に春日井市教育委員会が当事者となった､訴訟､和解､示談の経
緯から最終段階に至るまでの経緯がわかる文書(弁護士との協議､訴状､準備書
面､証拠､判決文等)で残っているもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

686 7月31日 申出
まちづくり推進部

建築指導課
H09認建春建001673の建築計画概要書 H09認建春建001673の建築計画概要書 8月7日 全開示

687 7月31日 請求
企画政策部

秘書課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ秘書課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑﾏﾆｭｱﾙで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ秘書課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

92



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

688 7月31日 請求
企画政策部

秘書課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B秘書課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､秘書課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B秘書課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

689 7月31日 請求
企画政策部
企画政策課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､企画政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ企画政策課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､企画政策課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ企画政策課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

690 7月31日 請求
企画政策部
企画政策課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､企画政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企画政策課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､企画政策課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企画政策課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

691 7月31日 請求
企画政策部

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂﾆｭｰﾀｳﾝ創生課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂﾆｭｰﾀｳﾝ創生課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる
写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

93



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

692 7月31日 請求
企画政策部

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bﾆｭｰﾀｳﾝ創生課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bﾆｭｰﾀｳﾝ創生課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

693 7月31日 請求
企画政策部
広報広聴課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､広報広聴課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ広報広聴課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､広報広聴課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ広報広聴課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

694 7月31日 請求
企画政策部
広報広聴課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､広報広聴課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B広報広聴課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､広報広聴課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B広報広聴課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

94



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

695 7月31日 請求
総務部
総務課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ総務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ総務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

696 7月31日 請求
総務部
総務課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B総務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B総務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

697 7月31日 請求
総務部
人事課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ人事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ
LAPISのﾃﾞｰﾀは当然含まれる平成25年度以降に稼動した情報ｼｽ
ﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ人事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀLAPISのﾃﾞｰﾀは当然含まれる平成25年度以降
に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

95



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

698 7月31日 請求
総務部
人事課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B人事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､人事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B人事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

699 7月31日 請求
総務部

市民安全課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､市民安全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ市民安全課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､市民安全課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ市民安全課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

700 7月31日 請求
総務部

市民安全課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､市民安全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民安全課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､市民安全課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民安全課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

96



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

701 7月31日 請求
総務部

交通対策課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､交通対策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ交通対策課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､交通対策課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ交通対策課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

702 7月31日 請求
総務部

交通対策課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､交通対策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B交通対策課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､交通対策課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B交通対策課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

703 7月31日 請求
総務部

情報ｼｽﾃﾑ課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ情報ｼｽﾃﾑ課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更
新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ情報ｼｽﾃﾑ課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの
交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

97



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

704 7月31日 請求
総務部

情報ｼｽﾃﾑ課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B情報ｼｽﾃﾑ課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､情報ｼｽﾃﾑ課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B情報ｼｽﾃﾑ課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ
が平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

705 7月31日 請求
財政部
財政課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ財政課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの(支出負担行為のﾃﾞｰﾀは当然含まれる)

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ財政課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(支出負担行為のﾃﾞｰﾀは当然含まれる)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

706 7月31日 請求
財政部
財政課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B財政課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､財政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B財政課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

98



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

707 7月31日 請求
財政部

管財契約課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ管財契約課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､管財契約課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ管財契約課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

708 7月31日 請求
財政部

管財契約課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､管財契約課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B管財契約課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､管財契約課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B管財契約課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

709 7月31日 請求
財政部

市民税課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､ 市民税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ 市民税課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲ
ﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に
提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､ 市民税課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ 市民税課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希
望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

99



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

710 7月31日 請求
財政部

市民税課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､ 市民税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B 市民税課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､ 市民税課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B 市民税課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

711 7月31日 請求
財政部

資産税課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､資産税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ資産税課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提
供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､資産税課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ資産税課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希
望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

712 7月31日 請求
財政部

資産税課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､資産税課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B資産税課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､資産税課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B資産税課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

713 7月31日 請求
財政部
収納課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ収納課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ収納課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

714 7月31日 請求
財政部
収納課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B収納課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､収納課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B収納課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

715 7月31日 請求
市民生活部

市民活動推進課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､市民活動推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7
月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ市民活動推進課
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､市民活動推進
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開
示請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ市民活動推進課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによ
る写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

101



整理
番号
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公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
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等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

716 7月31日 請求
市民生活部

市民活動推進課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､市民活動推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民活動推進
課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bにつ
いては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙ
に限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､市民活動推進課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民活動推進課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

717 7月31日 請求
市民生活部

男女共同参画課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､男女共同参画課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7
月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ男女共同参画課
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､男女共同参画
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開
示請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ男女共同参画課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによ
る写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

718 7月31日 請求
市民生活部

男女共同参画課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､男女共同参画課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B男女共同参画
課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bにつ
いては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙ
に限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､男女共同参画課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B男女共同参画課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

102



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

719 7月31日 請求
市民生活部

市民課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ市民課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ市民課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

720 7月31日 請求
市民生活部

市民課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､市民課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B市民課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

721 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ文化課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ文化課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

103



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

722 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B文化課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､文化課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B文化課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

723 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂｽﾎﾟｰﾂ課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提
供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞ
ﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂｽﾎﾟｰﾂ課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希
望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

724 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bｽﾎﾟｰﾂ課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､ｽﾎﾟｰﾂ課ﾒｰﾙｱﾄﾞ
ﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bｽﾎﾟｰﾂ課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26
年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

104



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

725 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部
生涯学習課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､生涯学習課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ生涯学習課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､生涯学習課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ生涯学習課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

726 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部
生涯学習課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､生涯学習課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B生涯学習課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､生涯学習課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B生涯学習課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

727 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ図書館のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ図書館のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

105



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

728 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B図書館のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､図書館ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B図書館のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

729 7月31日 請求
健康福祉部
健康増進課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､健康増進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ健康増進課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､健康増進課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ健康増進課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

730 7月31日 請求
健康福祉部
健康増進課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､健康増進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B健康増進課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､健康増進課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B健康増進課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

106



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

731 7月31日 請求
健康福祉部
高齢福祉課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､高齢福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ高齢福祉課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､高齢福祉課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ高齢福祉課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

732 7月31日 請求
健康福祉部
高齢福祉課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､高齢福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高齢福祉課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､高齢福祉課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高齢福祉課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

733 7月31日 請求
健康福祉部
介護保険課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､介護保険課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ介護保険課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､介護保険課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ介護保険課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

107



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

734 7月31日 請求
健康福祉部
介護保険課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､介護保険課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B介護保険課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､介護保険課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B介護保険課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

735 7月31日 請求
健康福祉部

障がい福祉課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､障がい福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ障がい福祉課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､障がい福祉課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ障がい福祉課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写し
の交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

736 7月31日 請求
健康福祉部

障がい福祉課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､障がい福祉課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B障がい福祉課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､障がい福祉課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B障がい福祉課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ
が平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

108



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

737 7月31日 請求
健康福祉部
生活援護課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､生活援護課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ生活援護課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､生活援護課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ生活援護課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

738 7月31日 請求
健康福祉部
生活援護課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､生活援護課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B生活援護課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､生活援護課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B生活援護課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

739 7月31日 請求
健康福祉部

保険医療年金課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､保険医療年金課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7
月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ保険医療年金課
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､保険医療年金
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開
示請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ保険医療年金課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによ
る写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

109



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

740 7月31日 請求
健康福祉部

保険医療年金課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､保険医療年金課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B保険医療年金
課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bにつ
いては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙ
に限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､保険医療年金課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B保険医療年金課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

741 7月31日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､子ども政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ子ども政策課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更
新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､子ども政策課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ子ども政策課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの
交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

742 7月31日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､子ども政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B子ども政策課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､子ども政策課ﾒｰ
ﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B子ども政策課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ
が平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

743 7月31日 請求
青少年子ども部

保育課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ保育課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ保育課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

744 7月31日 請求
青少年子ども部

保育課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B保育課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､保育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B保育課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

745 7月31日 請求
環境部

環境政策課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､環境政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ環境政策課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､環境政策課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ環境政策課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

746 7月31日 請求
環境部

環境政策課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､環境政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B環境政策課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､環境政策課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B環境政策課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

747 7月31日 請求
環境部

環境保全課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､環境保全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ環境保全課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､環境保全課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ環境保全課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

748 7月31日 請求
環境部

環境保全課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､環境保全課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B環境保全課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､環境保全課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B環境保全課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

112



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

749 7月31日 請求
環境部

ごみ減量推進課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､ごみ減量推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7
月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂごみ減量推進課
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､ごみ減量推進課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂごみ減量推進課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる
写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

750 7月31日 請求
環境部

ごみ減量推進課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､ごみ減量推進課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bごみ減量推進
課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bにつ
いては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙ
に限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､ごみ減量推進課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bごみ減量推進課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

751 7月31日 請求
環境部

清掃事業所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､清掃事業所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ清掃事業所のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､清掃事業所ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ清掃事業所のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

752 7月31日 請求
環境部

清掃事業所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､清掃事業所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B清掃事業所のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､清掃事業所ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B清掃事業所のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

753 7月31日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰのｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

754 7月31日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡Bｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

114



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

755 7月31日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ衛生ﾌﾟﾗﾝﾄのｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲ
ﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に
提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ衛生ﾌﾟﾗﾝﾄのｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希
望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

756 7月31日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B衛生ﾌﾟﾗﾝﾄのｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B衛生ﾌﾟﾗﾝﾄのｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

757 7月31日 請求
産業部

経済振興課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ経済振興課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､経済振興課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ経済振興課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

115



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

758 7月31日 請求
産業部

経済振興課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､経済振興課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B経済振興課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､経済振興課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B経済振興課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

759 7月31日 請求
産業部

企業活動支援課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7
月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ企業活動支援課
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､企業活動支援
課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開
示請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ企業活動支援課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによ
る写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

760 7月31日 請求
産業部

企業活動支援課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､企業活動支援課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企業活動支援
課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bにつ
いては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙ
に限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､企業活動支援課
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企業活動支援課の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

116



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

761 7月31日 請求
産業部
農政課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ農政課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ農政課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

762 7月31日 請求
産業部
農政課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B農政課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､農政課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B農政課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

763 7月31日 請求
まちづくり推進部

都市政策課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､都市政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ都市政策課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､都市政策課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ都市政策課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

117



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

764 7月31日 請求
まちづくり推進部

都市政策課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､都市政策課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B都市政策課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､都市政策課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B都市政策課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

765 7月31日 請求
まちづくり推進部

都市整備課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､都市整備課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ都市整備課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､都市整備課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ都市整備課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

766 7月31日 請求
まちづくり推進部

都市整備課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､都市整備課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B都市整備課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､都市整備課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B都市整備課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

118



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

767 7月31日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､建築指道課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ建築指道課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､建築指道課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ建築指道課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

768 7月31日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､建築指道課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B建築指道課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､建築指道課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B建築指道課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

769 7月31日 請求
建設部
道路課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ道路課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ道路課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

119



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

770 7月31日 請求
建設部
道路課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B道路課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､道路課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B道路課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

771 7月31日 請求
建設部

公園緑地課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ公園緑地課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､公園緑地課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ公園緑地課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

772 7月31日 請求
建設部

公園緑地課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､公園緑地課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B公園緑地課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､公園緑地課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B公園緑地課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

120



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

773 7月31日 請求
建設部

河川排水課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､河川排水課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ河川排水課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､河川排水課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ河川排水課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

774 7月31日 請求
建設部

河川排水課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､河川排水課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B河川排水課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､河川排水課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B河川排水課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

775 7月31日 請求
建設部

住宅施設課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､住宅施設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ住宅施設課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､住宅施設課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ住宅施設課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

121



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

776 7月31日 請求
建設部

住宅施設課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､住宅施設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B住宅施設課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､住宅施設課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B住宅施設課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

777 7月31日 請求
市民病院

栄養管理室

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､栄養管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ栄養管理課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､栄養管理課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ栄養管理課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

778 7月31日 請求
市民病院

栄養管理室

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､栄養管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B栄養管理課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､栄養管理課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B栄養管理課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

122



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

779 7月31日 請求
市民病院

医療連携室

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ医療連携室のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､医療連携室ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ医療連携室のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

780 7月31日 請求
市民病院

医療連携室

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､医療連携室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B医療連携室のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､医療連携室ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B医療連携室のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

781 7月31日 請求
市民病院
管理課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ管理課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ管理課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

123



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

782 7月31日 請求
市民病院
管理課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B管理課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､管理課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B管理課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

783 7月31日 請求
市民病院
医事課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ医事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ医事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

784 7月31日 請求
市民病院
医事課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B医事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､医事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B医事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

124



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

785 7月31日 請求
市民病院

病院安全推進室

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7
月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ病院安全推進室
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､病院安全推進
室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開
示請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ病院安全推進室の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによ
る写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

786 7月31日 請求
市民病院

病院安全推進室

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､病院安全推進室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B病院安全推進
室のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bにつ
いては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙ
に限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､病院安全推進室
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B病院安全推進室の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

787 7月31日 請求
上下水道部
企画経営課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､企画経営課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ企画経営課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､企画経営課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ企画経営課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

125



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

788 7月31日 請求
上下水道部
企画経営課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､企画経営課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企画経営課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､企画経営課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B企画経営課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

789 7月31日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7
月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ高蔵寺浄化ｾﾝ
ﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについ
ては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに
限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺浄化ｾﾝ
ﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開
示請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰの
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによ
る写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

790 7月31日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高蔵寺浄化ｾﾝ
ﾀｰのｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bにつ
いては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙ
に限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､高蔵寺浄化ｾﾝ
ﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開
示請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲ
ﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

126



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

791 7月31日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ勝西浄化ｾﾝﾀｰの
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰ
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ勝西浄化ｾﾝﾀｰのｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる
写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

792 7月31日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B勝西浄化ｾﾝﾀｰの
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､勝西浄化ｾﾝﾀｰ
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B勝西浄化ｾﾝﾀｰのｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

793 7月31日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ南部浄化ｾﾝﾀｰの
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､南部浄化ｾﾝﾀｰ
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ南部浄化ｾﾝﾀｰのｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる
写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

127



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

794 7月31日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､南部浄化ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B南部浄化ｾﾝﾀｰの
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､南部浄化ｾﾝﾀｰ
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B南部浄化ｾﾝﾀｰのｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

795 7月31日 請求
上下水道部

業務課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ業務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ業務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

796 7月31日 請求
上下水道部

業務課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B業務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､業務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B業務課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

128



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

797 7月31日 請求
上下水道部
水道工務課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ水道工務課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､水道工務課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ水道工務課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

798 7月31日 請求
上下水道部
水道工務課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､水道工務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B水道工務課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､水道工務課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B水道工務課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

799 7月31日 請求
上下水道部

配水管理事務所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7
月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ配水管理事務所
のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､配水管理事務
所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開
示請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ配水管理事務所の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによ
る写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

800 7月31日 請求
上下水道部

配水管理事務所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､配水管理事務所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B配水管理事務
所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bにつ
いては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙ
に限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､配水管理事務所
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B配水管理事務所の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

801 7月31日 請求
上下水道部
下水建設課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ下水建設課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､下水建設課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ下水建設課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

802 7月31日 請求
上下水道部
下水建設課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､下水建設課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B下水建設課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､下水建設課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B下水建設課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

803 7月31日 請求
会計管理者

会計課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､会計課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ会計課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､会計課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ会計課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

804 7月31日 請求
会計管理者

会計課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､会計課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B会計課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､会計課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B会計課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

805 7月31日 請求
消防本部

消防総務課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､消防総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ消防総務課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､消防総務課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ消防総務課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

131



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

806 7月31日 請求
消防本部

消防総務課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､消防総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B消防総務課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､消防総務課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B消防総務課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

807 7月31日 請求
消防本部
予防課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ予防課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ予防課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

808 7月31日 請求
消防本部
予防課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B予防課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､予防課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B予防課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

132



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

809 7月31日 請求
消防本部

通信指令室

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ通信指令室のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､通信指令室ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ通信指令室のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

810 7月31日 請求
消防本部

通信指令室

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､通信指令室ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B通信指令室のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､通信指令室ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B通信指令室のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

811 7月31日 請求
消防本部
消防署

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ消防署のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ消防署のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

812 7月31日 請求
消防本部
消防署

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B消防署のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､消防署ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B消防署のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

813 7月31日 請求
消防本部
東出張所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ東出張所のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提
供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､東出張所ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ東出張所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希
望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

814 7月31日 請求
消防本部
東出張所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､東出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B東出張所のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､東出張所ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B東出張所のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

134



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

815 7月31日 請求
消防本部
西出張所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ西出張所のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提
供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､西出張所ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ西出張所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希
望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

816 7月31日 請求
消防本部
西出張所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､西出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B西出張所のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､西出張所ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B西出張所のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

817 7月31日 請求
消防本部
南出張所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ南出張所のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提
供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､南出張所ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ南出張所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希
望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

135



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

818 7月31日 請求
消防本部
南出張所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､南出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B南出張所のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新の

ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書

請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存

在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等

すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､南出張所ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B南出張所のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

819 7月31日 請求
消防本部
北出張所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ北出張所のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提
供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､北出張所ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ北出張所のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希
望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

820 7月31日 請求
消防本部
北出張所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､北出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B北出張所のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､北出張所ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B北出張所のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

136



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

821 7月31日 請求
消防本部

高蔵寺出張所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ高蔵寺出張所の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､高蔵寺出張所
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ高蔵寺出張所のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写し
の交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

822 7月31日 請求
消防本部

高蔵寺出張所

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､高蔵寺出張所ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高蔵寺出張所の
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､高蔵寺出張所
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B高蔵寺出張所のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

823 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ教育総務課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､教育総務課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ教育総務課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

137



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

824 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､教育総務課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B教育総務課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､教育総務課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B教育総務課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

825 7月31日 請求
教育委員会
学校教育課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ学校教育課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､学校教育課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ学校教育課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

826 7月31日 請求
教育委員会
学校教育課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､学校教育課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B学校教育課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､学校教育課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B学校教育課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

138



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

827 7月31日 請求
教育委員会
文化財課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､文化財課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ文化財課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑ
ｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提
供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､文化財課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ文化財課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希
望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

828 7月31日 請求
教育委員会
文化財課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､文化財課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以
降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で
存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B文化財課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､文化財課ﾒｰﾙｱ
ﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B文化財課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平
成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

829 7月31日 請求
教育委員会
学校給食課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､学校給食課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ学校給食課のｻｰﾊﾞｰ
内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新の
ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日
に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､学校給食課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求
日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ学校給食課のｻｰﾊﾞｰ内の
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成
26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交
付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

139



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

830 7月31日 請求
教育委員会
学校給食課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､学校給食課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日
以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点
で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B学校給食課のｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､学校給食課ﾒｰﾙ
ｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請
求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B学校給食課のｻｰﾊﾞｰ内
のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが
平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

831 7月31日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､野外教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月
4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ野外教育ｾﾝﾀｰの
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､
更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､野外教育ｾﾝﾀｰ
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ野外教育ｾﾝﾀｰのｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる
写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

832 7月31日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､野外教育ｾﾝﾀｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14
日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B野外教育ｾﾝﾀｰの
ｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについて
は､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限
る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､野外教育ｾﾝﾀｰ
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示
請求日時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B野外教育ｾﾝﾀｰのｻｰ
ﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀ
ﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

833 7月31日 請求
議会事務局

議事課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､議事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ議事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､議事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ議事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

834 7月31日 請求
議会事務局

議事課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､議事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B議事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､議事課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B議事課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

835 7月31日 請求
監査事務局

監査課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する
法人等と､事業を営む個人と､春日井市立の学校･保育園と､春日
井市の課室等を対象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月4日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ監査課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀ
で電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝ
ﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下
ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望します。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼ
ｽﾃﾑから出力できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS
形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀとして公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成
25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示
できるもの

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡Ａ国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条3号が規定する法人等と､事業を営む個人と､
春日井市立の学校･保育園と､春日井市の課室等を対象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月4日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時
点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの。Ｂ監査課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの｡(Ｂについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31
日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)(過日に提供下ＣＤ-Ｒによる写しの交付を希望し
ます。)
請求対象課において､請求日時点で稼動しているすべての情報ｼｽﾃﾑから出力
できるすべての電子ﾃﾞｰﾀ(PDF､CSV､TSV､TXT､XLS形式など)のうち､電子ﾃﾞｰﾀ
として公開できるものの電子ﾃﾞｰﾀ平成25年度以降に稼動した情報ｼｽﾃﾑのﾏﾆｭ
ｱﾙで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

836 7月31日 請求
監査事務局

監査課

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地
方独立行政法人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定す
る法人等と､事業を営む個人と春日井市立の学校・保育園と､春日
井市の課室を対象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽで､本年7月14日以降
送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日時点で存
在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B監査課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽ
ﾀﾝﾌﾟが平成26年3月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されてい
る文書件名において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労
働｣｢災害｣｢弁護士｣という文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会
議の復命書(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存
在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一
般職の他､非常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等
を含む､以下職員等すべてと記載する)に任用されていた職員等す
べてが､平成27年3月31日時点で相当職に任用されていた職員等
すべてから受けた事務引継書

次のABの電子ﾃﾞｰﾀ｡A国､独立行政法人等､地方公共団体及び地方独立行政法
人と､春日井市情報公開条例第7条第3号が規定する法人等と､事業を営む個人
と春日井市立の学校・保育園と､春日井市の課室を対象として､監査課ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚ
ｽで､本年7月14日以降送受信したﾒｰﾙﾃﾞｰﾀの本文と添付ﾌｧｲﾙで､開示請求日
時点で存在し､電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡B監査課のｻｰﾊﾞｰ内のﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの｡(Bについては､更新のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟが平成26年3
月31日以前の日付のﾌｧｲﾙに限る｡)
請求日対象課の平成13年度以降の文書件名目録に登録されている文書件名
において､｢捜査｣｢事故｣｢違反｣｢課長会議｣｢安全｣｢労働｣｢災害｣｢弁護士｣という
文句が含まれている文書の関連文書
請求対象課(平成26年度以前は従前の相当課)の国が主催する会議の復命書
(会議等で配布された資料を含む)で請求日時点で存在するものすべて
平成27年4月1日時点で請求対象課の職員等すべて(特別職と､一般職の他､非
常勤職員､再任職員､臨時職員(ｱﾙﾊﾞｲﾄ)･各種委員等を含む､以下職員等すべて
と記載する)に任用されていた職員等すべてが､平成27年3月31日時点で相当職
に任用されていた職員等すべてから受けた事務引継書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

837 7月31日 請求
企画政策部

秘書課

平成13年度以降の次のABの文書A秘書課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､秘書課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A秘書課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､秘書課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

838 7月31日 請求
企画政策部
企画政策課

平成13年度以降の次のABの文書A企画政策課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､企画政
策課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A企画政策課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､企画政策課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

839 7月31日 請求
企画政策部

ﾆｭｰﾀｳﾝ創生課

平成13年度以降の次のABの文書Aﾆｭｳｰﾀｳﾝ創生課が所管してい
る審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての
関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ﾆｭ
ｳｰﾀｳﾝ創生課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書Aﾆｭｳｰﾀｳﾝ創生課が所管している審査会・審
議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法
に基づく異議申立て･審査請求を､ﾆｭｳｰﾀｳﾝ創生課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

840 7月31日 請求
企画政策部
広報広聴課

平成13年度以降の次のABの文書A広報広聴課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､広報広
聴課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A広報広聴課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､広報広聴課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

841 7月31日 請求
総務部
総務課

平成13年度以降の次のABの文書A総務課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､総務課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A総務課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､総務課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

842 7月31日 請求
総務部
人事課

平成13年度以降の次のABの文書A人事課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､人事課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A人事課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､人事課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

843 7月31日 請求
総務部

市民安全課

平成13年度以降の次のABの文書A市民安全課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､市民安
全課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A市民安全課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､市民安全課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

844 7月31日 請求
総務部

交通対策課

平成13年度以降の次のABの文書A交通対策課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､交通対
策課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A交通対策課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､交通対策課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

845 7月31日 請求
総務部

情報ｼｽﾃﾑ課

平成13年度以降の次のABの文書A情報ｼｽﾃﾑ課が所管している
審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関
連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､情報ｼ
ｽﾃﾑ課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A情報ｼｽﾃﾑ課が所管している審査会・審議
会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に
基づく異議申立て･審査請求を､情報ｼｽﾃﾑ課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

846 7月31日 請求
財政部
財政課

平成13年度以降の次のABの文書A財政課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､財政課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A財政課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､財政課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

847 7月31日 請求
財政部

管財契約課

平成13年度以降の次のABの文書A管財契約課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､管財契
約課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A管財契約課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､管財契約課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

848 7月31日 請求
財政部

市民税課

平成13年度以降の次のABの文書A市民税課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､市民税課
が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A市民税課が所管している審査会・審議会の
議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づ
く異議申立て･審査請求を､市民税課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

849 7月31日 請求
財政部

資産税課

平成13年度以降の次のABの文書A資産税課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､資産税課
が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A資産税課が所管している審査会・審議会の
議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づ
く異議申立て･審査請求を､資産税課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

850 7月31日 請求
財政部
収納課

平成13年度以降の次のABの文書A収納課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､収納課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A収納課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､収納課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

851 7月31日 請求
市民生活部

市民活動推進課

平成13年度以降の次のABの文書A市民活動推進課が所管してい
る審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての
関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､市
民活動推進課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A市民活動推進課が所管している審査会・審
議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法
に基づく異議申立て･審査請求を､市民活動推進課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

852 7月31日 請求
市民生活部

男女共同参画課

平成13年度以降の次のABの文書A男女共同参画課が所管してい
る審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての
関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､男
女共同参画課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A男女共同参画課が所管している審査会・審
議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法
に基づく異議申立て･審査請求を､男女共同参画課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

853 7月31日 請求
市民生活部

市民課

平成13年度以降の次のABの文書A市民課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､市民課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A市民課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､市民課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

854 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

平成13年度以降の次のABの文書A文化課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､文化課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A文化課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､文化課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

855 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

平成13年度以降の次のABの文書A ｽﾎﾟｰﾂ課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ ｽﾎﾟｰﾂ課
が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A ｽﾎﾟｰﾂ課が所管している審査会・審議会の
議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づ
く異議申立て･審査請求を､ ｽﾎﾟｰﾂ課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

856 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部
生涯学習課

平成13年度以降の次のABの文書A 生涯学習課が所管している
審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関
連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ 生涯
学習課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 生涯学習課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､ 生涯学習課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

857 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

平成13年度以降の次のABの文書A 図書館が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ 図書館が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 図書館が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､ 図書館が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

858 7月31日 請求
健康福祉部
健康増進課

平成13年度以降の次のABの文書A健康増進課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､健康増
進課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A健康増進課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､健康増進課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

143



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

859 7月31日 請求
健康福祉部
高齢福祉課

平成13年度以降の次のABの文書A高齢福祉課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､高齢福
祉課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A高齢福祉課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､高齢福祉課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

860 7月31日 請求
健康福祉部
介護保険課

平成13年度以降の次のABの文書A介護保険課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､介護保
険課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A介護保険課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､介護保険課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

861 7月31日 請求
健康福祉部

障がい福祉課

平成13年度以降の次のABの文書A障がい福祉課が所管している
審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関
連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､障が
い福祉課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A障がい福祉課が所管している審査会・審議
会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に
基づく異議申立て･審査請求を､障がい福祉課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

862 7月31日 請求
健康福祉部
生活援護課

平成13年度以降の次のABの文書A生活援護課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､生活援
護課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A生活援護課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､生活援護課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

863 7月31日 請求
健康福祉部

保険医療年金課

平成13年度以降の次のABの文書A保険医療年金課が所管してい
る審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての
関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､保
険医療年金課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A保険医療年金課が所管している審査会・審
議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法
に基づく異議申立て･審査請求を､保険医療年金課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

864 7月31日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

平成13年度以降の次のABの文書A子ども政策課が所管している
審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関
連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､子ども
政策課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A子ども政策課が所管している審査会・審議
会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に
基づく異議申立て･審査請求を､子ども政策課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

865 7月31日 請求
青少年子ども部

保育課

平成13年度以降の次のABの文書A保育課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､保育課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A保育課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､保育課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

866 7月31日 請求
環境部

環境政策課

平成13年度以降の次のABの文書A環境政策課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､環境政
策課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A環境政策課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､環境政策課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

867 7月31日 請求
環境部

環境保全課

平成13年度以降の次のABの文書A環境保全課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､環境保
全課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A環境保全課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､環境保全課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

868 7月31日 請求
環境部

ごみ減量推進課

平成13年度以降の次のABの文書Aごみ減量推進課が所管してい
る審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての
関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ご
み減量推進課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書Aごみ減量推進課が所管している審査会・審
議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法
に基づく異議申立て･審査請求を､ごみ減量推進課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

869 7月31日 請求
環境部

清掃事業所

平成13年度以降の次のABの文書A清掃事業所が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､清掃事
業所が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A清掃事業所が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､清掃事業所が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

870 7月31日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

平成13年度以降の次のABの文書Aｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰが所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ｸﾘｰﾝｾﾝ
ﾀｰが担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書Aｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰが所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰが担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

871 7月31日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

平成13年度以降の次のABの文書A衛生ﾌﾟﾗﾝﾄが所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､衛生ﾌﾟﾗ
ﾝﾄが担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A衛生ﾌﾟﾗﾝﾄが所管している審査会・審議会の
議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づ
く異議申立て･審査請求を､衛生ﾌﾟﾗﾝﾄが担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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872 7月31日 請求
産業部

経済振興課

平成13年度以降の次のABの文書A経済振興課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､経済振
興課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A経済振興課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､経済振興課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

873 7月31日 請求
産業部

企業活動支援課

平成13年度以降の次のABの文書A企業活動支援課が所管してい
る審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての
関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､企
業活動支援課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A企業活動支援課が所管している審査会・審
議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法
に基づく異議申立て･審査請求を､企業活動支援課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

874 7月31日 請求
産業部
農政課

平成13年度以降の次のABの文書A農政課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､農政課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A農政課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､農政課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

875 7月31日 請求
まちづくり推進部

都市政策課

平成13年度以降の次のABの文書A都市政策課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､都市政
策課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A都市政策課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､都市政策課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

876 7月31日 請求
まちづくり推進部

都市整備課

平成13年度以降の次のABの文書A都市整備課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､都市整
備課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A都市整備課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､都市整備課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

877 7月31日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

平成13年度以降の次のABの文書A建築指導課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､建築指
導課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A建築指導課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､建築指導課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

878 7月31日 請求
建設部
道路課

平成13年度以降の次のABの文書A道路課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､道路課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A道路課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､道路課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

879 7月31日 請求
建設部

公園緑地課

平成13年度以降の次のABの文書A公園緑地課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､公園緑
地課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A公園緑地課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､公園緑地課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

880 7月31日 請求
建設部

河川排水課

平成13年度以降の次のABの文書A河川排水課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､河川排
水課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A河川排水課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､河川排水課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

881 7月31日 請求
建設部

住宅施設課

平成13年度以降の次のABの文書A住宅施設課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､住宅施
設課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A住宅施設課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､住宅施設課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

882 7月31日 請求
市民病院
管理課

平成13年度以降の次のABの文書A管理課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､管理課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A管理課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､管理課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

883 7月31日 請求
市民病院
医事課

平成13年度以降の次のABの文書A医事課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､医事課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A医事課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､医事課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

884 7月31日 請求
市民病院

栄養管理室

平成13年度以降の次のABの文書A 栄養管理室が所管している
審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関
連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ 栄養
管理室が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 栄養管理室が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､ 栄養管理室が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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885 7月31日 請求
市民病院

医療連携室

平成13年度以降の次のABの文書A 医療連携室が所管している
審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関
連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ 医療
連携室が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 医療連携室が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､ 医療連携室が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

886 7月31日 請求
市民病院

病院安全推進室

平成13年度以降の次のABの文書A 病院安全推進室が所管して
いる審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案について
の関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､
病院安全推進室が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 病院安全推進室が所管している審査会・審
議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法
に基づく異議申立て･審査請求を､ 病院安全推進室が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

887 7月31日 請求
上下水道部
企画経営課

平成13年度以降の次のABの文書A 企画経営課が所管している
審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関
連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ 企画
経営課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 企画経営課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､ 企画経営課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

888 7月31日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

平成13年度以降の次のABの文書A 高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰが所管して
いる審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案について
の関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､
高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰが担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰが所管している審査会・
審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査
法に基づく異議申立て･審査請求を､ 高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰが担当した場合の関連
文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

889 7月31日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

平成13年度以降の次のABの文書A 勝西浄化ｾﾝﾀｰが所管してい
る審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての
関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ 勝
西浄化ｾﾝﾀｰが担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 勝西浄化ｾﾝﾀｰが所管している審査会・審
議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法
に基づく異議申立て･審査請求を､ 勝西浄化ｾﾝﾀｰが担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

890 7月31日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

平成13年度以降の次のABの文書A 南部浄化ｾﾝﾀｰが所管してい
る審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての
関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ 南
部浄化ｾﾝﾀｰが担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 南部浄化ｾﾝﾀｰが所管している審査会・審
議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法
に基づく異議申立て･審査請求を､ 南部浄化ｾﾝﾀｰが担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

891 7月31日 請求
上下水道部

業務課

平成13年度以降の次のABの文書A 業務課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ 業務課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 業務課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､ 業務課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

892 7月31日 請求
上下水道部
水道工務課

平成13年度以降の次のABの文書A 水道工務課が所管している
審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関
連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､ 水道
工務課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 水道工務課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､ 水道工務課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

893 7月31日 請求
上下水道部

配水管理事務所

平成13年度以降の次のABの文書A 配水管理事務所が所管して
いる審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案について
の関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､
配水管理事務所が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A 配水管理事務所が所管している審査会・審
議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法
に基づく異議申立て･審査請求を､ 配水管理事務所が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

894 7月31日 請求
上下水道部
下水建設課

平成13年度以降の次のABの文書A下水建設課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､下水建
設課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A下水建設課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､下水建設課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

895 7月31日 請求
消防本部

消防総務課

平成13年度以降の次のABの文書A消防総務課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､消防総
務課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A消防総務課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､消防総務課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

896 7月31日 請求
消防本部
予防課

平成13年度以降の次のABの文書A予防課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､予防課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A予防課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､予防課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

897 7月31日 請求
消防本部

通信指令室

平成13年度以降の次のABの文書A通信指令室が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､通信指
令室が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A通信指令室が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､通信指令室が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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898 7月31日 請求
消防本部
消防署

平成13年度以降の次のABの文書A消防署が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､消防署が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A消防署が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､消防署が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

899 7月31日 請求
消防本部
東出張所

平成13年度以降の次のABの文書A東出張所が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､東出張所
が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A東出張所が所管している審査会・審議会の
議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づ
く異議申立て･審査請求を､東出張所が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

900 7月31日 請求
消防本部
西出張所

平成13年度以降の次のABの文書A西出張所が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､西出張所
が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A西出張所が所管している審査会・審議会の
議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づ
く異議申立て･審査請求を､西出張所が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

901 7月31日 請求
消防本部
南出張所

平成13年度以降の次のABの文書A南出張所が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､南出張所
が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A南出張所が所管している審査会・審議会の
議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づ
く異議申立て･審査請求を､南出張所が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

902 7月31日 請求
消防本部
北出張所

平成13年度以降の次のABの文書A北出張所が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､北出張所
が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A北出張所が所管している審査会・審議会の
議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づ
く異議申立て･審査請求を､北出張所が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

903 7月31日 請求
消防本部

高蔵寺出張所

平成13年度以降の次のABの文書A高蔵寺出張所が所管している
審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関
連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､高蔵
寺出張所が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A高蔵寺出張所が所管している審査会・審議
会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に
基づく異議申立て･審査請求を､高蔵寺出張所が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

904 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

平成13年度以降の次のABの文書A教育総務課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､教育総
務課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A教育総務課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､教育総務課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

905 7月31日 請求
教育委員会
学校教育課

平成13年度以降の次のABの文書A学校教育課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､学校教
育課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A学校教育課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､学校教育課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

906 7月31日 請求
教育委員会
文化財課

平成13年度以降の次のABの文書A文化財課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､文化財課
が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A文化財課が所管している審査会・審議会の
議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づ
く異議申立て･審査請求を､文化財課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

907 7月31日 請求
教育委員会
学校給食課

平成13年度以降の次のABの文書A学校給食課が所管している審
査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連
資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､学校給
食課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A学校給食課が所管している審査会・審議会
の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基
づく異議申立て･審査請求を､学校給食課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

908 7月31日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ

平成13年度以降の次のABの文書A野外教育ｾﾝﾀｰが所管してい
る審査会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての
関連資料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､野
外教育ｾﾝﾀｰが担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A野外教育ｾﾝﾀｰが所管している審査会・審議
会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に
基づく異議申立て･審査請求を､野外教育ｾﾝﾀｰが担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

909 7月31日 請求
議会事務局

議事課

平成13年度以降の次のABの文書A議事課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､議事課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A議事課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､議事課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

910 7月31日 請求
監査事務局

監査課

平成13年度以降の次のABの文書A監査課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､監査課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A監査課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､監査課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

911 7月31日 請求
会計管理者

会計課

平成13年度以降の次のABの文書A会計課が所管している審査
会・審議会の議事録とそこで議題となった議案についての関連資
料B行政不服審査法に基づく異議申立て･審査請求を､会計課が
担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要
綱すべて

平成13年度以降の次のABの文書A会計課が所管している審査会・審議会の議
事録とそこで議題となった議案についての関連資料B行政不服審査法に基づく
異議申立て･審査請求を､会計課が担当した場合の関連文書
平成13年度以降に作製・取得された請求対象課が管轄の要領･要綱すべて

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

912 7月31日 請求
総務部
総務課

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣とい
う記載を含む請求によって､特定される公文書全部のうちCとして
特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される
公文書全部のうちCとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

913 7月31日 請求
総務部
総務課

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣とい
う記載を含む請求によって､特定される公文書全部のうちCとして
特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙のうちで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される
公文書全部のうちCとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙の
うちで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

914 7月31日 請求
総務部
総務課

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む
請求によって､特定される公文書全部のうち､ｻｰﾊﾞｰに保管されて
いるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示で
きるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される公文書全部のう
ち､ｻｰﾊﾞｰに保管されているものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

915 7月31日 請求
総務部
総務課

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む
請求によって､特定される公文書全部のうちｻｰﾊﾞｰに保管されてい
るものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙のうちで電子ﾃﾞｰﾀとし
て開示できないもの

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される公文書全部のう
ちｻｰﾊﾞｰに保管されているものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙のうちで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

916 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣とい
う記載を含む請求によって､特定される公文書全部のうちCとして
特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される
公文書全部のうちCとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

917 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣とい
う記載を含む請求によって､特定される公文書全部のうちCとして
特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙のうちで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される
公文書全部のうちCとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙の
うちで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

918 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む
請求によって､特定される公文書全部のうちｻｰﾊﾞ-に保管されてい
るものとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交
付を願います)

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される公文書全部のう
ちｻｰﾊﾞ-に保管されているものとして特定されるものを除いたものすべての電子
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を
願います)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

919 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む
請求によって､特定される公文書全部のうちｻｰﾊﾞ-に保管されてい
るものとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙
のうちで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される公文書全部のう
ちｻｰﾊﾞ-に保管されているものとして特定されるものを除いたものすべての電子
ﾃﾞｰﾀと紙のうちで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

920 7月31日 請求
監査事務局

監査課

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣とい
う記載を含む請求によって､特定される公文書全部のうちCとして
特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される
公文書全部のうちCとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

921 7月31日 請求
監査事務局

監査課

平成27年7月17日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣とい
う記載を含む請求によって､特定される公文書全部のうちCとして
特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙のうちで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年7月17日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される
公文書全部のうちCとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙の
うちで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

922 7月31日 請求
監査事務局

監査課

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む
請求によって､特定される公文書全部のうちｻｰﾊﾞ-に保管されてい
るものとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交
付を願います)

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される公文書全部のう
ちｻｰﾊﾞ-に保管されているものとして特定されるものを除いたものすべての電子
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を
願います)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

923 7月31日 請求
監査事務局

監査課

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む
請求によって､特定される公文書全部のうちｻｰﾊﾞ-に保管されてい
るものとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙
のうちで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される公文書全部のう
ちｻｰﾊﾞ-に保管されているものとして特定されるものを除いたものすべての電子
ﾃﾞｰﾀと紙のうちで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

924 7月31日 請求
消防本部

消防総務課

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣とい
う記載を含む請求によって､特定される公文書全部のうちCとして
特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される
公文書全部のうちCとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

925 7月31日 請求
消防本部

消防総務課

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣とい
う記載を含む請求によって､特定される公文書全部のうちCとして
特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙のうちで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される
公文書全部のうちCとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙の
うちで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

926 7月31日 請求
消防本部

消防総務課

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む
請求によって､特定される公文書全部のうちｻｰﾊﾞ-に保管されてい
るものとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交
付を願います)

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される公文書全部のう
ちｻｰﾊﾞ-に保管されているものとして特定されるものを除いたものすべての電子
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を
願います)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

927 7月31日 請求
消防本部

消防総務課

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･ｻｰﾊﾞ・・・｣という記載を含む請
求によって､特定される公文書全部のうちｻｰﾊﾞ-に保管されている
ものとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙のう
ちで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･ｻｰﾊﾞ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される公文書全部のう
ちｻｰﾊﾞ-に保管されているものとして特定されるものを除いたものすべての電子
ﾃﾞｰﾀと紙のうちで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

928 7月31日 請求
議会事務局

議事課

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣とい
う記載を含む請求によって､特定される公文書全部のうちCとして
特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして
開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される
公文書全部のうちCとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電
子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願います)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

929 7月31日 請求
議会事務局

議事課

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣とい
う記載を含む請求によって､特定される公文書全部のうちCとして
特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙のうちで電子
ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

平成27年7月16日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･次のABCの電子ﾃﾞｰﾀ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される
公文書全部のうちCとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀと紙の
うちで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

930 7月31日 請求
議会事務局

議事課

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む
請求によって､特定される公文書全部のうちｻｰﾊﾞｰに保管されてい
るとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願
います)

平成27年7月31日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される公文書全部のう
ちｻｰﾊﾞｰに保管されているとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できるもの(過日提供したCD-Rによる写しの交付を願い
ます)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

931 7月31日 請求
議会事務局

議事課

平成27年7月32日付けで実施機関に対して提出された公文書開示
請求の｢公文書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定す
るに足りる事項｣の記述表現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む
請求によって､特定される公文書全部のうちｻｰﾊﾞｰに保管されてい
るとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰ
ﾀとして開示できないもの

平成27年7月32日付けで実施機関に対して提出された公文書開示請求の｢公文
書の名称その他の開示請求に係る公文書を特定するに足りる事項｣の記述表
現中｢･･･ｻｰﾊﾞｰ・・・｣という記載を含む請求によって､特定される公文書全部のう
ちｻｰﾊﾞｰに保管されているとして特定されるものを除いたものすべての電子ﾃﾞｰ
ﾀで電子ﾃﾞｰﾀとして開示できないもの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

932 7月31日 請求
総務部
総務課

法律相談を弁護士にした内容が記載された文書(平成25年以前の
もの)

法律相談を弁護士にした内容が記載された文書(平成25年以前のもの) 8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

933 7月31日 申出
総務部
総務課

法律相談を弁護士にした内容が記載された文書(平成12年以前の
もの)

法律相談を弁護士にした内容が記載された文書(平成12年以前のもの) 8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

934 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

法律相談を弁護士にした内容が記載された文書(平成25年以前の
もの)

法律相談を弁護士にした内容が記載された文書(平成25年以前のもの) 8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

935 7月31日 申出
教育委員会
教育総務課

法律相談を弁護士にした内容が記載された文書(平成12年以前の
もの)

法律相談を弁護士にした内容が記載された文書(平成12年以前のもの) 8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

936 7月31日 申出
総務部
総務課

旧日本軍と春日井市の関わりを示す文書で残っているもの 旧日本軍と春日井市の関わりを示す文書で残っているもの 8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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937 7月31日 申出
教育委員会
教育総務課

旧日本軍と春日井市の関わりを示す文書で残っているもの 旧日本軍と春日井市の関わりを示す文書で残っているもの 8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

938 7月31日 申出
総務部
総務課

平成12年以前に作成・取得された実施機関のすべての要綱･要領
で残っているもの

平成12年以前に作成・取得された実施機関のすべての要綱･要領で残っている
もの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

939 7月31日 申出
教育委員会
教育総務課

平成12年以前に作成・取得された実施機関のすべての要綱･要領
で残っているもの

平成12年以前に作成・取得された実施機関のすべての要綱･要領で残っている
もの

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

940 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

文化課

味美ふれあいｾﾝﾀｰ､高蔵寺ふれあいｾﾝﾀｰ､南部ふれあいｾﾝﾀｰ､
西部ふれあいｾﾝﾀｰ､中央公民館､知多公民館､鷹来公民館､坂下
公民館､青年の家の建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も
詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に
提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

味美ふれあいｾﾝﾀｰ､高蔵寺ふれあいｾﾝﾀｰ､南部ふれあいｾﾝﾀｰ､西部ふれあい
ｾﾝﾀｰ､中央公民館､知多公民館､鷹来公民館､坂下公民館､青年の家の建物全
体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで
開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

941 7月31日 請求
市民生活部

市民活動支援ｾﾝ
ﾀｰ

市民活動支援ｾﾝﾀｰの建物全体と各階の配置と敷地平面図の最
も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日
に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

市民活動支援ｾﾝﾀｰの建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しいCAD
ﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付をお願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

942 7月31日 請求
市民生活部
坂下出張所

坂下出張所の建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しい
CADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供し
たCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

坂下出張所の建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電
子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
お願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

943 7月31日 請求
市民生活部

東部市民ｾﾝﾀｰ

東部市民ｾﾝﾀｰの建物全体各階の配置と敷地平面図の最も詳し
いCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供
したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

東部市民ｾﾝﾀｰの建物全体各階の配置と敷地平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの
電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付
をお願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

944 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部
道風記念館

道風記念館の建物全体各階の配置と敷地平面図の最も詳しい
CADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供し
たCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

道風記念館の建物全体各階の配置と敷地平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお
願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

945 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

ｽﾎﾟｰﾂ課

鷹来にある体育館と温水ﾌﾟｰﾙ(ｻﾝﾌﾛｯｸ)と落合公園に新設された
第2体育館の建物全体と各階の配置と敷地平面図(水処理､電気､
機械の状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写
しの交付をお願いします｡)

鷹来にある体育館と温水ﾌﾟｰﾙ(ｻﾝﾌﾛｯｸ)と落合公園に新設された第2体育館の
建物全体と各階の配置と敷地平面図(水処理､電気､機械の状況のわかる図面
を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に
提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

946 7月31日 請求
教育委員会

野外教育ｾﾝﾀｰ

野外教育ｾﾝﾀｰのある公所の建物全体と各階の配置と敷地平面
図(電気､機会の状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀ
の電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rに
よる写しの交付をお願いします｡)

野外教育ｾﾝﾀｰのある公所の建物全体と各階の配置と敷地平面図(電気､機会
の状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで
開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

947 7月31日 請求
教育委員会
文化財課

文化財課のある公所の建物全体と各階の配置と敷地平面図(電
気､機会の状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電
子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる
写しの交付をお願いします｡)

文化財課のある公所の建物全体と各階の配置と敷地平面図(電気､機会の状況
のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示でき
るもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

948 7月31日 請求
教育委員会
学校教育課

学校教育課のある公所の建物全体と各階の配置と敷地平面図(電
気､機会の状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電
子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる
写しの交付をお願いします｡)

学校教育課のある公所の建物全体と各階の配置と敷地平面図(電気､機会の状
況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示で
きるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

949 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

すべての小学校38校と全ての中学校15校の建物全体と各階の配
置と敷地平面図(電気､機会の状況のわかる図面を含む)の最も詳
しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提
供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

すべての小学校38校と全ての中学校15校の建物全体と各階の配置と敷地平面
図(電気､機会の状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで
電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いし
ます｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

950 7月31日 請求
市民生活部

男女共同参画課

ﾚﾃﾞｨﾔﾝの建物全体と各階の配置と敷地平面図(電気､機会の状況
のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
お願いします｡)

ﾚﾃﾞｨﾔﾝの建物全体と各階の配置と敷地平面図(電気､機会の状況のわかる図面
を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に
提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

951 7月31日 請求
総務部
総務課

春日井市役所と市民文化会館の建物全体と各階の配置(駐車場
を含む)と敷地平面図(電気､機会の状況のわかる図面を含む)の
最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過
日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

春日井市役所と市民文化会館の建物全体と各階の配置(駐車場を含む)と敷地
平面図(電気､機会の状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお
願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

952 7月31日 請求
消防本部

消防総務課

消防署､東出張所､西出張所､南出張所､北出張所､高蔵寺出張
所､の建物全体と各階の配置と敷地平面図(電気､機会の状況の
わかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀ
で開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願
いします｡)

消防署､東出張所､西出張所､南出張所､北出張所､高蔵寺出張所､の建物全体
と各階の配置と敷地平面図(電気､機会の状況のわかる図面を含む)の最も詳し
いCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rに
よる写しの交付をお願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

953 7月31日 請求
上下水道部

配水管理事務所

配水管理事務所の建物全体と各階の配置と敷地平面図(水処理､
電気､機会の状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの
電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付をお願いします｡）

配水管理事務所の建物全体と各階の配置と敷地平面図(水処理､電気､機会の
状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開
示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡）

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項
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954 7月31日 請求
上下水道部

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰ

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰの建物全体と各階の配置と敷地平面図(水処
理､電気､機会の状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀ
の電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rに
よる写しの交付をお願いします｡）

高蔵寺浄化ｾﾝﾀｰの建物全体と各階の配置と敷地平面図(水処理､電気､機会の
状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開
示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡）

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

955 7月31日 請求
上下水道部

南部浄化ｾﾝﾀｰ

南部浄化ｾﾝﾀｰの建物全体と各階の配置と敷地平面図(水処理､
電気､機会の状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの
電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付をお願いします｡）

南部浄化ｾﾝﾀｰの建物全体と各階の配置と敷地平面図(水処理､電気､機会の状
況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示で
きるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡）

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

956 7月31日 請求
上下水道部

勝西浄化ｾﾝﾀｰ

勝西浄化ｾﾝﾀｰの建物全体と各階の配置と敷地平面図(水処理､
電気､機会の状況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの
電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによ
る写しの交付をお願いします｡）

勝西浄化ｾﾝﾀｰの建物全体と各階の配置と敷地平面図(水処理､電気､機会の状
況のわかる図面を含む)の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示で
きるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡）

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

957 7月31日 請求
市民病院
管理課

市民病院の建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しい
CADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供し
たCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

市民病院の建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお
願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

958 7月31日 請求
建設部

潮見坂平和公園
管理事務所

潮見坂平和公園と潮見坂平和公園管理事務所の建物全体と各階
の配置と敷地平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子
ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
お願いします｡)

潮見坂平和公園と潮見坂平和公園管理事務所の建物全体と各階の配置と敷地
平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に
提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

959 7月31日 請求
環境部

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄ

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄの建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しい
CADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供し
たCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

衛生ﾌﾟﾗﾝﾄの建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電
子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
お願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

960 7月31日 請求
環境部

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰの建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しい
CADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供し
たCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰの建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電
子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
お願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

961 7月31日 請求
環境部

清掃事業所

清掃事業所の建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しい
CADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供し
たCD-Rによる写しの交付をお願いします｡）

清掃事業所の建物全体と各階の配置と敷地平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電
子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付を
お願いします｡）

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

962 7月31日 請求
青少年子ども部

保育課

全部の保育園29園の建物全体とと各階の配置と敷地平面図の最
も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日
に提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡）

全部の保育園29園の建物全体とと各階の配置と敷地平面図の最も詳しいCAD
ﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写し
の交付をお願いします｡）

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

963 7月31日 請求
青少年子ども部
子ども政策課

子育て子育ち総合支援館､交通児童遊園の建物全体とと各階の
配置と敷地平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀ
で開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願
いします｡）

子育て子育ち総合支援館､交通児童遊園の建物全体とと各階の配置と敷地平
面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提
供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡）

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

964 7月31日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館

図書館の建物全体とと各階の配置と敷地平面図の最も詳しい
CADﾃﾞｰﾀの電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供し
たCD-Rによる写しの交付をお願いします｡）

図書館の建物全体とと各階の配置と敷地平面図の最も詳しいCADﾃﾞｰﾀの電子
ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお
願いします｡）

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

965 7月31日 請求
市民病院
管理課

春日井市民病院の全ての備品台帳と､その備品台帳に記載されて
いる医療機器のすべての説明書

春日井市民病院の全ての備品台帳と､その備品台帳に記載されている医療機
器のすべての説明書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

966 7月31日 請求
総務部
総務課

情報公開請求に伴って平成27年7月30日に発出した処分に関連し
て､実施機関が作成した文書(総量調査等)

情報公開請求に伴って平成27年7月30日に発出した処分に関連して､実施機関
が作成した文書(総量調査等)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

967 7月31日 請求
総務部
総務課

情報公開請求に伴って平成27年7月30日に発出した処分に関連し
て､実施機関が作成した文書(総量調査等)の電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀ
で開示できるもの(過日に提供したCD-Rによる写しの交付をお願
いします｡)

情報公開請求に伴って平成27年7月30日に発出した処分に関連して､実施機関
が作成した文書(総量調査等)の電子ﾃﾞｰﾀで電子ﾃﾞｰﾀで開示できるもの(過日に
提供したCD-Rによる写しの交付をお願いします｡)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

968 7月31日 申出
産業部
農政課

市会議員が保全したという､亜炭鉱関係の資料で残っているもの 市会議員が保全したという､亜炭鉱関係の資料で残っているもの 8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

969 7月31日 請求
環境部

環境保全課

環境保全課の平成24年度以降の次のABの文書A立入検査記録
簿(春日井市が測定して基準超過もしくは､そのおそれが見られた
水質汚濁防止法特定事業場のもの)B春日井市が立ち入りを行っ
た事業場の立入検査記録簿(大気汚染防止法に基づく一般粉じん
発生施設及び県民の生活環境の保全等に関する条例に基づく粉
じん発生施設)

環境保全課の平成24年度以降の次のABの文書A立入検査記録簿(春日井市が
測定して基準超過もしくは､そのおそれが見られた水質汚濁防止法特定事業場
のもの)B春日井市が立ち入りを行った事業場の立入検査記録簿(大気汚染防止
法に基づく一般粉じん発生施設及び県民の生活環境の保全等に関する条例に
基づく粉じん発生施設)

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

970 7月31日 請求
総務部
人事課

平成13年度以降に､任命権者を春日井市水道事業春日井市長伊
藤太として行った､あるいは行おうとして､懲戒審査､分限審査を担
当した委員会の議事録

平成13年度以降に､任命権者を春日井市水道事業春日井市長伊藤太として
行った､あるいは行おうとして､懲戒審査､分限審査を担当した委員会の議事録

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

151



整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

971 7月31日 請求
総務部
人事課

平成24年度以降の懲戒審査､分限審査を担当する委員会の議事
録

平成24年度以降の懲戒審査､分限審査を担当する委員会の議事録 8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

972 7月31日 請求
総務部
人事課

平成13年度以降で､任命権者が春日井市水道事業春日井市長伊
藤太としてなされた処分(地方公務員法に基づく(分限・懲戒)処分
の他､訓告､注意等を含む)に関する文書

平成13年度以降で､任命権者が春日井市水道事業春日井市長伊藤太としてな
された処分(地方公務員法に基づく(分限・懲戒)処分の他､訓告､注意等を含む)
に関する文書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

973 7月31日 請求
総務部
人事課

平成24年度以降で､任命権者が春日井市長としてなされた処分
(地方公務員法に基づく(分限･懲戒)処分の他､訓告､注意等を含
む)に関する文書

平成24年度以降で､任命権者が春日井市長としてなされた処分(地方公務員法
に基づく(分限･懲戒)処分の他､訓告､注意等を含む)に関する文書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

974 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

平成24年度以降で､任命権者が教育委員会としてなされた処分
(地方公務員法に基づく(分限・懲戒)処分の他､訓告､注意等を含
む)に関する文書

平成24年度以降で､任命権者が教育委員会としてなされた処分(地方公務員法
に基づく(分限・懲戒)処分の他､訓告､注意等を含む)に関する文書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

975 7月31日 請求
教育委員会
教育総務課

平成24年度以降の懲戒審査､分限審査等を担当する委員会の議
事録

平成24年度以降の懲戒審査､分限審査等を担当する委員会の議事録 8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

976 7月31日 請求
議会事務局

議事課

平成13年度以降で､任命権者が議長としてなされた処分(地方公
務員法に基づく(分限・懲戒)処分の他､訓告､注意等を含む)に関す
る文書

平成13年度以降で､任命権者が議長としてなされた処分(地方公務員法に基づく
(分限・懲戒)処分の他､訓告､注意等を含む)に関する文書

8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

977 7月31日 請求
議会事務局

議事課
平成13年度以降の懲戒審査､分限審査を担当する委員会の議事
録

平成13年度以降の懲戒審査､分限審査を担当する委員会の議事録 8月28日 不開示
憲法第12条､民法第1

条第3項

978 7月31日 請求
上下水道部

業務課
業務課の年間の事業場立ち入り計画で残っているもの 業務課の年間の事業場立ち入り計画で残っているもの 8月28日 不開示

憲法第12条､民法第1
条第3項

979 8月3日 請求
上下水道部
水道工務課

上水道送水管布設工事(高森台)
知多配水場築造工事(機械)
小学校入水槽緊急遮断弁設置工事(その1)
小学校入水槽緊急遮断弁設置工事(その2)
以上4件の金入り設計書

次の4件の金入り設計書
①上水道配水管布設工事(高森台)他3件

8月17日 全開示

平成27年7月16日及び平成27年7月30日執行の小中学校全自動印刷機借上料
に係る入札調書、入札執行に関する仕様書

全開示

平成27年7月30日執行の小中学校全自動印刷機借上料に係る落札業者の仕様
書

一部開示 法人の印及び代表者印の印影 条例第7条第3号､4号

981 8月7日 申出
産業部

経済振興課
勝川駅前地下駐車場及び勝川駅南口立体駐車場選定指定管理
者(勝川開発(㈱)平成22年度(公募)時の申請者(管理業務計画書)

勝川駅前地下駐車場管理業務計画書及び勝川駅南口立体駐車場管理業務計
画書

8月20日 一部開示 個人の氏名､職名､生年月日､顔写真､修了書番号 条例第7条第2号

982 8月18日 請求
上下水道部
下水建設課

H27公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第2工区〕管渠築造工事
表紙から代価表まで
上記工事の金額の入った設計書CD-ROMで希望

公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第2工区〕管渠築造工事
上記工事の金額の入った設計書(表紙から代価表まで） 9月1日 全開示

983 8月18日 申出
上下水道部
水道工務課

桃山配水場外2施設監視制御設備等実施設計業務委託(H26)
知多水源施設整備実施設計業務委託(H26)
県水受水ﾎﾟﾝﾌﾟ場設備更新基本設計業務委託(H26)
金入り設計書CD　ROM交付希望

①桃山配水場外2施設監視制御設備等実施設計業務委託(H26)
金入り設計書他２件

8月28日 全開示

984 8月18日 申出
上下水道部
下水建設課

公共下水道高蔵寺処理区出川地区実施設計業務委託(H27)
金入り設計書(特記仕様書．図面は除く)
紙で交付希望

公共下水道高蔵寺処理区出川地区実施設計業務委託(H27)
金入り設計書(特記仕様書．図面は除く) 9月1日 全開示

985 8月18日 申出
上下水道部

配水管理事務所

知多連絡ﾊﾞﾙﾌﾞ室更新実施設計業務委託(H26)
金入り設計書
紙で交付希望

知多連絡ﾊﾞﾙﾌﾞ室更新実施設計業務委託(H26)
金入り設計書
紙で交付希望

8月31日 全開示

986 8月18日 申出
上下水道部
企画経営課

小学校応急給水設備実施設計業務委託(H26)
金入り設計書
紙で交付希望

小学校応急給水設備実施設計業務委託(H26)金入り設計書 8月28日 全開示

件名　小中学校全児童印刷機借り上げ料
執行日　平成27年7月30日
入札結果調書　入札執行に関する元仕様書　落札業者の仕様書
上記開示請求を致します

8月20日980 8月6日 請求
教育委員会
教育総務課
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

987 8月21日 申出
まちづくり推進部

都市整備課

｢都市計画法｣及び｢土地区画整理法｣に基づき春日井市が認可し
た『土地区画整理事業』(特定土地区画整理事業､ﾐﾆ区画整理事
業も含む)で､平成23年1月1日から平成26年12月31日までに換地
処分がなされた事業についての､土地区画整理法施行規則第5
条､第12条などで法定されている下記の1.から4.の図面､及び5.の
対照表｡
1.施行地区位置図(案内図的な簡易な図面､または都市計画図の
該当区域をA3程度でｺﾋﾟｰしていただいた図面で構いません｡)
2.施行地区区域図(従前の土地図と同じ内容の図面の場合は不要
です｡)
3.換地図その1(従前の土地図)
4.換地図その2(換地処分後の土地図)
5.新旧(旧新)地番対照表

｢都市計画法｣及び｢土地区画整理法｣に基づき春日井市が認可した『土地区画
整理事業』(特定土地区画整理事業､ﾐﾆ区画整理事業も含む)で､平成23年1月１
日から平成26年12月31日までに換地処分がなされた事業についての､対照表。

9月4日 全開示

988 8月25日 申出
上下水道部
水道工務課

請求する文書:金入り設計書(特記､図面､数量計算書は除く)
発注工事名:①知多配水場築造工事(機械)
開札日:①平成27年6月26日
入札方式:一般競争入札
工種区分:機械器具設置工事

金入り設計書(特記､図面､数量計算書は除く）
①知多配水場築造工事(機械)

9月7日 全開示

989 8月25日 請求
上下水道部
下水建設課

工事名
公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第3工区〕管渠築造工事
※　図面以外のすべての資料(金入り設計書及び数量計算書)
　　　上記CD-ROMで希望
上記金額の入った設計書

公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第3工区〕管渠築造工事
上記の金額の入った設計書(図面以外のすべての資料）

9月8日 全開示

990 8月25日 請求
建設部

河川排水課

工事名
細木公園雨水調整池築造工事
※　図面以外のすべての資料(金入り設計書及び数量計算書)
　　　上記CD-ROMで希望
上記金額の入った設計書

細木公園雨水調整池築造に係る金入り設計書及び数量計算書 9月1日 全開示

平成22年-27年　6年間に入札執行及び見積徴収にて調達された春日井市立小
中学校　事務用機器に関わる入札結果調書(平成22年については不存在のた
め入札執行調書に代える）､仕様書(商品名､品番､数量､単価､金額)､契約に係る
仕様書(商品名､品番､数量､単価､金額)､不調の場合の入札結果調書及び仕様
書(商品名､品番､数量､単価､金額)

全開示

平成24年見積徴収にて調達された事務用機器に関わる契約に係る請書 一部開示 法人の印及び代表者印の印影 条例第7条3号､4号

992 8月27日 請求
上下水道部
下水建設課

平成27年度公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第6工区〕管渠築
造工事金入り設計書

平成27年度公共下水道高蔵寺処理区出川地区〔第6工区〕管渠築造工事
金入り設計書(電子媒体での交付希望)

9月10日 全開示

993 8月28日 請求
建設部

河川排水課

工事名　南下原排水路整備工事
金入り設計書及び数量計算書
上記　CD-ROMで希望
上記工事の金額の入った設計書

南下原配水整備工事にかかる金入り設計書､数量計算書 9月7日 全開示

994 9月3日 請求
産業部

企業活動支援課
平成27年4月23日付で締結した合意書 平成27年4月23日付で締結した合意書 10月19日 一部開示 団体・法人の印影 条例第7条第3号､4号

995 9月7日 請求
建設部

住宅施設課

設計図書一式以下のもの
平成27年度白山小学校外14校普通教室空調機設置工事実施設
計業務委託
平成27年度勝川小学校外12校普通教室空調機設置工事実施設
計業務委託
設計書の鏡は紙CDROMで希望

白山小学校外14校普通教室空調機設置工事実施設計業務委託
平成27年度勝川小学校外12校普通教室空調機設置工事実施設計業務委託設
計書他１件

9月17日 全開示

予定価格作成ﾃﾞｰﾀ 一部開示 予定価格設定率 条例第7条第7号

最低制限価格の設定について
最低制限価格設定基準

全開示

997 9月7日 申出
上下水道部
水道工務課

平成27年4月1日契約の知多配水場築造工事(土木･建築)に伴い
ます金入設計書CD-R希望

平成27年4月1日契約の知多配水場築造工事(土木･建築)に伴います金入設計
書

9月24日 全開示

998 9月2日 申出
産業部

経済振興課
指定管理者制度対象施設｢勝川駅前地下駐車場｣及び｢勝川駅前
南口立体駐車場｣管理における平成24年度～26年度決算報告書

指定管理制度対象施設｢勝川駅前地下駐車場｣及び｢勝川駅南口立体駐車場｣
管理における平成24年度～26年度決算報告書

9月16日 全開示

8月25日 請求

9月24日
予定価格の設定の根拠資料
最低価格の設定の根拠資料

991

996 9月7日 請求
財政部

管財契約課

教育委員会
教育総務課

春日井市立小中学校　件名事務用機器
平成22年-27年5年間に入札執行及び見積徴収にて調達に関わる

元仕様書　商品名　品番　数量　単価額　金額
落札業者名　落札者の商品名　品番　数量　単価額　金額　入札

結果調書
不調の場合の入札結果調書　最低価額提示業者名　仕様書　商
品名　品番　数量　単価額　金額の分かる明細書の開示請求を致

します

9月7日
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

999 9月14日 申出
まちづくり推進部

建築指導課
建築計画概要書H19確認建西評名05184号 H19確認建西評名05184号の建築計画概要書 9月28日 全開示

1000 9月15日 請求
建設部
道路課

JR勝川駅北側駅前広場にある看板｢ここは公共施設につき､物品
の販売は禁止しています｣の設置経緯を示す書類。および､該当場
所における物品販売への意見・質問･苦情の内容｡および､回答と
対策内容が分かる書面

JR勝川駅北側駅前広場にある看板｢ここは公共施設につき､物品の販売は禁止
しています｣の設置経緯を示す書類。および､該当場所における物品販売への意
見・質問･苦情の内容｡および､回答と対策内容が分かる書面

9月29日
不開示

(不存在)
不存在

1001 9月15日 請求
建設部
道路課

JR神領駅南口にある看板｢ここは公共施設につき､物品の販売は
禁止しています｣の設置経緯を示す書類。および､該当場所におけ
る物品販売への意見・質問･苦情の内容｡および､回答と対策内容
が分かる書面

JR神領駅南口にある看板｢ここは公共施設につき､物品の販売は禁止していま
す｣の設置経緯を示す書類。および､該当場所における物品販売への意見・質
問･苦情の内容｡および､回答と対策内容が分かる書面

9月29日
不開示

(不存在)
不存在

1002 9月15日 請求
建設部
道路課

JR高蔵寺駅にある春日井市による禁止表示の設置経緯､時期を
示す書類
(１)｢この場所での販売行為､ﾋﾞﾗ配布、楽器演奏等通行の支障とな
る行為は法律で禁止されています｣(ｱｽﾃｨ高蔵寺入り口､春日井市
東部観光あんない図隣)
(２)｢ここでの販売行為等は禁止されています」(ﾏﾂﾓﾄｷﾖｼ前）
(３)｢ここは公共施設につき､物品の販売は禁止しています｣(南口
ﾛｰﾀﾘｰ･ﾎﾟｽﾄ隣)

JR高蔵寺駅にある春日井市による禁止表示の設置経緯､時期を示す書類
(１)｢この場所での販売行為､ﾋﾞﾗ配布、楽器演奏等通行の支障となる行為は法
律で禁止されています｣(ｱｽﾃｨ高蔵寺入り口､春日井市東部あんない図隣)
(２)｢ここでの販売行為等は禁止されています」(ﾏﾂﾓﾄｷﾖｼ前）
(３)｢ここは公共施設につき､物品の販売は禁止しています｣(南口ﾛｰﾀﾘｰ･ﾎﾟｽﾄ
隣)

9月29日
不開示

(不存在)
不存在

1003 9月15日 請求
建設部
道路課

JR高蔵寺駅構内(地下道､南口ﾛｰﾀﾘｰ)での物品販売に関する市
民からの意見・質問・苦情の内容。および、回答と対策状況が分
かる書面

JR高蔵寺駅構内(地下道､南口ﾛｰﾀﾘｰ)での物品販売に関する市民からの意見・
質問・苦情の内容。および、回答と対策状況が分かる書面

9月29日
不開示

(不存在)
不存在

1004 9月15日 請求
建設部
道路課

春日井市内JR各駅に現れる弁当販売業者に対しての意見･質問
に対して､春日井市建設部道路課が「私ども道路管理者としまし
て､再三の注意をしてきていますが、なかなか改善されておりませ
ん。春日井警察署にも相談をし､取締りの協力をいただいて指導し
ました｡｣といった趣旨の回答を行った経緯が分かる文書

春日井市内JR各駅に現れる弁当販売業者に対しての意見･質問に対して､春日
井市建設部道路課が「私ども道路管理者としまして､再三の注意をしてきていま
すが、なかなか改善されておりません。春日井警察署にも相談をし､取締りの協
力をいただいて指導しました｡｣といった趣旨の回答を行った経緯が分かる文書

9月29日
不開示

(不存在)
不存在

1005 9月16日 請求
環境部

環境保全課
平成27年度公害状況調査報告書№66 平成27年度公害状況調査報告書№66 9月30日 一部開示

住所､氏名､連絡先､発生源の所在地､法人名称､代
表者氏名

条例第7条第2号､3号

1006 9月16日 請求
建設部
道路課

工事名平成27年度
市道4170号線道路整備工事
※　図面以外のすべての資料(金入り設計書及び数量計算書)
　　　上記　CD-ROMで希望
上記金額の入った設計書

平成27年度市道4170号線道路整備工事に係る金入り設計書 9月24日 全開示

1007 9月18日 申出
市民生活部

市民活動推進課

春日井市自治会活動保険　　についての下記文書
○平成27年度契約時の仕様書
○平成27年度契約時の入札および見積り合わせ等の結果
○平成27年度契約の保険証券および特約・明細書(保険約款不
要)
○平成24､25、26、年度契約の事故件数および支払い保険金額
(被害者に支払った保険金額)

春日井市自治会活動保険仕様書他3件 10月1日 全開示

1008 9月18日 請求
建設部
道路課

H26年度市道4466号線ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ交渉記録平成26年5月15日以後
の分
駐車場入口のＵ字構破損に関する交渉記録

H26年度市道4466号線ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ交渉記録他１件 10月2日 一部開示 個人の氏名及び肩書き 条例第7条第2号

1009 9月24日 申出
建設部
道路課

｢長塚橋外2橋耐震補強及び橋りょう補修実施設計｣(平成27年9月
15日入札)
特記仕様書､図面

｢長塚橋外2橋耐震補強及び橋りょう補修実施設計業務委託｣(平成27年9月15
日入札)
特記仕様書及び図面一式

9月29日 全開示

1010 9月28日 請求
教育委員会
教育総務課

学習ﾃﾞｽｸ椅子について平成25年度26年度の木の香る学校作り推
進事業に関わる交付金について1台にいくらか分かる文書

平成25,26年度木の香る学校づくり推進事業実績書 10月9日 全開示

1011 9月28日 請求
教育委員会
教育総務課

春日井市小中学校学習ﾃﾞｽｸ椅子購入の直近の入札執行
あいち認証材使用の交付金付きの物件平成27年8月4日執行
あいち認証材使用の交付金無しの物件平成26年度中入札執行
落札業者名　品名　品番　数量　単価　金額の分かる書類の開示
請求をいたします

・平成27年8月4日入札執行
学習机(あいち認証材使用)等仕様書他１件

10月9日 全開示

1012 9月30日 請求
上下水道部
水道工務課

平成27年度東山配水場送水管二重化工事
上水道配水管布設替工事(王子町外１町)
以上2件の金入り設計書

平成27年度
①東山配水場送水管二重化工事に係る金入り設計書他１件

10月5日 全開示

1013 10月6日 請求
上下水道部
水道工務課

平成27年度
上水道配水管布設工事(高森台外1町)紙ﾍﾞｰｽ

平成27年度
上水道配水管布設工事(高森台外1町)

10月20日 全開示
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

1014 10月8日 申出
教育委員会
教育総務課

H27年度
柏原小学校外1校空調機設置工事(機械)
上記工事の金入り設計書
但し､代価は最下層まで､経費明細を含む｡

平成27年度柏原小学校外1校空調機設置工事(機械)に係る設計書(金入り) 10月28日 全開示

1015 10月19日 請求
建設部
道路課

27春道990号平成27年10月2日付の起案文書の表紙 27春道990号平成27年10月2日付の起案文書の表紙 11月2日 一部開示 個人の氏名 条例第7条第2号

1016 10月27日 申出
上下水道部
下水建設課

公共下水道南部浄化ｾﾝﾀｰ沈砂池電気設備工事
金入り設計書のうち､工事内訳書､明細書

公共下水道南部浄化ｾﾝﾀｰ沈砂池電気設備工事
金入り設計書のうち､工事内訳書､明細書

11月10日 全開示

･平成25年度学習机(あいち認証材使用)等仕様書他１件 全開示

平成25年度学習机(非認証材使用)等仕様書
不開示

(不存在)
不存在

1018 11月9日 請求
建設部
道路課

Ｈ25及びH26･Ｈ27年度市道4466号ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ交渉記録5月16日以
後の分

Ｈ25及びH26･Ｈ27年度市道4466号ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ交渉記録5月16日以後の分 11月24日 一部開示 個人の氏名､職名 条例第7条第2号

1019 11月12日 請求
上下水道部
水道工務課

工事名H27
上水道配水管布設替工事(味美町)
*　　　図面以外のすべての資料(金入り設計書及び数量計算書
　　　　上記CD-ROMで希望
　　　上記金額の入った設計書

平成27年度金入り設計書
上水道配水管布設替工事(味美町)

11月24日 全開示

1020 11月18日 請求
建設部

住宅施設課
平成27年度
味美小学校外1校空調機設置工事(機械)紙ﾍﾞｰｽ

味美小学校外1校空調機設置工事(機械)設計書 12月2日 全開示

1021 11月19日 請求
建設部
道路課

平成27年度市道5127号線外1路線道路整備工事
金入り設計書

平成27年度市道5127号線外1路線道路整備工事に係る金入り設計書 11月26日 全開示

1022 11月20日 請求
教育委員会
教育総務課

平成24年12月18日入札執行春日井市小中学校の学習ﾃﾞｽｸ､ｲｽ
落札業者の仕様書及び品名､品番､数量､単価､金額の明細の分る
書類の開示請求を致します

･平成24年度学習机等(小学校)仕様書他１件 12月4日 全開示

1023 11月20日 請求
上下水道部
水道工務課

｢275035　上水道配水管布設替工事(味美町)」
｢275003　上水道配水管布設替工事(町屋町外1町)」
｢275019　上水道配水管布設替工事(高森台外1町)｣
｢275023　東山配水場送水管二重化工事｣
上記4本の内訳･明細・代価表含む金入り設計書の開示を請求い
たします｡

①上水道配水管布設工事(味美町)に係る金入り設計書他３件 12月4日 全開示

1024 11月20日 申出
建設部
道路課

春日井市が平成27年度公共工事で使用する設計単価表(愛知県
の単価表ではなく､春日井市の独自調査単価)の資料(土木･草刈り
処分費含む)一式｡最新のもの｡CD-Rﾒﾃﾞｨｱ希望｡

平成27年度公共工事で使用する設計単価表
　　　　　　(春日井市独自調査単価)資料一式
　　　　　　　　　※土木･草刈りの処分費含む

12月3日 全開示

1025 11月20日 申出
上下水道部
下水建設課

春日井市が平成27年度公共工事で使用する設計単価表(愛知県
の設計単価表ではなく､春日井市の独自調査単価)の資料(下水の
処分日含む)一式｡最新のもの｡CD-Rﾒﾃﾞｨｱ希望｡

平成27年度４月下水見積 12月3日 全開示

1026 11月25日 申出
産業部

経済振興課
平成27年
｢勝川駅前地下駐車場等指定管理者選定における評価点内訳｣

勝川駅前地下駐車場等指定管理者選定審査基準(評価点内訳) 12月8日 一部開示 法人名 条例第7条第3号

1027 11月26日 請求
建設部

公園緑地課

平成27年度
工事名　水林公園外6公園公園施設改修工事
金入り設計書
上記CD-ROMで希望
上記工事の金額の入った設計書

金入り設計書
平成27年度水林公園外6公園公園施設改修工事

12月4日 全開示

平成27年全国学力・学習状況調査に係る
･回答結果集計[学校質問紙](小学校調査)外2件

全開示

平成27年度全国学力・学習状況調査に係る
･実施概況[算数A:主として知識](小学校調査)他１件

一部開示
各学校の平均正答数､平均正答率､中央値､標準偏
差

条例第7条第7号

11月6日

12月10日1028 11月26日 請求
教育委員会
学校教育課

1.2015(H27)年度｢全国学力･学習状況調査｣の別紙(=2014年度分)
該当ﾍﾟｰｼﾞ｡

1017 10月28日 請求
教育委員会
教育総務課

件名　学習机 椅子(あいち認証材使用)等　春日井市小中学校
入札執行平成26年25年

仕様書　品名　品番　数量　単価　の分かる書類
件名　学習机　椅子等　春日井市小中学校入札執行日平成25年

非認証
材学習机　椅子仕様書　品名　品番　数量　単価の分かる書類の

開示請求を致します｡
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

1029 11月27日 請求
建設部

河川排水課

H27東山第1排水路整備工事(その2)に係る
金入り設計書
数量計算書
CD-R

平成27年度東山第1排水路整備工事(その２)に係る金入設計書､数量計算書 12月8日 全開示

1030 11月30日 請求
建設部

河川排水課

平成27年3月11日付指名の
【排水路ｽｸﾘｰﾝ清掃委託(その6)】に関する金入り設計書
※上記をCD-Rにて希望

平成27年度排水路ｽｸﾘｰﾝ清掃委託(その6)に係る金入設計書 12月8日 全開示

1031 11月30日 請求
建設部
道路課

平成27年3月11日付指名の
【神領第1・第2地下道管理業務委託】に関する金入り設計書
※上記をCD-Rにて希望

神領第1･第2地下道管理業務委託に係る金入り設計書 12月4日 全開示

1032 11月30日 請求
建設部
道路課

平成27年3月11日付指名の
【春日井市道路清掃業務委託】に関する金入り設計書
※上記をCD-Rにて希望

春日井市道路清掃業務委託に係る金入り設計書 12月4日 全開示

1033 11月30日 申出
まちづくり推進部

建築指導課
建築計画概要書
H19確認ｻｰﾋﾞｽ第S711-3907号日付平成19年5月22日

H19確認ｻｰﾋﾞｽ代S711-3907号の建築計画概要書 12月8日 全開示

1034 12月1日 請求
建設部
道路課

27春道第1316号
平成27年11月24日付けの起案文書の表紙

27春道第1316号
平成27年11月24日付けの起案文書の表紙

12月14日 一部開示 個人の氏名 条例第7条第2号

1035 12月4日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

文書番号25春建第212号の起案文書
4、公文書開示決定通知書(案)別紙､及び､公文書不開示決定通知
書(案)別紙とある文書
文書番号25春建349号の起案文書
2、審査会諮問通知書､別紙2、の文書

起案文書25春建第212号の公文書開示決定通知書(案)他２件 12月15日 一部開示 個人の氏名 条例第7条第2号

1036 12月8日 請求
教育委員会
教育総務課

平成24年1月10日入札執行日学習机(23年度)春日井市立小､及び
中学校落札業者の品名品番数量単価金額分かる書類の開示請
求を致します

・平成23年度学習机等(小学校）仕様書他１件 12月21日 全開示

1037 1月7日 請求
総務部
総務課

紛争予防条例に基づき平成27年5月18日に行った、●●●●と●
●●●地域住民との｢調停」の議事録

平成27年第1回春日井市開発事業紛争調停委員会議事録 1月20日 一部開示 氏名､資産情報等 条例第7条第2号､3号

1038 1月7日 請求
環境部

環境政策課
平成27年度に「春日井物流開発特定目的会社」が物流倉庫建設
に伴い市へ提出した「環境保全計画書」

(仮称)春日井ﾛｼﾞｽﾃｨｸｾﾝﾀｰにかかる環境保全計画書 2月4日 一部開示 氏名､印影 条例第7条第2号､3号

1039 1月7日 請求
産業部

企業活動支援課

高森台の誘致地区・ｻｰﾋﾞｽｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰへ進出した企業が締結した
すべての合意書（平成13年度以降）
(現在立地している企業)

締結された合意書他16件 2月19日 一部開示 団体・法人の印影 条例第7条第3号､4号

1040 1月14日 請求
まちづくり推進部

建築指導課

紛争予防条例にもとづく事業計画書
事業者名株式会社清水屋
平成27年12月25日受付のうち
土地利用計画図敷地外駐車場平面図
1～4階平面図

取下げ

1041 1月28日 申出
まちづくり推進部

住宅施設課

春日井市発注の
坂下南保育園外壁改修その他工事
(開札日:平成27年10月15日)
市民病院診療棟屋上防水工事
(開札日:平成27年10月23日)
上記2件の工事について､金入り設計書一式(表紙､工事概要､工事
費内訳表､明細表､代価表､機労材集計ﾘｽﾄ､算定票(共通仮設費・
現場管理費･一般管理費)の開示をお願い致します.

坂下南保育園外壁改修その他工事設計書一式他１件 2月10日 全開示

1042 2月10日 請求
文化ｽﾎﾟｰﾂ部

図書館
ﾌﾞｯｸﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝｼｽﾃﾑ磁気測定結果について(測定日27年10月) ﾌﾞｯｸﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝｼｽﾃﾑ磁気測定結果について 2月17日 一部開示 法人印影､氏名

条例第７条第2号､3
号､4号

1043 2月22日 請求
建設部
道路課

工事名平成27年度市道123号線道路整備工事
金入り設計書
上記CD-ROMで希望
上記工事の金額の入った設計書

市道123号線道路整備工事に係る金入り設計書 3月7日 全開示

1044 2月22日 請求
環境部

環境政策課

春日井市●●●●●●●●●●●●､●●●●様
春日井市住宅用地球温暖化対策機器設置費補助金交付仮申請
書.
補助金交付申請兼事業実績報告書

春日井市●●●●●●●●●●●●､●●●●様
春日井市住宅用地地球温暖化対策機器設置費補助金交付仮申請書他１件

3月4日
不開示

（存否応答拒否）
条例第１０条

1045 2月22日 請求
まちづくり推進部

建築指導課
建築計画概要書
確認ｻｰﾋﾞｽ第KS115－2810－00730

建築計画概要書
確認ｻｰﾋﾞｽ第KS115－2810－00730

3月3日 全開示
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整理
番号

受付日 区分 担当課等
公文書の名称その他公文書を特定するに足りる事項
(請求の内容） 公文書の名称

開示決定
等の通知
をした日

開示決定等の内容 開示しないこととした部分
開示しないこととし

た根拠規定

1046 1月18日 申出
総務部
総務課

①春日井市への物流業務事業進出の為の施設の立地に必要な
行政相談記録と、これに付随して都市計画法その他で春日井市
が対応した内容の根拠に関する今年度の記録の全部。
②①の経緯の中で記録の取り方についての要望とこれに付随す
る記録の全部
③春日井市が受けた都市計画法34条に関する行政相談記録の全
部。（但し①の部分を除くが、事務処理権が移る前や愛知県への
問い合わせ記録は含む）
④春日井市開発審査会という第三者機関の独立について春日井
市職員への啓蒙啓発の記録の全部。
⑤春日井市は情報公開請求権を市民だけに与え、何人にも与え
る事を拒む事について春日井市がその是非を検討した記録の全
部。
⑥春日井市は情報公開請求書をＦＡＸや個人アドレスから登録を
せず直接メールで送付する事を拒んでいるが、その合理性につい
ての検討記録の全部。

2月23日 申出拒否 申出拒否

1047 2月24日 申出
まちづくり推進部

建築指導課
建築計画概要書
H07認建春建0748号

建築計画概要書
H07認建春建0748号

3月2日 全開示

建物等異動届出書(27春都政第200号,201号)
住居表示台帳(浅山4丁目4街区,東山町1丁目12街区,東山町2丁目7街区,東山
町4丁目8街区)街区符号･住居番号変更等通知書(27春都政200号,201号)

全開示

建物等異動届出書(27春都政第181号,270号,302号,318号)
街区符号・住居番号変更等通知書(27春都政第181号,270号,302号,318号)

一部開示 届出人の住所,氏名,電話番号 条例第7条第2号

1049 2月26日 申出
まちづくり推進部

建築指導課
建築計画概要書H06認建春建0218号 建築計画概要書H06認建春建0218号 3月22日 取下げ

1.平成27年度春日井市教職員研修委員会活動計画書他２件 4月8日 全開示

長時間労働による健康障害防止のための報告書(南城中学校長が作成した平
成27年10月、11月、12月分)

4月8日 一部開示
当該職員の年齢、当該職員の症状に関する情報、
当該職員の心情及び意向に関する情報、当該職員
の勤務状況に関する情報

条例第７条第２号、第
７号

1051 3月2日 請求
教育委員会
学校教育課

1．春日井市立小中学校の内の15校(味美小,勝川小,篠木小,牛山
小,小野小,神屋小,北城小,東高森台小,押沢小,出川小,中部中,坂下
中,藤山台中鷹来中,高森台中）の全教員について,2014年4月～
2016年1月までの月別の時間外労働時間.(除く在校時間記録ｼｰﾄ)
2．春日井市立の全小・中学校における日常の割り振り変更を行う
に至った時間外に行わせた職務の内容と日時,それにかかわった
教員名,及び,当該の時間外の職務に対する割り振り変更実施の有
無と実施した場合に日時のわかる資料.

1．春日井市立小中学校の内の15校(味美小,勝川小,篠木小,牛山小,小野小,神
屋小,北城小,東高森台小,押沢台小,出川小,中部中,坂下中,藤山台中鷹来中,高
森台中）の全教員について,2014年4月～2016年1月までの月別の時間外労働時
間.(除く在校時間記録ｼｰﾄ)
他１件

3月16日
不開示

(不存在）

1052 3月24日 申出
消防本部
予防課

危険物貯蔵ﾀﾝｸを有する危険物施設の事業者名､所在地､製造所
等の別､危険物(第4類)貯蔵品名及び数量ただし、自衛隊設備､個
人宅設備は除く

危険物貯蔵ﾀﾝｸを有する危険物施設の事業社名、所在地、製造所の別、危険物
(第4類)貯蔵品名及び数量。ただし、自衛隊設備、個人設備は除く。

4月6日 全開示

1053 3月24日 請求
環境部

環境保全課
平成28年3月1日に苦情の申立てをした公害苦情調査報告書
(ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ資料を除く)

公害状況調査報告書(平成28年3月1日受付分、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ資料、地図
を除く)

4月5日 一部開示 住所､氏名､連絡先 条例第7条第2号

3月7日

1050 2月26日 請求
教育委員会
学校教育課

1.春日井市教職員研修委員会「管理職研修（校長研修）部会」に関
する2015（H27）年度の文書.（別紙参照＝｢活動計画書｣｢実績報告
書｣)
2．2015(H27)年度の右校長研修部会の研究報告等.
3.2015年度春日井市教職員研修委員会校長研修部会の中に設置
された法制委員会に関する開催案内等すべての文書.ただし､旅行
命令書を除く.
4南城中学校長が作成した｢長時間労働による健康障害防止のた
めの報告書｣(2015.10月､11月､12月分)

1048 2月24日 申出
まちづくり推進部

都市政策課

平成27年7月1日から平成27年12月31日までに付定のあった春日
井市住居表示に関する条例第3条･同規則に基づく住居表示実施
地区の新築届､付番通知書等､新設物件の受付日（付定日）・町

名･住居番号・地番の明記されている資料（氏名部分は必要ありま
せん.）
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資料２　平成27年度個人情報保護実施状況一覧表

訂正
前

訂正
後

1 4月3日 請求
市民生活部
市民税課

平成26年度の市民税・県民税の算出結果 平成26年度　市県民税課税台帳 4月10日 全開示

2 4月6日 請求
市民生活部
市民課

住民票の写し等の交付申請書(H.27.3.5～H.27.4.6)
戸籍謄本.抄本の交付申請書(H.27.3.5～H.27.4.6)

住民票の写し等交付申請書
(受付日:平成27年4月6日)

4月15日 一部開示
委託先従業員の署名､

印影
条例第17条第3号

開示請求者以外の特定の個人を識
別することができるため

3 5月20日 請求
健康福祉部
高齢福祉課

●●●●の相談記録簿と措置などの決定の決裁
相談記録簿
高齢者生活支援ショートステイ事業利用
決定について

6月10日 全開示

4 7月21日 請求
市民生活部
市民課

住民票(除票)の交付申請書平成27年3月23日から7
月21日迄
戸籍の附表の交付申請書平成27年3月23日から7月
21日迄

住民票の写し等交付申請書（除票）平成27
年3月23日から7月21日迄
戸籍証明の交付申請書（附票）平成27年3月
23日から7月21日迄

7月29日 不開示

平成27年3月23日から平成27年7月
21日までの申請期間については,住
民票の写し等交付申請及び戸籍証
明等の交付申請がなく,当該保有個
人情報を保有していないため.

5 7月22日 請求
消防本部
消防署

平成26年12月3日､午後4時30分ごろ春日井市勝川町
西2丁目7番地内の●●●●所有の倉庫で発生した
火災についての消防記録(火災調査書､火災原因判
定書､実況見分調書､活動報告書等､同火災に関する
一切の書類)

①火災調査書類他１件 8月5日 一部開示

各書類に係る開示請求
者以外の個人情報
開示請求者以外の現場
質問調書

条例第17条第3号､７号

6 7月30日 請求
健康福祉部
障がい福祉課

精神障害者福祉手帳の申請時の診断書平成27年申
請分

診断書(精神障害者保健福祉手帳用) 8月13日 全開示

7 8月21日 請求
市民生活部
市民課

中村区役所から申請のあった戸籍謄本等の交付申
請書
(平成27年7月1日から現在)

戸籍謄本等の交付について(依頼)
（受付日:平成27年7月15日)

9月2日 一部開示 委託先従業員の印影 個人情報保護条例第17条第3号

8 8月21日 請求
市民生活部
市民課

平成27年7月1日～現在までの
中村区役所から申請の戸籍謄本等の申請書

戸籍謄本等の交付について(依頼)
（受付日:平成27年7月13日)

9月2日 一部開示
委託先従業員の印影
氏名

個人情報保護条例第17条第3号

9 9月10日 請求
市民生活部
市民課

住民票の写し等の交付申請書(H.27.6月1日～27年9
月10日)

戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求
書
(受付日：平成27年6月5日)

9月18日 一部開示
請求者以外の氏名及び
印影､委託先従業員の

署名

個人情報保護条例第17条第3号､4
号、5号

10 11月5日 請求
消防本部
消防署

平成27年5月9日午前中
●●●●●　●●年●●月●●日生
●●●●↔●●●●間の往復の搬送記録

救急出場報告書 11月17日 全開示

11 11月25日 請求
市民生活部
市民課

住民票の写し等の交付申請書
平成27年5月1日～平成27年11月25日

住民票の写し等の交付申請書
平成27年5月1日～平成27年11月25日

12月3日 不開示

平成27年5月1日から平成27年11月
25日までの申請期間については,住
民票の写し等の申請がなく,当該保
有補人情報を保有していないため

12 11月27日 請求
財政部
資産税課

住所(納税通知書送付先)変更届
平成23年に私に送付先を変更した届け出

住所(納税通知書送付先)変更届 12月11日 一部開示 印影 条例第17条第3号

13 12月4日 請求
市民生活部
市民課

戸籍謄抄本等交付申請書(H27年10月14日)
住民票の写し等交付請求書(H27年10月14日)

戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求
書
(受付日：平成27年10月14日

12月18日 一部開示
請求者の印影

委託先従業員の署名
条例第17条第3号,4号,5号

14 3月3日 請求
市民生活部
市民課

戸籍(全部事項証明書)の交付申請書
平成28年2月22日付

戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書
平成28年2月22日付

3月9日 一部開示
請求者の印影,請求者以

外の氏名･印影
条例第17条第3号,4号,5号

15 3月4日 請求
市民生活部
市民課

住民票の写し等の交付申請書
平成28年2月23日分

戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書
平成28年2月23日分

3月9日 一部開示
請求者の印影委託先従

業員の署名
条例第17条第3号,4号,5号

16 3月14日 請求
健康福祉部
介護保険課

●●●●の介護保険の特別徴収に関する文書一切
（平成27年度）

介護保険料賦課台帳平成27年度 3月28日 全開示

整理番
号

受付日 区分

訂正請
求の趣
旨及び
理由

訂正請求に
係る個人情
報の開示を
受けた日そ
の他当該保
有個人情報
を特定する
に足りる事項

開示等しないこととした根拠規定
開示請求等に係る保有個人情報が記録

されている公文書の件名

開示請求等に係る保有個人情報が記録されている公
文書の名称その他保有個人情報を特定するに足りる
事項

担当課等
開示等しないこととした

部分
備考

利用
目的

訂正請求
にかかる
保有個人
情報が記
録されて
いる公文
書の名称

個人
情報
訂正
（不訂
正）の
決定
の通
知を
した
日

訂正しな
いこととし
た理由

訂正を求め
る内容

開示決定等の
内容

開示決定
等の通知
をした日

当該規定を適用する理由
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表彰審査委員会 秘書課 非公開 1 ―

総合計画審議会 企画政策課 未開催 ― ― ― ―

開発事業紛争調停委員会 総務課 非公開 1 ―

情報公開・個人情報保護審査会 総務課 非公開 9 ―

特別職報酬等審議会 人事課 公開 2 2

防災会議 市民安全課 公開 1 2

国民保護協議会 市民安全課 公開 1 0

新型インフルエンザ等対策連絡
調整会議

市民安全課 未開催 ― ― ― ―

自転車等駐車対策協議会 交通対策課 公開 1 0

地域公共交通会議 交通対策課 公開 1 0

市民憲章審議会
市民活動推進
課

未開催 ― ― ― ―

国民健康保険運営協議会
保険医療年金
課

公開 2 0

市民活動支援センター運営委員
会

市民活動支援
センター

公開 2 0

男女共同参画審議会
男女共同参画
課

公開 2 0

青少年女性センター・勤労青少
年ホーム運営委員会

男女共同参画
課

公開 2 0

公開
一部
公開

非公開

傍聴
人数

資料３　平成27年度会議公開実施状況一覧表

担当課附属機関等名
公開非公開の状

況

会議開催状況
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公開
一部
公開

非公開

傍聴
人数担当課附属機関等名

公開非公開の状
況

会議開催状況

市民会館運営審議会 文化課 未開催 ― ― ― ―

生涯学習審議会 生涯学習課 公開 2 0

道風記念館運営協議会 道風記念館 公開 1 1

スポーツ表彰審査会 スポーツ課 非公開 1 ―

図書館協議会 図書館 公開 4 7

予防接種健康被害調査委員会 健康増進課 未開催 ― ― ― ―

Ｏ157対策連絡会 健康増進課 未開催 ― ― ― ―

保健予防調整会 健康増進課 未開催 ― ― ― ―

救急医療対策会議 健康増進課 未開催 ― ― ― ―

健康施策等推進協議会 健康増進課 公開 1 0

地域福祉計画推進協議会 高齢福祉課 公開 1 0

民生委員推薦会 高齢福祉課 未開催 ― ― ― ―

高齢者総合福祉計画推進協議会 高齢福祉課 公開 1 4

福祉有償運送運営協議会 高齢福祉課 公開 1 0

老人ホーム入所判定委員会 高齢福祉課 非公開 7 ―
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公開
一部
公開

非公開

傍聴
人数担当課附属機関等名

公開非公開の状
況

会議開催状況

地域包括支援センター運営等協
議会

介護保険課 公開 3 6

春日井市介護認定審査会 介護保険課 非公開 366 ―

障がい支援区分判定審査会 障がい福祉課 非公開 18 ―

障がい者施策推進協議会 障がい福祉課 公開 2 13

地域自立支援協議会 障がい福祉課 公開 3 34

一体的就労支援事業運営協議会 生活援護課 非公開 2 ―

子ども・子育て支援対策協議会 子ども政策課 公開 2 0

特別支援保育審査委員会 保育課 非公開 2 ―

環境審議会 環境政策課 公開 3 6

廃棄物減量等推進審議会
ごみ減量推進
課

公開 2 1

商工業振興審議会 経済振興課 未開催 ― ― ― ―

人・農地プラン検討会 農政課 公開 1 0

都市計画審議会 都市政策課 公開 1 0

都市景観審議会 都市政策課 未開催 ― ― ― ―

町名等審議会 都市政策課 公開 1 0

高蔵寺ニュータウン未来プラン
策定検討委員会

ニュータウン
創生課

公開 3 56
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公開
一部
公開

非公開

傍聴
人数担当課附属機関等名

公開非公開の状
況

会議開催状況

開発審査会 建築指導課 非公開 7 ―

建築審査会 建築指導課 非公開 4 ―

旅館等建築審査会 建築指導課 未開催 ― ― ― ―

緑の審議会 公園緑地課 未開催 ― ― ― ―

春日井市民病院事業評価委員会 管理課 公開 1 0

消防賞じゅつ金等審査
委員会

消防総務課 未開催 ― ― ― ―

通学区域審議会 学校教育課 未開催 ― ― ― ―

学校保健結核対策委員会 学校教育課 非公開 2 ―

いじめ・不登校対策協議会 学校教育課 非公開 2 ―

就学支援委員会 学校教育課 非公開 3 ―

放課後教室運営委員会 学校教育課 公開 1 0

文化財保護審議会 文化財課 公開 1 0

学校給食運営委員会 学校給食課 未開催 ― ― ― ―

48 1 425 132

※非公開で行われた会議の425のうち、366は介護認定審査会です。
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諮問第 42 号 

 

答  申  書 

 

第１ 審査会の結論 

春日井市教育委員会（以下「実施機関」という。）が平成 26 年５月９日

付け 25 春教学第 2683-3 号で行った公文書不開示決定については、妥当で

ある。 

 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

本件異議申立ての趣旨は、春日井市情報公開条例（平成 12 年春日井市条

例第 40 号。以下「条例」という。）第６条に基づく開示請求に対し、実施

機関が行った平成26年５月９日付け25春教学第2683-3号の公文書不開示

決定の取消しを求めるものである。 

２ 異議申立ての理由 

異議申立人が主張する異議申立ての主たる理由は、異議申立書、意見書

及び口頭意見陳述によると、おおむね次のとおりである。 

⑴ 愛知県立高等学校推薦入試（以下「推薦入試」という。）において、「評

定の合計」、いわゆる「内申点」が重要な要素であることは事実であり、

文書化されていなければ各中学校の適正な推薦入試事務は不可能である。 

  ⑵ 愛知県立高等学校（以下「県立高校」という。）各校の「推薦入学実施

要項」の「推薦基準」には、必ず「本校の教育課程を履修することので

きる学力を有するとともに」という記載がある。 

  ⑶ 愛知県公立高等学校入学者選抜実施要項（以下「実施要項」という。）

にも、いわゆる学力推薦以外の推薦においては、「当該高等学校・学科の

教育課程を履修する学力を有するか否かの観点に立って、適切な基準を

設ける。」と定めている。 

  ⑷ 推薦入試においては、学力検査を省略するので、いわゆる内申点が重

要な意味を持つことになる。 

  ⑸ 愛知県教育委員会（以下「県教委」という。）によれば、各県立高校の

定める基準点（＝内申点）が、県立高校の校長から各中学校長に口頭で

伝えられているという。この内申点は、生徒を受け入れる県立高校側の

示す重要な入学要件である。各中学校においても、間違いなく重要であ

り、即座に文書化されているものと考えられる。 
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  ⑹ 入試は生徒の人生上の重要事案である。当然、推薦入試事務の遂行に

間違いがあってはならない。それにもかかわらず、内申点記載文書が存

在しないなどという実施機関の主張は全く理解できない。 

  ⑺ 実施機関の指導主事は、「担任は、生徒から推薦希望があれば、内申点

を知らされていないので、内申点不足を言及することはなく、基本的に

全て推薦委員会に挙げる。」と説明している。 

  ⑻ 実施要項に、中学校長は推薦の厳正・公平、適切を期するため推薦委

員会を設けることとされているが、内申点の共有もなく、どのようにし

て推薦の厳正・公平、適切が保障されるのか。 

  ⑼ 実施機関の指導主事は、校長がメモを取っているかも知れない、また

口頭あるいはメモを見せながら進路指導主事に伝えていると説明した。

進路指導主事に伝わっているのならば、進路指導委員会に所属する職員

に共有されているはずである。 

  ⑽ 実施機関はメモと説明しているが、これは公文書であり、開示される

べきである。 

  ⑾ 今仮に、推薦入試事務遂行時期に、中学校長が突然死したらどうなる

のか。職員は誰も内申点について把握していない。校長代理の教頭が勘

で判断するのか。組織体としてあり得ない話である。 

   

第３ 実施機関の説明の要旨 

実施機関の説明を総合すると、本件開示請求に対し、異議申立人が主張

する公文書を開示しなかった理由は、おおむね次のとおりである。 

１ 県立高校（普通科・専門学科・総合学科）の推薦入学について 

県立高校の推薦入学は、当該高校の学科を志望する意志が強く、動機・

理由が明白であり、人物及び学習成績が優れている者で、中学校長の推薦

を得た者が志願できるとする入学選抜方法の一つである。 

推薦にあたって中学校長の取るべき措置として、推薦の厳正・公平、適

切を期するため推薦委員会を設けるとしており、通常、校長、教頭、教務

主任、校務主任、第３学年所属の教員等が委員として組織されている。推

薦委員会では、推薦入学を希望する者からの申出を受け付けた後、当該申

出者が、人物が優れているか、希望校（学科）の教育課程を履修する学力

を有しているか、希望校（学科）が示す推薦基準を満たしているか等の審

議がなされ、校長が被推薦者の決定を行っている。具体的には、中学校３

年間の生活態度や実績、過去の一般入試の結果等から合格の可能性が十分

であるか等が審議される。 



 

資料４ 平成 27 年度情報公開・個人情報保護審査会答申 

 

165 

推薦入学（普通科）の合否判定は、各中学校長から提出された推薦書、

調査書の内容及び面接等の結果を資料として、次のいずれかの選抜基準に

基づいて総合的に行われる。 

⑴ 人物が優れており、運動、文化、芸術、奉仕活動等の諸活動のいずれ 

かにおいて優れた能力・適性及び実績等を有する者。 

⑵ 人物が優れており、恵まれない環境を克服し、向学心に富み、生活態 

度が他の模範となる者。 

⑶ 人物が優れており、調査書の「学習の記録」が優秀である者。 

各高等学校は、特に⑴及び⑵に関する基準を設定するに当たっては、当

該高等学校・学科の教育課程を履修する学力を有するか否かの観点に立っ

て、適切な基準を設けるとしており、県立高校ごとに基準を設定している

（以下「評定基準」という。）。評定基準は、異議申立人が異議申立書で示

すような推薦入学における内申点に関する情報と同義のものと考えるが、

この情報は、各県立高校の校長から中学校長へ口頭で伝達されているもの

で、公開されておらず、中学校長が各県立高校の校長から取得した文書も

存在しない。また、評定基準は、中学校長自身が推薦決定の参考としてい

るもので、校長がメモを作成することはあるが、公文書を作成するなどし

て、他の職員と共有しているものではない。 

２ 実施機関の判断について 

異議申立人の平成 26 年３月 28 日付け公文書開示請求に対し、実施機関

が保有する公文書は、平成 26 年５月９日付け 25 春教学第 2683-2 号で公

文書開示決定を行った各県立高校推薦入学実施要項のみであり、異議申立

人が指摘する推薦入試における「内申点」が記載された文書は存在しない

ため、原処分のとおり不開示決定したことは妥当である。 

 

第４ 調査審議の経過 

審査会は、本件異議申立てについて、次のとおり調査審議を行った。 

１ 平成26年５月９日 開示決定等の通知をした日 

２ 平成26年５月13日 異議申立てのあった日 

３ 平成26年７月25日 諮問のあった日 

４ 平成26年７月25日 実施機関から意見書を収受 

５ 平成26年８月11日 異議申立人から意見書を収受 

６ 平成26年10月８日 審議、異議申立人の口頭意見陳述、実施機関の説明

７ 平成26年11月19日 審議 

８ 平成26年12月24日 審議 
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９ 平成27年３月24日 審議 

10 平成27年４月22日 審議 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件対象文書について 

異議申立人が本件異議申立てにおいて開示を求めている公文書は、平成

26 年度の推薦入試において基準とされる、各県立高校の評定基準が分かる

文書で、春日井市教育委員会及び春日井市立中学校が保有しているもので

ある。 

２ 推薦委員会について 

   実施要項によれば、各中学校長は推薦の厳正・公平、適切を期すため、

推薦委員会を設けることとしており、実際に各中学校には推薦委員会が設

置されている。委員は一般的に校長、教頭、教務主任、校務主任、進路指

導主事、第３学年所属の教員等で構成されている。 

   推薦委員会は、被推薦者を決定する際、各高校別に、推薦入試を希望す

る志願者及び該当高校の推薦基準の確認をした後、各志願者の志望動機、

人物及び実績等について審議し、委員会内での質疑応答を経て、校長が被

推薦者の決定を行う。 

３ 評定基準のメモについて 

   評定基準は、各県立高校の校長から中学校長へ口頭で伝えられるもので

あり、実施機関の説明によれば、その際、中学校長は評定基準のメモ（以

下「本件メモ」という。）を作成する場合があり、学校によっては進路指導

主事に伝えている。また、進路指導主事も校長から伝え聞いた情報を基に

本件メモを作成することがある。その他に評定基準を記載した文書は作成

されていない。    

４ 本件メモの公文書該当性について 

⑴ 異議申立人は、本件メモについて、条例第２条第１号に規定する「実

施機関」の職員である校長が作成した文書であり、公文書であると主張

している。 

一方、実施機関は、校長が本件メモを作成することはあるが、文書を

作成するなどして、他の職員と共有しているものではないとして条例第

２条第２号に規定する公文書に該当せず、異議申立人の主張する公文書

は存在しないとしている。 

⑵ 条例第２条第２号では、開示請求の対象となる「公文書」を「実施機

関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録であ



 

資料４ 平成 27 年度情報公開・個人情報保護審査会答申 

 

167 

って、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関

が保有しているもの」と定義している。よって、本件メモが上記要件に

該当するか否かについて検討する。 

   ア 「実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書」の該当性に

ついて 

     「職務上作成し、又は取得した」とは、実施機関の職員が自己の職

務の範囲内において作成し、又は取得した場合をいう。 

中学校長は県立高校の校長から口頭で伝え聞いた評定基準を基に本

件メモを作成し、進路指導主事は学校長から口頭で聞き、又は校長が

作成したメモを見て本件メモを作成する場合があることから、それぞ

れが、各学校の推薦委員会という職務の範囲内において作成したもの

といえる。 

   イ 「当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関

が保有しているもの」の該当性について 

(ｱ) 組織共用性の意義 

「当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機

関が保有しているもの」とは、作成又は取得に関与した職員個人の

段階のものではなく、組織としての共用文書の実質を備えた状態を

いう。 

(ｲ) 校長が作成した本件メモについて 

当審査会では、実施機関を通して中学校 15 校の校長及び進路指

導主事に本件メモの管理状況等について調査した。ただし、３校の

校長については既に退職していたため調査はできなかった。 

本件メモを作成した校長は 12 名で、これは、退職校長を除き全

ての校長が作成していたことになる。しかし、全ての校長が作成し

た本件メモを平成 25 年度末までに廃棄していたため、本件メモの

見分はできなかった。そのため、当審査会では、本件メモの体裁を

確認するため、本年度に各県立高校の校長から口頭で伝え聞いて作

成した評定基準のメモの提出を実施機関に求めたところ、15 校全

員の校長のメモの提出を受けた。当該メモの体裁は、記載されてい

る高校の数や記載方法に多少の違いはあるものの、県立高校名と各

推薦基準における評定基準が記載された表のようなものであり、本

件メモの体裁も同様と考えられ、一応整った体裁を備えているとい

える。 

他方、本件メモの管理・保管状況について、廃棄するまでは、各
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校長が自身の机、ロッカー、パソコンで保管していた。各校長は、

メモを推薦委員会で推薦希望生徒を被推薦者に決定するかを判断

するための資料や進路指導主事との打ち合わせ用として使用して

おり、９名の校長については、進路指導主事に口頭や本件メモを見

せて伝えているとのことだった。なお、前述の進路指導主事を除き、

他の推薦委員会の委員を含め、誰とも共有していないとの回答であ

った。 

校長は自身が作成した本件メモを推薦委員会において被推薦者

を決定する際の判断材料の１つとして利用しているものの、当該年

度末までには、校長個人の判断で廃棄しており、校長に異動があっ

ても本件メモを引き継ぐことはしていない。また、実施機関の説明

においても、年度内に校長に事故があった場合は、必要に応じて県

立高校の校長に改めて確認することになると述べているところ、各

中学校長が作成している本件メモの高校の数が多くても 30 校程度

であり、再確認に要する事務も多くの労力を要しないことや、情報

の性質に鑑みれば、実施機関の説明が特段不合理とまではいえない。

更に推薦委員会内における共有は、推薦委員会の運営を円滑にはか

るために一部の進路指導主事に対して行われたのみであり、他の委

員とは、過去の各中学校の入試実績から想定される一般入試の評定

基準が被推薦者の決定の判断要素として十分なこと、生徒からの推

薦希望があった際に、評定基準にとらわれて生徒の側に立った個別

の進路相談が困難になるおそれがあるという理由から共有してい

ない（本件メモを共有していないにとどまらず、評定基準の情報そ

のものも共有していない。）。 

これらのことからすると、校長が作成した本件メモは、組織とし

ての共用文書の実質を備えた状態にあるとはいえず、作成に関与し

た職員個人の段階のものといえる。 

(ｳ) 進路指導主事が作成した本件メモについて 

校長から評定基準を伝えられた９名の進路指導主事のうち、本件

メモを作成した者は８名いたが、１名を除き校長と同様に平成 25

年度末までに個人の判断で廃棄していた。廃棄されるまで本件メモ

は、進路指導主事専用の進路用ロッカー、金庫、自身の机で保管さ

れており、異動があっても本件メモを引き継ぐことは行っていない。

そして、各進路指導主事は、本件メモを推薦委員会の円滑な運営、

校長との事前打ち合わせ、自身が進路指導を行う際の目安、学力判
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定の確認のために利用していた。本件メモを作成した進路指導主事

の全員が、被推薦者の最終決定は校長がするものであること、一般

入試の校内基準で進路指導が可能であることを理由に、他の推薦委

員会の委員と共有していなかった。 

１名の進路指導主事から提出された本件メモは、当該中学校の進

路指導委員会で使用する県立高校の過去の一般入試結果を記載し

た資料の備考欄に選抜基準ごとの評定基準を手書きで記載したも

のであった。この本件メモについて、当該進路指導主事は、進路指

導主事のみが使用する施錠できる進路指導用ロッカーで保管し、推

薦希望の生徒の状況を校長と事前に把握し、相談する段階で使用し

ており、他の推薦委員会の委員とは共有していないとのことだった。 

また、前述のとおり進路指導主事から提出された本件メモは、推

薦委員会で配付された資料の備考欄に手書きで、ごく一部の高校に

ついて評定基準を付記したものにすぎず、当該資料は進路指導主事

が自身の職務の便宜のために保有しているものといえる。 

以上の事実に鑑みれば、進路指導主事が作成した本件メモはいず

れも、組織としての共用文書の実質を備えた状態にあるとはいえず、

作成した進路指導主事個人の段階のものといえる。 

   ⑶ よって、校長及び進路指導主事が作成した本件メモは、条例第２条

第２号本文の「実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書」

には該当するものの、「実施機関の職員が組織的に用いるものとして、

当該実施機関が保有しているもの」に該当しないから、条例第２条第

２号に規定する「公文書」の要件を満たしていないと解されるため、

実施機関は本件対象文書を取得又は作成していたとはいえない。 

５ 結論 

以上により、本件対象文書については上記第１記載の審査会の結論の

とおり判断した。 

 

第６ 答申に関与した委員 

近藤真、髙松淳也、富田隆司、尾関栄作、森幸子 
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諮問第 44 号 

 

答  申  書 

 

第１ 審査会の結論 

春日井市教育委員会（以下「実施機関」という。）が平成 26 年９月２日

付け 26 春教学第 1179 号で行った公文書開示決定については、妥当である。 

 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

本件異議申立ての趣旨は、春日井市情報公開条例（平成 12 年春日井市条

例第 40 号）第６条に基づく平成 26 年８月 19 日付け公文書開示請求（以下

「本件開示請求」という。）に対し、実施機関が行った平成 26 年９月２日

付け 26 春教学第 1179 号で行った公文書開示決定につき、開示された公文

書である春日井市教職員研修委員会規約（以下「規約」という。）及び平成

25 年度教職員研修事業委託に係る完了報告書（添付資料の実績報告書、会

計報告書及び成果資料を含む。）（以下「平成 25 年度完了報告書」という。）

が開示請求した内容とは異なるため、開示請求した公文書を開示するか、

公文書が存在しなければ公文書の不存在を理由とする不開示決定をするよ

う求めるものである。 

２ 異議申立ての理由 

異議申立人が主張する異議申立ての主たる理由は、異議申立書及び意見

書によると、おおむね次のとおりである。 

  ⑴ 実施機関は、異議申立人が開示請求した「平成 26 年度の春日井市教職

員研修委員会（以下「研修委員会」という。）が、研修業務に精通してい

ることを示す文書」を一切持ち合わせていないので、「継続性」「同一性」

などの言葉で、「平成 25 年度の関係文書の開示」により、異議申立人の

開示請求を満たそうとするものであるが、何とも非論理的主張である。 

⑵ 研修委員会委員（以下「委員」という。）は、規約に定められているよ

うに、毎年度、教育長から委嘱され、任期は１年である。つまり、委嘱

により委員が確認され、研修委員会が立ち上がるのである。教育長が委

嘱行為をしなければ、その年度の研修委員会は存在しない。実施機関は、

「継続性」を主張するが、研修委員会は、基本的に「継続的」組織体で

はない。 

⑶ 平成 26 年度、委員は、４月８日に教育長により委嘱された。そして、
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同日、研修委員会と市の間で、研修事業に関する「委託契約書」が交わ

された。「研修業務に精通した委員会に委託するため」として、見積書等

が省略されているが、当該年度に生まれたばかりの研修委員会に「実績」

がないことは明白で、「研修業務に精通した委員会」などといえるはずは

ない。 

⑷ 研修委員会に係る基本計画の作成等は、常識的に考えるならば、委員   

長の勤務校に置かれる研修委員会事務局の作業であるが、第１回の研修

委員会の開催計画、要項作成、そして議事録作成まで、実施機関が行っ

ている。つまり、これまで、ほとんど全ての基本的作業を実施機関が行

ってきたのである。この状態で、「精通した組織」などと、どうしていえ

るのか。 

     

第３ 実施機関の説明の要旨 

実施機関の説明を総合すると、本件開示請求の対象文書として規約及び

平成 25 年度完了報告書を開示した主たる理由は、おおむね次のとおりであ

る。 

１ 教職員研修委託事業について 

教職員研修委託事業（以下「研修委託事業」という。）は、学校教育の充

実を図るために、春日井市立小中学校教職員（以下「教職員」という。）の

資質向上及び使命感の自覚と高揚を促し、各種の専門的かつ技術的な研修

及び研究を目的に実施するものである。 

子どもたちを取り巻く社会環境が複雑化し、課題が山積する中、学校に

は質の高い公教育が求められている。市においても学習指導要領に基づき、

確かな学力、豊かな人間性、健康・体力を総合した「生きる力」を一層育

み、研究指定校で進めてきた実践の成果を市内全校に浸透させるとともに、

「特色ある教育」や「創意工夫のある実践」を展開させ、さらには、これ

まで培ってきた「指導の技術・指導力」を若年の教員に伝え、実践的な指

導力を育成することにより「春日井の教育技術」を継承し、発展させてい

くことが求められている。 

こうしたことから、研修委託事業は、市が求める学校教育を十分に熟知

し、研修・研究の継続性や、その結果からの技術や知識の蓄積を生かすこ

とができる研修業務に精通した団体等に委託する必要がある。 

２ 研修委員会について 

研修委員会は、市における教職員研修事業（以下「研修事業」という。）

の適正かつ円滑な実施及び運営を図ることを目的に設置され、20 名以内の
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委員で構成されている。委員は、教育長が教職員の中から委嘱し、任期は

１年としているが、研修委員会自体は規約に基づき、団体としての同一性

及び継続性を有して運営されている。 

また、研修委員会は研修事業の円滑な遂行を図るため、教職員で組織す

る「教科・教科外研究会」を始めとする６つの専門部会等や、専門部会を

運営するための 37 の専門委員会等を設置して活動している。研修委員会の

下部組織である各専門部会等は、委員とは別に各分野において専門性を有

する教職員で構成されている。毎年度構成員に多少の変更はあるものの、

専門部会等の専門性は確実に継承されている。また、その実績内容は、市

が求める学校教育の研修及び研究内容として、その学術的見地や技術指導、

さらには学習資料の作成技術等に優れている。 

３ 規約及び平成 25 年度完了報告書について 

  研修委員会は、規約のとおり教職員で組織されている。 

  研修委員会は、各年度の完了報告書と前年度の取組内容を踏まえ、研修

委託事業の課題を設定し、その時に必要な内容に取り組んでいる。完了報

告書には、各専門部会の実績報告書・委託金会計報告書及び各専門部会が

作成した資料（文集、研究紀要、活動集録、会議資料）が添付されている。

平成 23 年度から平成 25 年度までの完了報告書の内容を見れば、研修委員

会が学校教育を十分に熟知し、研修業務に精通していることは明白である。

なお、平成 23 年度及び平成 24 年度の完了報告書は、本件開示請求の前に

なされた開示請求により、異議申立人に開示されている。   

 

第４ 調査審議の経過 

審査会は、本件異議申立てについて、次のとおり調査審議を行った。 

１ 平成26年９月２日 開示決定の通知のあった日 

２ 平成26年９月13日 異議申立てのあった日 

３ 平成26年11月28日 諮問のあった日 

４ 平成26年11月28日 諮問実施機関から意見書を収受 

５ 平成27年１月21日 異議申立人から意見書を収受 

６ 平成27年３月24日 審議、実施機関の説明 

７ 平成27年４月22日 審議 

８ 平成27年５月21日 審議 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件対象文書について 
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異議申立人が本件異議申立てにおいて開示を求めている公文書（以下「本

件対象文書」という。）は、平成 26 年度の研修委員会が研修業務に精通し

ていることを示す、全ての文書である。 

２ 研修委員会について 

  規約及び実施機関の説明によると、次の事実が認められる。 

 ⑴ 目的 

研修委員会は、当該名称の組織としては、平成 15 年度に規約に基づき

組織されており、教職員に対する研修事業の適正かつ円滑な実施及び運

営を図ることを目的とした任意団体である（規約第２条）。 

  ⑵ 委員 

研修委員会は、教育長が委嘱する 20 名以内の委員で組織するとされて

いる（規約第５条）。現在は、校長以下 10 名が委員となり、研修事業の

運営及び実施等を行っている（規約第３条）。委員の内訳は、校長４名、

教頭２名、教務主任２名、校務主任２名となっている。委員は全員が専

門部会等の経験者である。 

研修委員会の各委員は、任期が１年とされており、再任は妨げられな

い（規約第５条第３項本文）。実際に、１年の任期満了後も、10 名の委

員のうち３、４名は、前年度と同様の者に委嘱されている。また、任期

満了後も後任者の就任まで職務を行い、委員が不在になるということは

ない（規約第５条第３項ただし書）。 

  ⑶ 役員 

    研修委員会は、役員として、委員長１名、副委員長１名、会計１名、

幹事若干名を置き、その職務内容を定めている（規約第６条）。 

 ⑷ 会議 

    委員長が研修委員会を招集し、会議の議長となる。また、研修委員会

の会議の定足数及び議決要件が定められている（規約第７条）。 

⑸ 専門部会等及び専門委員会等     

研修委員会は、研修事業の円滑な遂行を図るため、教職員で組織する

専門部会等を設置することができる（規約第８条第１項）。また、各専門

部会は、事業を運営するための専門委員会等を設置することができる（規

約第８条第２項）。実際に、教科・教科外研究会を始めとする６つの専門

部会等や、専門部会を運営するための 37 の専門委員会等が設置されてい

る。 

    教職員のほぼ全員がいずれかの専門部会に所属しており、研修委員会

の研修計画に基づき、公務として専門部会ごとに研修の企画・運営を実
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施している。専門部会は、毎年度ほぼ同じ教職員で構成されているが、

所属する専門部会及び専門委員会が変わることはある。なお、研修計画

は、実施機関が案を作成している。 

  ⑹ 事務局 

    規約上は、研修委員会の事務局（以下「事務局」という。）は、委員長

勤務校に置かれるとされており（規約第４条）、委員１名が事務局を担当

している。専門部会の活動状況の集約及び実施機関への完了報告書の提

出、専門部会のメンバーの候補者選出等、会計処理は、事務局が行って

いる。 

    一方、研修委員会の事業計画・開催計画、要項及び議事録の作成は、

実施機関の指導主事が行っている。 

 ３ 研修委員会の同一性及び継続性の有無について 

まず、規約及び平成 25 年度完了報告書が本件対象文書に該当するか否か

の前提として、年度が変わっても、研修委員会が同一性及び継続性を有し

ているか否かについて検討する。 

研修委員会の委員は任期が１年のため、毎年度教育長から委嘱され、毎

年度任期が満了することとなる。しかし、規約には、上記第５．２記載の

とおり、組織の中核的要素である研修委員会の目的、事業、組織、役員、

会議等が規定されているところ、規約には一部が改正された形跡は見受け

られるものの、研修委員会は、同一の規約に基づき、同一の組織として、

平成 15 年から現在に至るまで現に運営されていると認められる。また、上

記第５．２記載のとおり、委員の任期は１年であるものの、再任制度があ

り、また、任期満了後も後任者の就任までその職務を行うとするなど、研

修委員会が組織として継続することを前提とした規定となっている。実際

に、委員は１年の任期満了後も、10 名のうち３、４名は、再任される運用

となっている。さらに、専門部会は、所属する専門部会及び専門委員会が

変わることはあるものの、毎年度ほぼ同じ教職員で構成されている。よっ

て、研修委員会は、年度が変わっても、同一の組織的基盤たる規約に基づ

き、構成員にも大幅な変動がなく、継続的に運営されているといえる。 

したがって、研修委員会は毎年度委員の任期が満了するとしても、異議

申立人が主張するように、年度ごとに別の研修委員会が存在するわけでは

なく、同一性及び継続性を有する一つの研修委員会が存在するといえる。

すなわち、年度が変わっても、研修委員会は同一性及び継続性を有してい

るといえる。 

 ４ 規約及び平成 25 年度完了報告書の本件対象文書該当性について 
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次に、規約及び平成 25 年度完了報告書が、平成 26 年度の研修委員会が

研修業務に精通していることを示す文書として、本件対象文書に該当する

か否かを検討する。 

  ⑴ 規約について 

規約には、上記第５．２記載のとおり、研修委員会の目的、事業、組

織、役員、会議等が規定されている。これらの規定は、前述のとおり研

修委員会の同一性、継続性を確認する重要な資料であり、同委員会の実

績の存否を判断するため、すなわち平成 26 年度の研修委員会が業務に精

通しているか否かを判断するための資料となるものといえる。 

  ⑵ 平成 25 年度完了報告書について 

審査会が平成 25 年度完了報告書を見分したところ、平成 25 年度完了

報告書は、教職員研修事業委託の完了報告書と専門部会ごとの報告書で

構成されており、その具体的な内容は次のとおりである。 

   ア 教職員研修事業委託の完了報告書 

教職員研修事業委託の完了報告書には、当該年度の研修事業が完了

した旨が記載されている。 

   イ 専門部会の報告書 

専門部会の報告書は、おおむね次の内容で構成されている。 

(ｱ) 平成 25 年度春日井市教職員研修委員会活動実績報告書 

部会名、部会長の所属校・氏名、事業名、期日（期間）、事業内容

が記載されている。 

    (ｲ) 平成 25 年度春日井市教職員研修委員会委託金会計報告書 

部会名、部会長の所属校・氏名、会計担当者の所属校・氏名、収

入内訳・支出内訳が記載されている。また、専門部会の下に専門委

員会がある場合は、専門委員会ごとに会計報告書が作成されている。 

   (ｳ) 平成 25 年度春日井市教職員研修事業委託料精算報告書 

部会名、部会長の所属校・氏名、会計担当者の所属校・氏名、精

算内訳（収入内訳・支出内訳）、精算理由が記載されている。また、

専門部会の下の専門委員会で返還金額がある場合は、専門委員会ご

とに精算報告書が作成されている。なお、当該報告書は返還金額が

発生した場合のみ添付されている。 

    (ｴ) 研究集録 

研修事業での成果を取りまとめたものであり、教科等研究会、社

会科副読本編集委員会、中学校教育課程推進委員会、理科資料作成

委員会、管理職研修（校長、教頭、教務主任、校務主任）及び教育
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研究員が作成している。 

  ⑶ 平成 23 年度及び平成 24 年度の完了報告書について 

  また、実施機関の説明によれば、異議申立人は実施機関に対し、本件

開示請求の前に、平成 23 年度及び平成 24 年度の完了報告書の開示請求

をし、当該完了報告書の開示を受けたことが認められる。これら過年度

の完了報告書の内容は、上記平成 25 年度の完了報告書と同内容のもので

ある。 

  ⑷ 委員及び教職員の経験、専門性 

上記第５．２⑸記載のとおり、専門部会及び専門委員会等は、教職員

によって構成されるところ、教職員のほぼ全員がいずれかの専門部会に

所属しているというのであるから、教職員となった者は就職時から、い

ずれかの専門部会に所属して、毎年度、研修委員会の研修計画に基づき、

公務として研修の企画・運営を実施していることになる。また、委員も

専門部会等の構成員を経験してきた者である。従って、研修委員会は、

個々の教職員が継続的に研修業務に携わることにより、その経験及び専

門性を高めていくことができる制度として運用されていると認められる。 

⑸ 事務局と実施機関の関係 

  異議申立人が指摘し（上記第２．２⑷）、また、実施機関が説明する（上

記第５．２⑹）とおり、実施機関が研修委員会の事業計画・開催計画、

要項及び議事録の作成を行っている。この点、事業計画については委託

内容（研修の基本方針）を特定するために委託者が行って差し支えなく、

開催計画、要項及び議事録の作成は形式的な事務分配にすぎず、これら

の事務を委託者である実施機関が担当しても、研修委員会の研修業務に

関する継続性及び専門性が損なわれるものではないと認められる。 

⑹ そして、このような継続性及び専門性を有する組織が実施した研修業

務に関する平成 25 年度完了報告書は、研修委員会が平成 25 年度に実施

した研修業務の内容及び成果が詳細かつ具体的に記載されており、研修

委員会が研修業務につき相当程度の専門性及び実績を有していることが

わかる文書であるといえる。また、平成 23 年度及び平成 24 年度の完了

報告書も存在することを踏まえれば、研修委員会の目的、事業、組織、

役員、会議等が規定された規約と、平成 23 年度から平成 25 年度までの

３年間の完了報告書により、研修委員会が研修業務について継続的な実

績を有していると認めることができるのであるから、これらの文書が、

研修委員会が研修業務に精通していることを示す文書であるということ

を否定する理由はない。 
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ただし、平成 23 年度及び平成 24 年度の完了報告書は、本件開示請求

の前に異議申立人に開示されていることからすれば、本件開示請求にお

いては、規約及び平成 25 年度完了報告書を開示すれば、必要かつ十分で

ある。 

よって、規約及び平成 25 年度完了報告書は、平成 26 年度の研修委員

会が研修業務に精通していることを示す文書として、本件対象文書に該

当するといえる。  

５ 結論 

以上により、本件公文書開示決定については上記第１記載の審査会の結

論のとおり判断した。 

 

第６ 答申に関与した委員 

   近藤真、髙松淳也、富田隆司、尾関栄作、森幸子 
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諮問第 46 号 

 

答  申  書 

 

第１ 審査会の結論 

春日井市教育委員会（以下「実施機関」という。）が平成 26 年９月 24

日付け 26 春教学第 1147－２号で行った公文書一部開示決定については、

妥当である。 

 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

本件異議申立ての趣旨は、春日井市情報公開条例（平成 12 年春日井市条

例第 40 号。以下「条例」という。）第６条に基づく開示請求（以下「本件

開示請求」という。）に対し、実施機関が行った平成 26 年９月 24 日付け

26 春教学第 1147-2 号の公文書一部開示決定（以下「本件一部開示決定」

という。）によって開示された春日井市立東部中学校、西部中学校及び坂下

中学校（以下「本件各中学校」という。）における平成 25 年度の進路委員

会（以下「本件進路委員会」という。）の資料（以下「本件資料」という。）

につき、個人に関する情報及び私立高校に関する情報で公にできない情報

を除いた一部不開示部分（以下「本件不開示情報」という。）の開示を求め

るとともに、本件進路委員会の会議録及び高校入試後に実施されるまとめ

の進路委員会の資料（以下「本件会議録等」という。）の開示を求めるもの

である。 

なお、異議申立人は、条例第７条第２号又は第３号に該当する情報が不

開示となることは争わないが、実施機関が条例第７条第７号に該当すると

判断した情報は、同条同号に該当しないため、開示すべきであると主張し

ている。 

２ 異議申立ての理由 

異議申立人が主張する異議申立ての主たる理由は、異議申立書及び意見

書によると、おおむね次のとおりである。 

  ⑴ 本件不開示情報のうち個人に関する情報及び私立高校に関する情報で

公にできない情報を除いた部分について 

   ア 公教育における情報は、基本的に公にされるべき情報であり、進路

指導に関する情報も当然開示されるべきである。 

   イ 東部中学校「平成 25 年度第 1回進路委員会資料」の３頁「⑵私立高



 

 

179 

 

校全般について」の部分は、タイトルが「全般について」であるから、

個別の私立高校に関わる情報とも思われないが、不開示情報が多い。

７頁「６各種・専修学校に関すること ⑴おおまかな傾向」の部分は、

「おおまかな傾向」がなぜ不開示とされるのか理解できない。 

   ウ 実施機関は、「この情報を開示することにより、生徒が成績通知や判

定だけで学校を選択する風潮を助長したり、数値の低い学校を選択す

ることで劣等感を抱いたりするなど、中学校が進めている高校等の選

択の指導に弊害を及ぼすおそれがある。」と主張しているが、開示され

た本件資料を見ると、テストの結果が、進路指導上考慮すべき主たる

要素であることは間違いない。学校こそが、劣等感を抱く生徒を生み

出している。 

   エ 実施機関の主張の中に、「中学校が進めている高校等の選択の指導」

とあるが、その内容はどのようなものか。劣等感を抱かないように指

導を行っているならば、どのように行っているのか、具体的事実を明

らかにした後に主張してもらいたい。そして、一部不開示とした情報

を開示することができるはずである。 

   オ 生徒のよりよい進路のために、関係情報をできる限りオープンにす

べきである。また、生徒や保護者が不安や疑念を抱くことがないよう

にしなければならない。そのように考えるならば、本件不開示情報は、

個人情報等を除き、当然開示されるべき内容である。 

   カ 開示された本件資料に、「できるだけ地元高校への定着を図る」及び

「地元の高校を盛り上げる」とある一方で、実施機関の主張は、「生徒

のための進路指導を行っているが、請求どおり開示したならば、それ

ができなくなる（おそれがある）」というものである。しかし、「でき

るだけ地元高校への定着を図る」及び「地元の高校を盛り上げる」こ

とが、必ずしも「生徒のためになる」とはいえない。この実施機関の

主張は矛盾している。 

  ⑵ 本件会議録等について 

   ア 開示された本件資料に、進路委員会における出席委員の発言記録用

紙と思われる文書があるため、異議申立人が実施機関に対して会議録

の有無を質問したところ、会議録は存在しないとの回答であった。進

路委員会という組織の重要性を考えるならば、会議録は作成され、開

示対象文書となるものと考える。 

   イ 本件各中学校の平成 25 年度最後の進路委員会開催日は、入試の結果

が出そろう前であった。他市の進路委員会の開催状況を調べると、入
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試後には進路委員会が開催され、「進路状況報告」や「反省」を行って

いた。春日井市立中学校においても、最終的なまとめの進路委員会が

開催されているのではないかと推察されるが、該当する文書が存在し

ない。はなはだ疑問である。 

     まとめの進路委員会が開催されていないとするならば、進路指導及

び事務の適正な遂行がなされているとはいい難く、一部不開示とした

情報を開示しない理由などない。 

 

第３ 実施機関の説明の要旨 

実施機関の説明を総合すると、本件一部開示決定において本件不開示情

報を不開示とし、本件会議録等を開示の対象としなかった主たる理由は、

おおむね次のとおりである。 

１ 本件不開示情報について 

 ⑴ 条例第７条第２号に該当する情報 

    生徒の組、氏名、評定情報、成績情報及び志望校は、生徒個人に関す

る情報であって、特定の個人を識別することができる又は特定の個人を

識別できないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお

それがある情報であるため、条例第７条第２号に該当する。 

⑵ 条例第７条第３号に該当する情報    

私立高校の入試における選抜に関する情報のうち、各私立高校から提

供を受けたものであり、かつ、各私立高校が公表していない情報は、私

立高校の内部情報であり、条例第７条第３号に該当する。 

⑶ 条例第７条第７号に該当する情報 

ア 各公立高校の入試に関する情報 

本件各中学校が定める、入試における指導基準の成績数値や判定に

関する情報は、本来、各高校等の受験指導上の学力指標として設定、

判定したものである。近年、中学校が行う高校等の選択の指導にあた

っては、点数や偏差値だけで学校を選ぶのではなく、生徒が校風や教

育内容について十分な情報を収集し、生き生きと学び、活動すること

ができる学校を探し、自分が進学したい学校を選ぶことができるよう

指導、援助している。この情報を開示することにより、生徒が成績数

値や判定だけで学校を選択する風潮を助長したり、数値の低い学校を

選択することで劣等感を抱いたりするなど、中学校が進めている高校

等の選択の指導に弊害を及ぼすおそれがあるため、条例第７条第７号

に該当する。 
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  イ 各私立高校の入試に関する情報 

本件各中学校の指導基準には、各私立高校から公にしないことを前

提にして提供を受けた、各私立高校の入試における選抜に関する情報

をもとに設定されたものがある。当該指導基準が明らかになると、各

私立高校から提供を受けた情報も明らかになり、各私立高校との信頼

関係が損なわれるおそれがあるため、条例第７条第７号に該当する。 

２ 本件会議録等について 

本件進路委員会の第１回は、１年間の進路指導方針について、第２回以

降は個別の生徒について審議している。本件進路委員会の会議録は作成し

ておらず、会議の資料に出席者がメモをしている。異議申立人が主張する

入試結果のまとめの会議というものは、一部の中学校では開催されている

が、本件各中学校を含むその他の多くの中学校では、幹部職員による運営

委員会や学年会などで総括を行っており、まとめの進路委員会は開催して

いない。よって、本件進路委員会の会議録及び高校入試後に実施されるま

とめの進路委員会の資料は存在しない。 

 

第４ 調査審議の経過 

審査会は、本件異議申立てについて、次のとおり調査審議を行った。 

１ 平成26年９月24日 開示決定の通知のあった日 

２ 平成26年10月３日 異議申立てのあった日 

３ 平成27年２月５日 諮問のあった日 

４ 平成27年２月５日 実施機関から意見書を収受 

５ 平成27年４月１日 異議申立人から意見書を収受 

６ 平成27年５月21日 審議、実施機関の説明 

７ 平成27年６月30日 審議 

８ 平成27年７月30日 審議 

９ 平成27年９月28日 審議 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件異議申立ての対象 

異議申立人が本件異議申立てにおいて開示を求めているものは、第１に、

本件資料における本件不開示情報のうち、個人に関する情報及び私立高校

に関する情報で公にできない情報を除いた部分、すなわち実施機関が条例

第７条第７号を根拠として不開示とした部分であり、第２に、本件会議録

等である。 
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 ２ 本件資料について 

  ⑴ 検討対象 

異議申立人は、本件不開示情報のうち、実施機関が条例第７条第７号

を根拠として不開示とした部分につき、開示するよう求めている。しか

し、不開示部分が墨塗りされた本件資料及び公文書一部開示決定通知書

の記載からは、実施機関がどの部分について条例第７条第２号、第３号

又は第７号のいずれの号を根拠として不開示としたか、一見して明らか

ではないため、異議申立人が開示を求める部分を直ちに確定することが

できない。そこで、異議申立人が開示を求める部分を漏れのないように

審理するため、本件不開示情報の全てについて、その不開示の妥当性を

検討する。 

  ⑵ 検討方法 

 審査会は、実施機関から本件不開示情報の墨塗りをする前の本件資料

の提出を受け、本件不開示情報の内容を確認した。また、本件不開示情

報が多数に上るため、一つ一つの本件不開示情報について、本件資料に

記載されているページ数及び行数、不開示とした条例上の根拠規定を整

理した表（いわゆるヴォーン・インデックス）の提出を受けるとともに、

本件資料のうち東部中学校に関するものについて、実施機関から不開示

とした詳細な理由の説明を受けた。そして、本件不開示情報は、本件各

中学校において大部分が共通又は類似するため、東部中学校に関する実

施機関の説明をもとに、本件資料のうち西部中学校及び坂下中学校に関

するものについても、不開示の妥当性を検討した。 

  ⑶ 本件不開示情報の内容 

 審査会が本件不開示情報の墨塗りをする前の本件資料を見分したとこ

ろ、本件不開示情報の内容は、全て次のとおり分類できた。 

   ア 生徒の組、氏名、評定情報、成績情報、志望校 

   イ 各私立高校の入試における選抜に関する情報 

   ウ 各私立高校及び各公立高校の入試における指導基準及び判定に関す

る情報、本件各中学校の過去の公立高校の入試結果の成績に関する情

報、生徒の志望校の判定 

⑷ 不開示の妥当性 

本件不開示情報は、本件各中学校において大部分が共通又は類似する

ため、東部中学校、西部中学校及び坂下中学校の３校に関する部分につ

いて、まとめて不開示の妥当性を検討する。 

  ア 条例第７条第２号該当性 
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    実施機関は、生徒の組、氏名、評定情報、成績情報及び志望校は条

例第７条第２号に該当するとしているため、その該当性について検討

する。 

   (ｱ) 条例第７条第２号の趣旨 

条例第７条第２号は、個人のプライバシーを保護する必要がある

ことから、個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情

報を除く。)であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の

記述等により特定の個人を識別することができるもの(他の情報と

照合することにより、特定の個人を識別することができることとな

るものを含む。)又は特定の個人を識別することはできないが、公に

することにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるものに

ついては、不開示とすることを定めたものである。 

  (ｲ) 条例第７条第２号該当性 

生徒の組、氏名、評定情報、成績情報及び志望校は、生徒個人に

関する情報であって、特定の個人を識別することができると認めら

れるため、条例第７条第２号に該当する。 

    (ｳ) 対象外 

      したがって、不開示部分のうち、生徒の組、氏名、評定情報、成

績情報及び志望校に関する記載部分は本件異議申立ての対象となら

ないと認められる。 

イ 条例第７条第３号該当性 

実施機関は、各私立高校の入試における選抜に関する情報は条例第

７条第３号に該当するとしているため、その該当性について検討する。 

(ｱ) 条例第７条第３号の趣旨 

条例第７条第３号は、法人等又は事業を営む個人の健全で適正な

事業活動の自由を保障する必要があることから、事業活動に係る情

報で、公にすることにより、当該法人等又は個人の権利、競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる場合は不

開示とすることを定めたものである。 

(ｲ) 条例第７条第３号該当性 

審査会は、各私立高校の入試における選抜に関する情報を見分し

て確認したところ、当該情報は入試における選抜に関する情報の中

でも、入試の実施主体である各私立高校が基本的に保有するもので

あり、受験生である中学校の生徒や保護者が通常知り得ない情報で

あり、当該各私立高校が本件各中学校を含めた特定の中学校等に提
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供している以外には、公表しているとは考え難い情報であると認め

られる。 

また、当該情報の性質に照らせば、当該情報の詳細な内容が明ら

かにならずとも、当該各私立高校がどのような類型の情報を保有し

ているかが明らかになること自体が、当該各私立高校の円滑な入試

業務に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

よって、当該情報を開示することにより、法人等の事業活動に係

る情報で、公にすることにより、当該法人等の権利、競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれがあると認められるため、条例第

７条第３号に該当する。 

なお、上記のとおり、当該情報がどのような類型の情報であるか

を明らかにすると、各私立高校の円滑な入試業務に支障を及ぼすお

それがあると認められるため、「私立高校の入試における選抜に関す

る情報のうち、各私立高校から提供を受けたものであり、かつ、各

私立高校が公表していない情報」という以上に詳細な情報の類型を、

本答申において明らかにすることはできない。 

    (ｳ) 対象外 

したがって、不開示部分のうち、各私立高校の入試における選抜

に関する情報に関する記載部分は本件異議申立ての対象とならない

と認められる。 

      なお、異議申立人が特に指摘している東部中学校「平成 25 年度第

１回進路委員会資料」の３頁「⑵私立高校全般について」の不開示

部分には、この各私立高校の入試における選抜に関する情報に該当

する記載がある。また、同７頁「６各種・専修学校に関すること ⑴

おおまかな傾向」の不開示部分も、各私立高校の入試における選抜

に関する情報に該当する記載と認められる。 

   ウ 条例第７条第７号該当性 

     実施機関は、各私立高校及び各公立高校の入試における指導基準及

び判定に関する情報、本件各中学校の過去の公立高校の入試結果の成

績に関する情報、生徒の志望校の判定は条例第７条第７号に該当する

としているため、その該当性について検討する。 

     なお、不開示部分のうち、上記(4)ア及びイにおいて、条例第７条第

２号又は第３号に該当すると認められた部分以外の記載は、すべてこ

の各私立高校及び各公立高校の入試における指導基準及び判定に関す

る情報、本件各中学校の過去の公立高校の入試結果の成績に関する情
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報、生徒の志望校の判定に関する記載である。 

(ｱ) 条例第７条第７号の趣旨 

      条例第７条第７号は、市が行う事務又は事業に関する情報であっ

て、公にすることにより、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあるものについて、不開示とすることを定めたもの

である。 

    (ｲ) 条例第７条第７号該当性 

     ａ 各公立高校の入試に関する情報 

各公立高校の入試における指導基準及び判定に関する情報、本

件各中学校の過去の公立高校の入試結果の成績に関する情報及び

生徒の志望校の判定が明らかになると、生徒の中には当該情報を

重視して志望校を選択する者が増加して、学力重視の傾向が強ま

ることが予想される。 

実施機関によると、現在、本件各中学校の進路指導は、点数  

などで学校を選ぶのではなく、自分自身で情報収集をし、生き生

きと通える学校を自ら探し、選ぶことを指導している。しかし、

上記不開示情報を開示すると、学力重視の傾向の強化を招く可能

性が高いと認められる。そのため、当該情報を開示することによ

り、生徒が成績数値や判定だけで学校を選択する風潮を助長した

り、数値の低い学校を選択することで劣等感を抱いたりするなど、

中学校が進めている高校等の選択の指導に弊害を及ぼすおそれが

あるとの実施機関の主張は、首肯できる。 

よって、当該情報を公にすることにより、本件各中学校の進路

指導事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため、条例第

７条第７号に該当する。 

     ｂ 各私立高校の入試に関する情報 

       実施機関によると、各私立高校に関する入試における指導基準

及び判定に関する情報は、各私立高校の説明会に本件各中学校の

進路指導主事が参加するなどして、口頭又は書面で入手しており、

その際に各私立高校から提示される資料については、一般的なパ

ンフレットとは別に、公開しないことを前提に入手している。当

該情報は基本的に受験生である生徒や保護者に知られないように

管理されるものであり、実施機関の説明に不合理な点は認められ

ない。 

       よって、当該情報が明らかにされると、各私立高校が公にして
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いない情報を本件各中学校が明らかにすることになり、各私立高

校との信頼関係が損なわれるおそれがあると認められる。したが

って、当該情報は条例第７条第７号に該当する。 

    (ｳ) なお、異議申立人が特に指摘している東部中学校「平成 25 年度第

１回進路委員会資料」の３頁「⑵私立高校全般について」の不開示

部分のうち、上記(4)イにおいて各私立高校の入試における選抜に関

する情報（条例第７条第３号）と認められた部分以外の記載は、い

ずれもこの各私立高校及び各公立高校の入試における指導基準及び

判定に関する情報に該当すると認められる。 

   エ 小括 

以上により、本件不開示情報は、いずれも条例第７条第２号、第３

号又は第７号に該当するため、実施機関が本件一部開示決定において

本件不開示情報を不開示としたことは妥当である。 

３ 本件会議録等について 

  本件資料は詳細に記載されており、本件進路委員会の内容は会議録が作

成されなくても、本件資料によって事後的に確認することも可能である。

また、進路指導に関する入試後の総括は、本件進路委員会という形態で行

う必然性はなく、幹部職員による運営委員会や学年会などの形態で行うこ

とも可能である。これらの点に照らせば、本件進路委員会の会議録は作成

しておらず、入試後のまとめの進路委員会は開催されていないとの実施機

関の説明に不合理な点は認められない。 

よって、本件会議録等は作成されておらず、存在しないといえるため、

実施機関が本件一部開示決定において本件会議録等を開示の対象としなか

ったことは妥当である。 

４ 結論 

以上により、本件一部開示決定については上記第１記載の審査会の結論

のとおり判断した。 

 

第６ 答申に関与した委員 

   近藤真、髙松淳也、富田隆司、尾関栄作、森幸子 
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諮問第47号 

 

答  申  書 

 

第１ 審査会の結論 

春日井市教育委員会（以下「実施機関」という。）が平成27年１月８日付

け26春教学第 1729-2号で行った公文書開示決定については、結論において

妥当である。 

 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

本件異議申立ての趣旨は、平成 25 年度の春日井市小中学校長会の小学校

部会及び中学校部会について、開示された各回の「要項」以外にも各部会各

回の関係資料（会議記録を含む。）が存在すると考えられるので、それらの

開示を求めるものである。 

２ 異議申立ての理由 

異議申立人が主張する異議申立ての主たる理由は、異議申立書及び意見書

によると、おおむね次のとおりである。 

  ⑴ 「平成 25年度の春日井市教職員研修委員会活動実績報告書」（管理職研

修（校長研修））（以下「報告書」という。）の「４ 小中部会」の「事業

内容」欄には、「小学校部会」及び「中学校部会」（以下併せて「小中部会」

という。）が記載されている。報告書における小中部会の事業内容として

は、「当面する課題や学校運営上の諸問題解決のための調査・研究・検討」

と記載されている。現在、公教育（義務教育）における課題は山積みであ

り、学校経営主体としての校長が研究し、理解すべきことは多岐にわたり

膨大であるから、管理職研修（校長研修）がいかに重要なものであるのか

は、明白である。「調査・研究・検討」を目的とするならば、開示された

「要項」以外に一切の文書・資料等無しでの研究、研修など不可能である。 

⑵ 実施機関は、意見書において、「情報交換の活動を行っている」等あた

かも「雑談していた」と述べるがごとくである。しかし、報告書を作成し

た春日井市教職員研修委員会（以下「研修委員会」という。）は、教職員

研修事業について、春日井市長との間で委託契約を締結している。平成25

年度の委託金額は419万円であり、研修委員会傘下の一組織である管理職

研修（校長研修）部会には、当該委託金のうち29万円も公費が支給され、

公的出張として認められていたが、そのような研究の一端が「雑談」か。



 

188 

公教育における課題は山積みであるから「調査・研究・検討」を行うこと

にしたのであって、「要項」だけを毎回配布し、「雑談」していたというこ

とは、考えられない。 

⑶ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律は、教育委員会の職務権限と

して「校長、教員その他の教育関係職員の研修に関すること」を定めてお

り、その一環として、本件校長研修が位置付けられているはずである。そ

の研修実態が資料等も一切存在しない「雑談」であった、などということ

を、実施機関が容認するとは考えられない。 

⑷ 異議申立人が請求する関係資料（会議記録を含む。）は必ず存在すると

考えられるので、それらの開示を求める。 

     

第３ 実施機関の説明の要旨 

１ 実施機関は、意見書及び平成27年７月 30日に実施された口頭での説明に

おいて、本件開示請求の対象文書として「要項」のみを開示した主たる理由

として、おおむね次のとおり主張した。 

⑴ 報告書の対象となっている管理職研修（校長研修）部会は、研修委員会

の下部組織である教職員研修部会のうち、校長で組織された研修部会の一

つである。管理職研修（校長研修）部会の活動内容としては、各種研究大

会に参加したり、研修会を開催しており、これらの活動に関する公文書に

ついては、本件開示請求において異議申立人に開示している。 

小中部会は、実施機関が開催する校長会議の終了後に、引き続き開催さ

れており、市内の小学校長と中学校長が別に情報交換の活動を行っている。

小学校部会及び中学校部会の各部会では、当面する課題や学校運営上の諸

問題について、口頭で情報交換を行っており、開示した「要項」以外の公

文書は存在しない。 

⑵ 小中部会では、議題の内容によって、実施機関に加えて市内の小学校長

及び中学校長が、実施機関から付与されているメールアドレスを用いて、

それぞれ別に登録されている各メーリングリスト（以下「本件メーリング

リスト」という。）に資料を添付し、送信することがある。本件メーリン

グリストは、小中部会のみならず、実施機関や研修委員会、市内の小学校

長及び中学校長が組織する任意団体である春日井市小中学校長会（以下

「校長会」という。）の活動において利用されており、管理者は実施機関

である。 

小中部会に関して送信されるメール及び添付資料は、あくまで本件メー

リングリストでのやり取りの中での書類であり、組織共用性のある公文書
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ではない。また、本件メーリングリストを利用して、小中部会の出席の取

りまとめや、小中部会の議論の経過及び結果をまとめて送信することはな

い。 

 ２ 実施機関は、上記１の主張の後に実施された審査会からの聞取り調査にお

いて、おおむね次のとおり主張を追加した。 

  ⑴ 報告書に記載されている小中部会は、校長会に置かれた小学校部会及び

中学校部会のことである。研修委員会の中に小中部会は存在しない。 

⑵ 実施機関、校長会及び研修委員会はそれぞれ別組織であるため、実施機

関は、当初、小学校部会及び中学校部会の「要項」を公文書として保有し

ていなかった。しかし、以前の審査会による答申（平成 25 年度諮問第 32

号、同34号及び同35号）において、実施機関が校長会の文書を組織とし

て一切保有しないというのは疑問がある旨の指摘を受けたことも考慮し

て、実施機関は、本件開示請求を受けた際に、関係文書として「要項」を

校長会から取り寄せて開示した。同「要項」はあくまでも校長会に置かれ

た小学校部会及び中学校部会の資料であり、研修委員会の活動実績を示す

ものではない。 

 

第４ 調査審議の経過 

審査会は、本件異議申立てについて、次のとおり調査審議を行った。 

１ 平成27年１月８日 開示決定の通知のあった日 

２ 平成27年２月10日 異議申立てのあった日 

３ 平成27年５月11日 諮問のあった日 

４ 平成27年５月11日 実施機関から意見書を収受 

５ 平成27年６月８日 異議申立人から意見書を収受 

６ 平成27年７月30日 審議、異議申立人の口頭意見陳述、実施機関の説明 

７ 平成27年８月21日 審議 

８ 平成27年９月28日 審議 

９ 平成27年10月26日 審議 

10 平成27年11月30日 審議 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件対象文書について 

 ⑴ 本件開示請求において開示を求めた文書について 

 異議申立人が本件開示請求において開示を求めた文書は、本件開示請求

に係る公文書開示請求書（以下「本件開示請求書」という。）の記載内容及
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び本件開示請求時における異議申立人の意思に基づいて判断すべきである。 

本件開示請求書には、本件開示請求において開示を求める公文書として、

「１．別紙『平成25年度春日井市教職員研修委員会活動実績報告書（管理

職研修（校長研修））の『事業名』１、２、４欄の『事業内容』に関するす

べての文書（復命書も含む）。『１』に関しては、公費出張の場合、旅費支

給関係文書も含む。」と記載されている。当該記載内容からは、異議申立人

が開示を求めている文書は、研修委員会の活動実績に関する文書であると

考えられる。 

また、異議申立人は、異議申立書及び意見書において、研修委員会の活

動内容が「雑談」ではないかという点を問題視している。このことから、

異議申立人は、本件開示請求時においても、研修委員会の活動内容を知る

ために本件開示請求をするという意思を有していたことが推認される。 

上記のような本件開示請求書の記載内容及び本件開示請求時における異

議申立人の意思からすれば、異議申立人が本件開示請求において開示を求

めた文書は、「研修委員会の活動実績のうち、報告書の『事業名』１、２及

び４欄の『事業内容』に関する全ての文書」であるといえる。 

 ⑵ 本件異議申立てにおいて開示を求めている文書について 

    そうすると、異議申立人が本件異議申立てにおいて開示を求めている公

文書（以下「本件対象文書」という。）は、「『校長会の小中部会に関する

全ての文書』から『要項』を除いたもの」ではなく、あくまでも「『研修

委員会の活動実績としての小中部会に関する全ての文書』から『要項』を

除いたもの」である。 

 ２ 各組織の位置付けについて 

 各組織の位置付けについて、実施機関の説明並びに春日井市教職員研修委

員会規約（以下「研修委員会規約」という。）及び春日井市小中学校長会規

約（以下「校長会規約」という。）によると、次の事実が認められる。 

 ⑴ 研修委員会について 

研修委員会は、研修委員会規約に基づき組織されており、教職員に対す

る研修事業の適正かつ円滑な実施及び運営を図ることを目的とした任意団

体である（研修委員会規約第２条）。教育長が委嘱する 20 名以内の委員で

組織され（研修委員会規約第５条）、下部組織である各専門部会（研修委員

会規約第８条第１項）のいずれかには、市内の教職員のほぼ全員が所属し

ている。教職員は実施機関の承諾のもと、公務として研修委員会の業務を

行っている。 

管理職研修（校長研修）部会は、研修委員会の下部組織であって、活動
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内容として、各種研究大会に参加したり、研修を開催している。報告書に

記載のある小中部会は、研修委員会の下部組織ではない。そもそも研修委

員会の内部組織としての小中部会は存在しない。 

  ⑵ 校長会について 

校長会は、校長会規約に基づき組織されており、春日井市教育の伸展向

上と会員相互の研修等を行うことを目的とした任意団体である（校長会規

約第３条）。市内の小学校長及び中学校長の全員で組織され（校長会規約第

２条）、実施機関の承諾のもと、公務として校長会の業務を行っている。 

校長会の内部組織として、小学校長の全員で組織される小学校部と、中

学校長の全員で組織される中学校部が存在する（校長会規約第２条）。 

  ⑶ 実施機関、研修委員会及び校長会の相互関係 

    実施機関、研修委員会及び校長会は、目的及び構成員において共通又は

類似する部分が少なくなく、その業務も実施機関の公務として行われてい

る。しかし、研修委員会及び校長会は、それぞれ異なる規約に基づき組織

されており、三つの組織はそれぞれ独立した別組織であるといえる。 

  ⑷ 報告書に記載されている小中部会について 

報告書に事業内容が記載されている小学校部会及び中学校部会は、校長

会の内部組織としての小学校部及び中学校部のことを指す。両者を併せて

小中部会と記載している。実施機関もそのように説明しており、この小中

部会が、本来の活動とは別に研修委員会の活動を代わって行った事実は認

められない。 

とすれば、報告書の「４ 小中部会」「事業内容」の記載は、研修委員会

としての活動実績を示すものではないと言わざるを得ない。 

⑸ 本件メーリングリスト 

  実施機関は、本件メーリングリストが研修委員会の活動にも利用されて

いると説明したので、審査会は、実施機関を通じて、平成 25 年度から平

成 27 年度の間の校長会の小学校部会及び中学校部会で使用するために本

件メーリングリストに送付されたメール本文及び添付資料のうち現存す

るものの提出を受け見分した。しかしながら、研修委員会の活動に関する

メール本文及び添付資料の存在は確認できなかった。 

 ３ 本件対象文書の存否について 

   上記１のとおり、本件対象文書は、「『研修委員会の活動実績としての小中

部会に関する全ての文書』から『要項』を除いたもの」であるところ、上記

２のとおり、そもそも報告書「４ 小中部会」「事業内容」の記載は、研修

委員会の活動実績を示すものではなく、また、本件メーリングリストにも本
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件対象文書に該当するものはなかったので、本件対象文書は物理的に存在し

ないと言わざるを得ない。 

   ただし、実施機関は本件開示請求に対して「要項」を開示しているが、「要

項」はそもそも本件開示請求において開示を求められた文書ではない。かか

る「要項」を開示したことや、実施機関がその後も研修委員会と校長会の小

学校部会及び中学校部会の関係を明確にしないで説明をしたことは、それら

が本来別組織であり、各活動も明確に区別されなければならないのに、それ

がなされていないことを示すものと言え、疑問なしとしない（後述する本件

メーリングリストの共用も各組織の区別が明確になされていない表れのひ

とつであり、不適切である。）。 

４ 結論 

以上により、本件公文書開示決定については上記第１記載の審査会の結論

のとおり判断した。 

 

第６ 付言 

   上記第５．２のとおり、実施機関、研修委員会及び校長会は、それぞれ独

立した別組織である。しかし、上記第３．１⑵で実施機関が主張しているよ

うに、本件メーリングリストは、実施機関、研修委員会及び校長会それぞれ

の活動において利用されている。そうすると、本件メーリングリストを用い

て、一つの組織において必要な情報のやり取りが、別組織である他の二つの

組織にも伝わっていることになる。 

実施機関、研修委員会及び校長会の活動及び構成員には共通する部分があ

るとして、本件メーリングリストを用いて、三つの組織全てにおいて情報の

やり取りをする必要がある場合が存在することが、一概に否定されるもので

はない。しかし、この点を踏まえても、本件メーリングリストを用いた情報

のやり取りの全てが、三つの組織全てにおいて必要であったとは考え難い。

そうすると、実施機関としては、本件メーリングリストを用いることにより、

実施機関内部で情報のやり取りをすれば足りるものについてまで、不必要に

研修委員会及び校長会にも伝えていた場合があったと考えられる。 

このように、実施機関が不必要に別組織に情報を発信することは、情報（メ

ールに文書が添付された場合は当該文書を含む。）の管理として不適切であ

ると言わざるを得ない。この点は、情報の受け手が同一人物であっても、別

組織の異なる立場としては受け取るべきではない情報が存在し得るため、看

過することはできない。 

また、本件メーリングリストは、実施機関が管理をしている。そうすると、
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研修委員会及び校長会が本件メーリングリストを利用する際には、実施機関

が研修委員会や校長会のために本件メーリングリストの維持管理の負担を

していることになる。実施機関としては、研修委員会及び校長会がこのよう

な便宜を享受していることにつき、理由を説明する義務があるが、合理的な

理由は示されていない。 

   以上のことから、実施機関は、それぞれの組織が別々のメーリングリスト

を適切に使い分けること等を含め、本件メーリングリストの今後の使用方法

について検討し、情報の適正な管理に努めるべきである。 

 

第７ 答申に関与した委員 

   近藤真、髙松淳也、富田隆司、尾関栄作、森幸子 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

平成 27 年度情報公開・個人情報保護制度施行状況報告書 

 

 
平成 28 年５月発行 

発    行  春日井市総務部総務課 

  問い合わせ先  〒４８６－８６８６ 

          春日井市鳥居松町５丁目４４番地 

          春日井市総務部総務課文書担当 

          電話番号（０５６８）８５－６１２９ 

          Ｅメール somu@city.kasugai.lg.jp 


